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企業の強靱化に向けた取組

資料２



企業の強靱化に向けた取組の状況

○ 大規模自然災害により企業活動が止まることは、経済活動が止まることであり、国土強
靱化において、避けなければならない

○ 着実な公助・共助の取組とともに、企業が、適切なリスク認識の上で、災害リスクを回
避、コントロールし、必要に応じてマーケットに転嫁（リスクファイナンス）することが
重要

○ 具体的には、災害リスクの開示や、それを考慮した立地誘導、企業ＢＣＰ、災害保険へ
の加入促進などの取組が連携して機能することが重要

○ そのため、ハザード別にこれらの取組の現況を整理

○ハザードマップ・リスクマップの内容・公表状況等

《ハザード（洪水、高潮、津波、地震・液状化、土砂災害、火山）別に次の内容を整理》

○土地利用規制・誘導策の内容等

○企業のBCPの策定状況等

○企業の災害保険の加入状況等

企業が認識できるように災害リスクが公表されているか

リスクを考慮して企業の立地が適切に誘導されているか

自衛・自助のため企業のＢＣＰに取り組まれているか

リスクに備えるために災害保険に加入しているか

災害リスクエリアに居住する人口

出典：「都道府県別の災害リスクエリアに居住する人口について」
（H27,国土交通省国土政策局）
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リスク回避

リスクコントロール

リスクファイナンス

リスク認識

※一部地域は津波浸水想定のデータがないこと等から、その地域は
含まれていない
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○ハザードマップ・リスクマップの内容・公表状況等

企業が認識できるように災害リスクが公表されているか
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ハザード別のリスク情報の発信内容

洪水 高潮 津波 地震・液状化 土砂災害 火山

リ
ス
ク
情
報
の
内
容
等

《洪水》
洪水ハザードマップ
 洪水浸水想定区域

及び想定される浸
水深等を示したも
の

 洪水浸水想定区域
が指定されている
市区町村において
作成(水防法第15
条)

《内水》
内水ハザードマップ
 雨水出水浸水想定

区域及び想定され
る浸水深等を示し
たもの

 雨水出水浸水想定
区域が指定されて
いる市区町村にお
いて作成(水防法
第15条)

高潮ハザード
マップ
 高潮浸水想

定区域及び
想定される
浸水深等を
示したもの

 高潮浸水想
定区域が指
定されてい
る市区町村
において作
成(水防法
第15条)

津波ハザード
マップ
 津波により浸

水する範囲及
びその水深等
を示したもの

 地震災害（津
波）が想定さ
れる市区町村
において作成
（地震防災対
策特別措置法
第14条）

 津波災害警戒
区域が指定さ
れている市区
町村において
は基準水位を
用いて作成(津
波防災地域づ
くり法第55条)

《地震》
地震危険度マップ
 各地域の地震被

害想定等に基づ
き、ゆれやすさ
や地震による建
物崩壊の危険度
等を示したもの

 内閣府防災が作
成の手引きを公
表している

《液状化》
液状化ハザード
マップ
 地域における液

状化発生傾向や
液状化被害リス
クをまとめたも
の

 国土交通省が作
成の手引きを公
表している

土砂災害
ハザードマップ
 土砂災害警

戒区域等を
示したもの

 土砂災害警
戒区域が指
定されてい
る市区町村
において作
成(土砂災害
防止法第８
条)

火山ハザード
マップ
 火山が噴火し

た場合に噴石
や火砕流等が
影響する範囲
等を示したも
の

 火山防災協議
会において作
成(活動火山対
策特別措置法
第４条)

赤字は法令による定めがあるもの 4



法定のハザードマップの整備状況

※１：洪水予報河川・水位周知河川におけるハザードマップ公表済みの市町村（特別区を含む）
※２：洪水予報河川・水位周知河川以外の全ての一級・二級河川における洪水ハザードマップ公表済みの市町村（特別区を含む）
※３：下水道による浸水対策が実施されている市区町村のうち、既往最大降雨等に対応した内水ハザードマップ等公表済みの市町村（特別区を含む）
※４：下水道による浸水対策が実施されている市区町村のうち、想定最大規模降雨に対応した内水ハザードマップ等公表済みの市町村（特別区を含む）

洪水ハザードマップ 99％
(洪水予報河川・水位周知河川)

内水ハザードマップ 39％
(既往最大降雨等に対応)

津波ハザードマップ 95％

高潮ハザードマップ 87％ 土砂災害ハザードマップ 100％ 火山ハザードマップ 100％

※５：沿岸の市町村及び津波浸水想定が設定されている内陸の市町村のうち、津波ハザードマップを公表している市町村（特別区を含む）
※６：水防法第14条の三に基づき、高潮浸水想定区域が指定された市町村のうち、水防法第15条第３項に基づき、ハザードマップ公表済みの市町村（特別区を含む）
※７：土砂災害警戒区域を指定、又は指定予定の市町村のうち、土砂災害防止法第８条第３項に基づく、ハザードマップ公表済みの市町村（特別区を含む）
※８：活火山法第４条に基づき火山防災協議会が設置された火山のうち、協議事項として定めれられた火山ハザードマップが公表済みの火山（内閣府調べ）

出典：令和７年版国土交通白書 5



ハザード別のリスク情報の発信状況

洪水ハザードマップ

津波ハザードマップ内水ハザードマップ

高潮ハザードマップ 土砂災害ハザードマップ

震度被害マップ 建物被害マップ 液状化マップ

洪水 高潮

津波

土砂災害

火山ハザードマップ

火山

地震・液状化

ハザードマップを定める法令によらず、市区町村が任意で作成したものも含まれる
国土地理院「わがまちハザードマップ」HP（R7.9.24時点）による 6



○土地利用規制・誘導策の内容等

リスクを考慮して企業の立地が適切に誘導されているか
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洪水 高潮 津波 地震・
液状化 土砂災害 火山

ハザード別の土地利用規制の状況

土砂災害特別警戒区域
（土砂災害防止法）

・特別警戒区域内において、都市計画法第４条第12
項の開発行為で当該開発行為をする土地の区域内
において建築が予定されている建築物の用途が制
限用途であるものをしようとする者は、あらかじ
め、都道府県知事の許可を受けなければならない
（土砂災害防止法第10条）
※制限用途：住宅（自己用除く）、防災上の配慮
を要するものが利用する社会福祉施設、学校、
医療施設（政令で定める用途に限る。）以外の
用途でないもの

津波災害特別警戒区域
（津波防災地域づくり法）

・特別警戒区域内において、政令
で定める土地の形質の変更を伴
う開発行為で当該開発行為をす
る土地の区域内において建築が
予定されている建築物の用途が
制限用途であるものをしようと
する者は、あらかじめ、都道府
県知事の許可を受けなければな
らない（津波防災地域づくり法
第73条）
※制限用途：社会福祉施設、学
校、医療施設、市町村の条例
で定める用途

浸水被害防止区域
(特定都市河川浸水被害対策法)

・浸水被害防止区域内におい
て、特定開発行為あるいは
特定建築行為をする者は、
都道府県知事等の許可を受
けなければならない（特定
都市河川浸水被害対策法第
57条、第66条）
※住宅や要配慮者施設のほ
か条例で定める建築物及び
当該建築に係る開発行為

【
災
害
レ
ッ
ド
ゾ
ー
ン
の
設
定
】

災害危険区域（建築基準法）

・地方公共団体は、津波、高潮、出水等による危険の著しい区域を災害危険区域として条例で指定し、住居の用に供する建築の禁止等、建築物の建築に関する制
限で災害防止上必要なものを当該条例で定めることができる
（建築基準法第39条）

急傾斜地崩壊危険区域
（急傾斜地法）

・急傾斜地崩壊危険区域内においては、次の各号に
掲げる行為は、都道府県知事の許可を受けなけれ
ば、してはならない（急傾斜地法第７条）
※のり切り（長さ３m超）、切土（高さ２m超）など

地すべり防止区域
（地すべり等防止法）

・地すべり防止区域内において、次の各号の一に該
当する行為をしようとする者は、都道府県知事の
許可を受けなければならない（地すべり等防止法
第18条）
※のり切り（長さ３m以上）、切土（直高２m以上）など

○ 「災害レッドゾーン」とは、災害により住民等の生命や身体に著しく危険が生じるおそれがあると認
められた地域であり、住宅等の建築や開発行為等に規制がある
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洪水 高潮 津波 地震・
液状化 土砂災害 火山

ハザード別の土地利用規制・誘導の状況

【
市
街
化
区
域
に
含
め
な
い
区
域
】

災害危険区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

浸水被害防止区域 津波災害特別警戒区域

市街化区域に含めないものとする区域（都市計画法施行令第８条第２項, 都市計画運用指針）

【
立
地
適
正
化
計
画
に
お
け
る
誘
導
】

災害危険区域（建築基準法第39条第２項の規定に基づく条例により住居の用に供する建築物の建築が禁止されているもの）

地すべり防止区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

浸水被害防止区域

津波災害特別警戒区域

災害危険区域（上記に含まれているものを除く）

土砂災害警戒区域
（土砂災害防止法）

津波災害警戒区域
（津波防災地域づくり法）

浸水想定区域
（洪水、雨水出水、高潮）

居住誘導区域に含まないこととされている区域（都市再生特別措置法第81条第19項）

原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域（都市計画運用指針）

原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域それぞれの区域の災害リスク、警戒避難体制の整備状況、災害を防止し、又は軽減するための施設の整
備状況や整備見込み等を総合的に勘案し、居住を誘導することが適当ではないと判断される場合は、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域
（都市計画運用指針）

地すべり防止区域
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PLATEAUを活用して、
３Ｄ都市モデル(建築物と都市計画決定情報等)に洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域等を重ね合わせることで

災害リスク情報を立体的に可視化
３Ｄ都市モデル(建築物と都市計画決定情報)を重ね合わせることで都市構造を立体的に可視化

これらの３Ｄ化した情報を、都市計画マスタープランや立地適正化計画の策定時の検討や住民説明等に活用

建築物と洪水浸水想定区域を重畳表示 建築物と土砂災害警戒区域を重畳表示

立地適正化計画等の策定委員会における活用状況 住民説明会における活用状況

〇 PLATEAU（プラトー）は、国土交通省が様々なプレイヤーと連携して推進
する、日本全国の都市デジタルツイン実現プロジェクト

〇 都市活動のプラットフォームデータとして3D都市モデルを整備し、様々な
領域でユースケースを開発誰もが自由に都市のデータを引き出せるよう、
3D都市モデルをオープンデータとして提供

出典：南さつま市HP、南さつま市提供資料

「PLATEAU」を用いて３Ｄ化された災害リスク情報の立地適正化計画の策定への活用

南さつま市（鹿児島県）の取組事例
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都市計画区域

市街化を抑制すべき区域

1）既に市街地を形成している区域
2）概ね10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域

○ 無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るため、都市計画区域を
市街化区域と市街化調整区域に区分

○ 市街化調整区域においては、開発が原則として禁止

都市計画の区域区分（いわゆる線引き制度）

市街化調整区域

市街化区域
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◆区域外の居住の緩やかなコントロール
○一定規模以上の区域外での住宅開発について、

届出、市町村による働きかけ

コンパクト・プラス・ネットワークのための計画制度

○ 都市再生特別措置法及び地域公共交通活性化再生法に基づき、都市全体の構造を見渡しながら、居住や医療・福祉・商業等の都
市機能の誘導と、それと連携して、利便性・持続可能性・生産性の高い地域公共交通ネットワークの構築を推進。

○ 必要な機能の誘導に向けた市町村の取組を推進するため、計画の作成・実施を予算措置等で支援。

立地適正化計画 （市町村が作成）
【改正都市再生特別措置法】（平成26年8月1日施行）

◆区域外の都市機能立地の緩やかなコントロール
   ○誘導したい機能の区域外での立地について
      届出、市町村による働きかけ
〇誘導したい機能の区域内での休廃止について
届出、市町村による働きかけ

◆区域内における居住環境の向上
○住宅事業者による都市計画等の提案制度

居住誘導区域
居住を誘導し人口密度を維持する
エリアを設定

公共交通沿線への
居住の誘導

都市機能誘導区域
生活サービスを誘導するエリアと
当該エリアに誘導する施設を設定

◆都市機能（福祉・医療・商業等）の立地促進
○誘導施設への税財政・金融上の支援
○福祉・医療施設等の建替等のための容積率の緩和
○公的不動産・低未利用地の有効活用
◆歩いて暮らせるまちづくり
   ○歩行空間の整備支援

国土交通大臣の認定

関係法令の特例・予算支援の充実

Ｚ
拠点エリアへの

医療、福祉等の
都市機能の誘導

歩行空間や自転車
利用環境の整備

立地適正化計画
連携

好循環を実現

コンパクト・プラス・ネットワーク

地域公共交通
計画

拠点間を結ぶ
交通サービスを充実

乗換拠点
の整備

地域公共交通計画 （市町村・都道府県が作成）
【改正地域公共交通活性化再生法】

（令和５年10月１日施行）

①地域公共交通利便増進実施計画

ダイヤ・運賃等の
調整による公共交
通サービスの改善

②地域旅客運送サービス継続実施計画

○地域公共交通の維持が困難
と見込まれる場合、地域旅客
運送サービスの継続を図るべく、
地方公共団体が、関係者と
協議の上、公募により新たな
サービス提供者を選定

○路線等の見直し
○等間隔運行、定額制乗り放
題運賃等のサービスを促進 等

◆まちづくりとの連携
◆地方公共団体が中心となった地域公共交通
ネットワークの形成の促進

認定を受けた実
施計画に基づき、

新たな運送
を実施
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○立地適正化計画における防災指針・長岡市の事例
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立地適正化計画における防災指針の概要

立地適正化計画においては、災害リスクを踏まえた課題を抽出し、都市の防災に関する機能
の確保のため、防災指針を定めるとともに、この方針に基づく具体的な取組を位置づけ

取組方針と対策の分類 考えられる具体の取組の例

災害リスクの低減の対策（ハード）
※対策の程度によっては災害が防止

される場合も想定される
■ 雨水貯留施設の整備、（市町村管

理の）河川や下水道の整備等によ
る浸水対策や土砂災害防止のため
の砂防施設の整備等

● 下水道の整備、雨水貯留浸透施設の整備や田んぼ、ため池、公園等の既存
施設の雨水貯留への活用

● 土地や家屋の嵩上げ、建物のピロティ化による浸水防止
● （市町村管理河川の）堤防整備、河道掘削（引提）による流下能力向上
● 土砂災害防止のための法面対策、砂防施設の整備
● 住居・施設等の建築物の浸水対策（止水板の設置等）
● 避難路・避難場所の整備 等

災害リスクの低減の対策（ソフト）
■ 氾濫の発生に際し、確実な避難や

経済被害軽減、早期の復旧・復興
のための対策

● 浸水深が一定の深さ以下であり浸水時にも利用可能な避難路のネットワー
クの検討・設定や交通ネットワーク、ライフラインの機能強化

● 早期に避難できる避難場所の一定の距離での配置や案内看板の設置
● 地域の防災まちづくり活動の支援、マイ・タイムライン作成の支援（リス

クコミュニケーション）
● 地区防災計画の検討・作成
● 災害時の情報発信や浸水センサを用いた避難支援 等

○ 立地適正化計画においては、まず災害リスクを踏まえた居住誘導区域や都市機能誘導区域を設定
○ 洪水、雨水出水、津波、高潮による浸水エリアは広範囲に及び、既に市街地が形成されていることも

多いことから、この範囲を居住誘導区域から全て除くことは現実的に困難であることも想定
○ 地震については、影響の範囲や程度を即地的に定め、居住誘導区域から除外を行うことに限界
○ 居住誘導区域における災害リスクをできる限り回避あるいは低減させるため、必要な防災・減災対策

を計画的に実施していくことが必要

（具体的な取組の例）

出典：立地適正化計画の手引き【基本編】（R7.4国土交通省改訂） 14



長岡市の立地適正化計画における防災指針（策定の経緯）

○ 新潟県中越地震や豪雨災害等により、死者が発生するとともに、市
民生活や産業活動等に著しい被害

○ 気候変動の影響に伴う自然災害が頻発・激甚化。特に、水害につい
ては、今後の更なる降雨量の増加や海面水位の上昇等により、人命
や家屋、社会経済にこれまで以上の甚大な被害をもたらすおそれ。

Ｒ２年９月

長岡市における近年の主な被災状況

都市計画マスタープランを改定。基本方針「災害に強い都
市づくりの推進」を強化し、防災・減災対策を位置付け。

Ｒ３年３月

都市再生特別措置法等の一部改正。防災指針を位置付け。

《防災まちづくりにおける基本方針》

まちなか居住区域内の被害リスクが高いエリアにおいて、リスク回避・軽減を図るための適切なハード・ソフト対策を
あらゆる関係者との連携により展開し、災害に強く安心して住み続けることができる環境を確保します。

《防災まちづくりの進め方》

○ 各地域で想定されるハザードによる被害リスクを分析・評価し、エリアごとの防災まちづくり上の課題としてとり
まとめ、関係機関等と情報共有します。

○ まちなか居住区域内の被害リスクが高いエリアにおいて、都市的土地利用を継続する上で必要となるリスク回避・
軽減方策を「災害の発生防止」、「人的被害の最小化」、「建物等財産被害の最小化」の視点で検討し、エリアご
との取組として位置づけます。

○ 国土強靱化地域計画や地域防災計画等の関連計画と整合を図るとともに、国・県・市・民間・NPOなどあらゆる関係
者の連携により、実効性のある取組を進め、まちなか居住区域の安全性を向上させます。

防災指針を策定Ｒ５年３月

長岡市立地適正化計画防災指針（R5.3.31策定）を基に国土強靱化推進室作成 15

信濃川水系緊急治水対策プロジェクトを始動。水まちモデ
ル都市としてケーススタディに着手。

Ｒ２年１月



災害種別 活用したハザード情報

水害（外水） 洪水浸水想定区域

水害（内水） 内水浸水想定

土砂災害
土石流、地すべり、急傾斜地
崩壊に関する区域

地震 新潟県地震被害想定調査結果

雪害 雪崩危険個所

津波 新潟県地震被害想定調査結果

ため池 防災重点ため池浸水想定区域

○ 公表されているハザード情報
のほか、その発生確率や都市
計画情報等を用いて、災害種
別ごとの被害リスクを算出し、
各エリアの防災まちづくり上
の課題を整理し、その対策に
ついて検討

■ 災害リスク分析に用いたハザード情報

■ 災害リスク分析・評価の進め方（イメージ）

長岡市の立地適正化計画における防災指針（災害リスク分析・評価）

長岡市立地適正化計画防災指針（R5.3.31策定）を基に国土強靱化推進室作成
16



長岡市の立地適正化計画における防災指針（エリア別リスクの傾向）

■ エリア別リスクの傾向【長岡地域（川東）】

まちなか居住区域（居住誘導区域）にも、水害リスクが
高いエリアが存在しているため、河川整備等の対策の必
要性を記載

長岡市立地適正化計画防災指針（R5.3.31策定）を基に国土強靱化推進室作成
17



長岡市の立地適正化計画における防災指針（エリア別取組方針）
■ エリア別取組方針【長岡地域（川東）】

出典：長岡市立地適正化計画防災指針（R5.3.31策定）
18



長岡市におけるＢＣＰ策定支援の取組

○ 長岡市では、令和２年度から、市内の中小事業者に対して、ＢＣＰや事業継続力強化計
画の策定に係る経費を支援。これまでに16件の採択実績があり、水害や地震を含む災害リ
スクへの対策を策定。

出典：長岡市HP
19



○企業のＢＣＰの策定状況等

自衛・自助のため企業のＢＣＰに取り組まれているか

20
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令和5年度 企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査の概要①

【調査結果（概要）】 ～BCP策定率：大企業・中堅企業とも、調査開始以降、着実に上昇～
▣ BCP策定率は「策定済」が大企業76.4％、中堅企業45.5％と、令和3年度対比＋5％程度上昇
▣ リスク事象として、地震、感染症、洪水など特定事象を想定している先が80％以上を占める。

また、災害を特定せず対応策を策定している先（オールハザード型）は18％となり上昇傾向
▣ 被害を受けた際の有効であった取組について、安否確認、備蓄等の基本的な防災項目やBCPに

関連する項目が上位を占め、「BCP策定/見直し」の有効性は中堅より大企業での割合が高い
▣ 一方で、BCP未策定先や策定推進において人材不足やスキル/ノウハウ不足が障壁となっている
▣ 今回新規項目である事業所の耐震基準の充足状況は、新旧耐震基準合算で約80％程度。なお、

旧耐震基準の建物を所有している企業は約33％にも上った

18.9
27.6

45.8
53.6

60.4 64.0
68.4 70.8

76.4

12.4 12.6
20.8

25.3
29.9

31.834.4
40.2

45.5

0

策
定
率(

％)

BCP策定率推移大企業
中堅企業

本調査は、国内各企業における事業継続や防災に係る取組実態を把握するため、平成19年より隔年で実施。通算9回目となる
本調査では、従来の調査項目に加え、事業所の耐震化、機器の転倒防止、備蓄状況などの防災に係る調査項目を追加。

※調査期間：令和6年1月5日～1月26日、調査対象：業種及び資本金・常用雇用数によって
         「大企業」、「中堅企業」、「その他企業（資本金1億円以上の中小企業）」 に分類し、

4,934社を抽出。有効回答数は1,826社（回答率37％）

【n=605】 【 n=595】

出典：「令和５年度企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査（概要）」（R6.3,内閣府）



・業種別では、金融・保険業において

策定済が76.6％と従来から策定が進ん

でいる状況。

・住民、企業、地域の復旧・復興に大

きく影響する医療を含めたライフライ

ン関連の企業においては、40～70％

程度の策定率に留まっており、一部の

業界で進んでいないことも伺える。

・住民生活にも影響がある小売業につ

いては34.7％と低位な状況。

22

令和5年度 企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査の概要②
■上場・非上場会社におけるBCP策定率

62.0%
13.7%

16.5%
4.2%

0.8%0.8%

策定済
策定中

策定予定
48.5%

10.8%

20.0%

13.1%
5.8%

1.8%

策定済

策定中

策定予定

・今回回答のあった企業のうち、上場

企業の割合は約15％（残り非上場）。

上場企業の方が、策定率は高い傾向に

あるものの、未策定先も一定割合あり

前述の企業規模（大・中堅）ほど関連

性は高くない。

回答結果（％） 【n=1,836】全企業

　　　回答結果（％）　【n=1,826】

策定済み
である

策定中
である

策定を予定
している（検討
中含む）

予定はない
事業継続計画
（BCP）とは
何かを知らな
かった

その他

50.5 11.2 19.5 11.8 5.3 1.6
農業・林業・漁業 24.5 1.0 18.6 18.6 37.3 0.0
鉱業 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
建設業 63.4 4.6 16.9 4.3 7.2 3.6
製造業 58.3 11.6 16.6 9.1 3.7 0.6
電気・ガス・熱供給業・水道業 49.8 15.5 11.6 23.2 0.0 0.0
情報通信業 53.8 12.3 25.1 2.6 2.6 3.5
運輸業・郵便業 66.2 6.8 15.0 9.1 1.1 1.8
卸売業 42.8 13.6 24.1 13.3 4.8 1.4
小売業 34.7 11.2 25.4 13.4 12.8 2.6
金融・保険業 76.6 2.6 9.2 5.8 1.2 4.6
不動産業・物品賃貸業 43.7 10.2 12.0 24.5 7.5 2.1
学術研究、専門・技術サービス業 50.0 14.8 22.5 10.0 2.4 0.3
宿泊業、飲食サービス業 27.2 5.4 36.4 17.9 13.0 0.0
生活関連サービス業、娯楽業 23.4 10.9 19.4 38.2 6.5 1.6
教育・学習支援業 18.9 0.0 38.0 30.5 12.7 0.0
医療、福祉 41.3 36.1 10.2 9.0 3.4 0.0
複合サービス業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
サービス業（他に分類されないもの） 56.7 13.2 16.9 6.5 5.9 0.9

業
種

  全  体

■業種別のBCP策定率

上場
企業

非上場
企業

出典：「令和５年度企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査（概要）」（R6.3,内閣府）


業種別

		問１ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								農業・林業・漁業		鉱業		建設業		製造業		電気・ガス・熱供給業・水道業		情報通信業		運輸業・郵便業		卸売業		小売業		金融・保険業		不動産業、物品賃貸業		学術研究、専門・技術サービス業		宿泊業、飲食サービス業		生活関連サービス業、娯楽業		教育、学習支援業		医療、福祉		複合サービス事業		サービス業		その他		無回答

				  全  体				0.4		0.3		4.6		26.4		1.8		7.0		2.9		10.1		10.8		5.5		5.2		2.3		3.2		2.6		0.9		1.6		0.7		9.7		3.6		0.1

				業種		農業・林業・漁業		85.0		0.0		0.0		15.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		0.0		0.0		90.7		4.1		0.0		0.9		0.0		1.0		0.0		0.0		2.2		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.2		0.0		0.0

						製造業		0.0		0.4		1.2		94.6		0.3		0.3		0.0		1.4		0.0		0.0		0.0		0.7		0.0		0.0		0.0		0.3		0.0		0.0		0.9		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		0.0		0.0		0.0		0.0		94.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		3.0		3.0		0.0

						情報通信業		0.0		0.0		0.0		1.0		0.0		78.0		0.0		0.0		1.0		0.0		1.0		2.0		0.0		1.0		1.0		0.0		0.0		7.4		7.5		0.0

						運輸業・郵便業		0.0		0.0		1.3		1.3		0.0		0.0		66.9		1.3		0.0		0.0		5.2		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		6.6		17.4		0.0

						卸売業		0.0		0.5		1.8		14.1		2.2		1.7		0.0		71.3		3.0		0.0		0.5		0.4		0.5		0.0		0.0		0.0		0.0		0.9		3.1		0.0

						小売業		0.4		0.0		0.0		4.8		1.2		0.4		0.0		5.2		80.3		0.0		0.0		0.0		1.3		0.0		0.0		2.1		0.0		2.6		0.9		0.9

						金融・保険業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		93.1		0.0		0.8		0.0		0.0		0.0		0.0		0.7		0.0		5.4		0.0

						不動産業・物品賃貸業		0.0		0.0		0.9		0.0		0.0		0.0		0.8		0.9		1.6		5.1		79.0		0.0		0.9		3.0		0.0		0.0		0.0		4.3		2.6		0.9

						学術研究、専門・技術サービス業		0.0		0.0		3.4		11.5		0.0		5.8		3.4		0.8		8.6		5.4		2.2		23.8		0.0		0.0		1.4		0.0		1.5		25.6		6.6		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		0.0		0.0		0.0		2.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		2.8		0.0		81.6		2.8		0.0		0.0		2.8		8.1		0.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		3.6		1.7		1.9		0.0		0.0		54.7		0.0		0.0		3.6		32.8		1.7		0.0

						教育・学習支援業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		22.4		56.9		0.0		0.0		20.7		0.0		0.0

						医療、福祉		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		3.4		0.0		3.4		0.0		0.0		0.0		6.7		75.8		0.0		10.8		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		0.0		0.0		2.8		2.7		0.0		6.5		3.6		0.9		0.8		0.9		1.7		0.9		0.9		0.9		0.0		0.9		4.5		61.8		10.0		0.0

				



		問２ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								5,000万円以下		5,000万円超～1億円以下		1億円超～3億円以下		3億円超～10億円未満		10億円以上		無回答

				  全  体				4.6		21.7		20.5		18.8		34.0		0.3

				業種		農業・林業・漁業		15.0		30.0		30.0		4.2		20.8		0.0

						鉱業		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		8.3		2.4		22.3		22.6		44.4		0.0

						製造業		2.0		4.9		19.6		23.0		50.5		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		3.0		0.0		27.2		14.9		51.9		3.0

						情報通信業		6.4		13.3		29.9		22.5		28.0		0.0

						運輸業・郵便業		1.3		8.0		18.0		25.4		47.3		0.0

						卸売業		1.8		8.7		27.5		29.8		31.7		0.5

						小売業		6.3		53.9		16.6		8.2		15.1		0.0

						金融・保険業		1.6		3.2		19.7		20.1		55.4		0.0

						不動産業・物品賃貸業		4.5		9.8		20.5		28.3		36.0		0.9

						学術研究、専門・技術サービス業		0.7		27.4		15.8		15.9		40.1		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		22.1		52.2		12.6		2.8		4.8		5.5

						生活関連サービス業、娯楽業		9.2		44.6		18.1		10.5		17.7		0.0

						教育・学習支援業		12.1		48.3		22.4		0.0		17.2		0.0

						医療、福祉		18.2		57.1		7.4		3.4		13.9		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		4.6		55.7		17.5		9.2		12.8		0.0

				



		問3 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								5億円未満		5億円以上～10億円未満 イジョウ		10億円以上～100億円未満 イジョウ		100億円以上～500億円未満 イジョウ		500億円以上～1,000億円未満 イジョウ		1,000億円以上		無回答

				  全  体				9.3		5.5		33.6		28.6		8.4		13.4		1.1

				業種		農業・林業・漁業		15.0		0.0		49.2		35.8		0.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		5.9		2.4		23.2		37.4		21.4		9.7		0.0

						製造業		3.0		2.5		26.9		38.5		9.4		18.6		1.1

						電気・ガス・熱供給業・水道業		6.0		6.0		32.0		17.9		2.1		33.1		3.0

						情報通信業		12.2		9.4		39.1		25.5		5.4		8.3		0.0

						運輸業・郵便業		6.4		5.1		35.4		20.8		16.4		15.9		0.0

						卸売業		1.8		2.7		26.7		36.9		15.0		16.0		0.9

						小売業		5.0		7.5		34.7		29.8		9.1		12.6		1.3

						金融・保険業		19.7		9.5		18.6		23.7		5.1		21.8		1.6

						不動産業・物品賃貸業		29.5		8.9		28.0		18.3		3.3		10.2		1.8

						学術研究、専門・技術サービス業		11.8		3.9		38.8		21.8		5.9		17.0		0.8

						宿泊業、飲食サービス業		18.4		6.1		54.6		10.9		2.4		2.0		5.5

						生活関連サービス業、娯楽業		17.9		9.1		51.2		19.9		1.9		0.0		0.0

						教育・学習支援業		34.5		12.1		24.1		20.7		0.0		8.6		0.0

						医療、福祉		25.0		21.6		40.3		9.8		0.0		0.0		3.4

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		10.1		4.6		53.5		21.3		5.2		4.4		0.9

				



		問4 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								25人以下		26人～50人		51人～100人		101人～300人		301人～500人		501人～1,000人		1,001人～5,000人		5,001人～10,000人		10,001人～20,000人		20,001人以上		無回答

				  全  体				11.5		5.5		9.7		24.3		12.6		15.7		15.2		2.3		1.4		1.6		0.1

				業種		農業・林業・漁業		15.0		15.0		30.0		4.2		0.0		35.8		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		5.9		4.7		13.0		15.4		16.7		21.6		20.7		1.0		1.0		0.0		0.0

						製造業		4.8		3.3		8.1		17.6		18.3		22.8		20.3		2.6		1.1		1.1		0.3

						電気・ガス・熱供給業・水道業		32.9		12.0		12.0		12.0		2.1		6.2		12.5		4.2		4.2		2.1		0.0

						情報通信業		16.3		5.1		15.3		21.4		9.5		14.5		15.8		1.0		0.0		1.0		0.0

						運輸業・郵便業		15.4		5.1		7.7		19.2		16.4		12.8		20.8		0.0		1.3		1.3		0.0

						卸売業		9.1		7.7		7.7		42.0		11.9		12.6		6.7		1.3		0.5		0.4		0.0

						小売業		3.6		2.9		13.6		27.9		9.5		15.1		18.3		4.4		2.3		2.3		0.0

						金融・保険業		28.4		7.1		9.5		5.5		4.3		17.1		18.9		2.1		4.2		2.8		0.0

						不動産業・物品賃貸業		44.6		10.6		9.8		10.5		3.4		10.9		7.8		1.6		0.0		0.8		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		13.2		7.1		5.3		30.2		13.7		10.3		8.8		3.8		1.4		6.2		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		8.3		4.8		8.8		33.2		17.4		8.1		12.6		0.0		4.8		2.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		10.5		5.4		17.9		38.8		7.3		7.3		11.1		0.0		0.0		0.0		1.7

						教育・学習支援業		0.0		0.0		11.2		24.1		12.1		35.3		8.6		0.0		8.6		0.0		0.0

						医療、福祉		11.5		6.7		14.2		27.6		13.4		13.4		13.1		0.0		0.0		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		7.3		4.6		3.7		29.4		13.8		13.8		18.4		5.4		1.9		1.7		0.0

				



		問5 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								上場している		上場していない		無回答

				  全  体				21.3		78.5		0.1

				業種		農業・林業・漁業		25.0		75.0		0.0

						鉱業		0.0		100.0		0.0

						建設業		24.8		75.2		0.0

						製造業		32.5		67.0		0.5

						電気・ガス・熱供給業・水道業		6.3		93.7		0.0

						情報通信業		18.1		81.9		0.0

						運輸業・郵便業		6.6		93.4		0.0

						卸売業		21.8		78.2		0.0

						小売業		11.2		88.8		0.0

						金融・保険業		22.5		77.5		0.0

						不動産業・物品賃貸業		12.1		87.9		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		39.7		60.3		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		10.9		89.1		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		10.7		89.3		0.0

						教育・学習支援業		17.2		82.8		0.0

						医療、福祉		16.4		83.6		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		10.6		89.4		0.0

				



		問6 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								所在している		所在していない		わからない		無回答

				  全  体				37.0		48.5		14.1		0.4

				業種		農業・林業・漁業		15.0		64.2		20.8		0.0

						鉱業		100.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		38.6		52.1		9.2		0.0

						製造業		41.4		48.7		9.7		0.2

						電気・ガス・熱供給業・水道業		28.4		53.7		14.9		3.0

						情報通信業		34.4		50.8		14.8		0.0

						運輸業・郵便業		43.9		49.7		6.5		0.0

						卸売業		30.6		51.9		17.5		0.0

						小売業		35.0		49.1		15.4		0.4

						金融・保険業		37.3		48.7		13.2		0.8

						不動産業・物品賃貸業		33.7		48.6		17.8		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		41.8		47.7		10.4		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		29.5		40.8		22.4		7.2

						生活関連サービス業、娯楽業		29.4		47.1		23.5		0.0

						教育・学習支援業		32.8		44.0		23.3		0.0

						医療、福祉		38.4		43.4		18.2		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		41.5		42.2		16.3		0.0

				



		問7 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								行っている		現在検討中		行っていない		無回答

				  全  体				70.3		21.5		7.8		0.4

				業種		農業・林業・漁業		40.0		45.0		15.0		0.0

						鉱業		100.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		80.5		14.8		4.7		0.0

						製造業		76.3		17.3		6.0		0.5

						電気・ガス・熱供給業・水道業		88.0		6.0		6.0		0.0

						情報通信業		75.2		18.4		6.4		0.0

						運輸業・郵便業		79.6		17.5		1.6		1.3

						卸売業		68.1		23.4		8.1		0.4

						小売業		57.0		34.5		7.7		0.9

						金融・保険業		86.6		7.1		6.3		0.0

						不動産業・物品賃貸業		61.9		22.9		15.2		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		67.8		23.2		9.0		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		61.9		26.5		11.6		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		56.7		20.0		23.3		0.0

						教育・学習支援業		29.3		59.5		11.2		0.0

						医療、福祉		54.9		41.0		4.1		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		76.1		17.5		4.6		1.9

				



		問7ー1 トイ		回答結果（％）　【n=135】 カイトウ ケッカ

								取組時間・人員（専門家含む）の不足		知識・情報不足		経営層の認識不足		業務を実施する中で、これまでリスクを想定してこなかった		リスクについて考えても仕方がない		マネジメントの方法自体が分からない		その他		無回答

				  全  体				52.6		47.8		16.2		33.5		9.4		12.4		9.8		3.0

				業種		農業・林業・漁業		100.0		100.0		100.0		100.0		0.0		100.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		50.0		50.0		25.0		25.0		25.0		25.0		25.0		0.0

						製造業		54.2		41.5		16.7		29.1		4.0		12.4		8.2		4.2

						電気・ガス・熱供給業・水道業		0.0		50.0		0.0		0.0		0.0		0.0		50.0		0.0

						情報通信業		84.0		68.0		16.0		52.1		0.0		20.1		0.0		0.0

						運輸業・郵便業		100.0		100.0		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0

						卸売業		50.3		50.3		11.3		49.7		27.4		5.4		0.0		0.0

						小売業		60.7		43.9		5.6		49.5		11.2		0.0		11.2		0.0

						金融・保険業		62.5		25.0		12.5		25.0		12.5		12.5		0.0		0.0

						不動産業・物品賃貸業		23.5		29.4		5.9		29.4		11.8		17.6		23.5		5.9

						学術研究、専門・技術サービス業		48.8		50.0		31.9		25.6		8.1		8.7		17.5		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		41.3		82.5		23.8		0.0		0.0		23.8		17.5		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		53.9		61.4		23.5		32.1		7.5		15.0		0.0		7.5

						教育・学習支援業		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						医療、福祉		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		60.1		39.9		19.8		39.9		0.0		0.0		0.0		19.8

				



		問8 トイ		回答結果（％）　【n=1,683】 カイトウ ケッカ

								地震		津波		洪水（津波以外）		土砂災害		風害		雪害		感染症（新型インフルエンザ、新型コロナ等） カンセンショウ シンガタ シンガタ ナド		火災・爆発		大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク		テロ・紛争（国内外）		他国からのミサイル攻撃		インフラ（道路等の交通インフラ）の途絶		インフラ（水道、ガス等）の途絶		通信（インターネット・電話）の途絶		外部委託先のサーバー・データセンター等情報システムの停止		取引先企業の倒産・事業中断		物流網の断絶による仕入品の欠品		経営幹部の突然の喪失		テレワーク等による従業員とのコミュニケーション不足 ナド ジュウギョウイン フソク		リスクを特定していない		その他		無回答

				  全  体				92.3		41.5		49.1		20.5		26.5		22.3		69.1		55.2		10.3		14.4		7.9		31.2		31.0		50.1		32.6		24.1		20.1		8.6		7.7		0.8		2.6		3.2

				業種		農業・林業・漁業		100.0		22.5		47.1		22.5		52.9		35.3		95.1		47.1		17.6		17.6		17.6		59.8		59.8		77.5		22.5		42.2		35.3		59.8		17.6		0.0		0.0		0.0

						鉱業		100.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		92.0		45.6		52.7		17.6		26.1		25.6		67.4		35.1		9.8		7.5		3.3		34.8		28.3		40.9		32.4		24.5		10.8		9.3		4.0		1.0		0.0		3.3

						製造業		95.0		41.8		53.9		21.4		28.8		21.4		69.2		70.4		21.8		14.5		6.4		33.3		37.7		49.7		33.2		34.8		37.2		7.1		5.4		0.3		3.4		3.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		89.2		46.3		60.6		44.1		49.5		36.5		59.3		69.8		22.5		19.7		8.9		31.4		40.9		45.4		19.4		13.0		12.0		6.4		3.2		0.0		6.6		7.6

						情報通信業		89.9		37.6		45.2		12.4		16.2		11.3		64.4		42.5		4.7		14.5		12.1		25.5		26.9		65.3		36.7		19.2		11.3		7.7		17.0		2.2		2.5		3.3

						運輸業・郵便業		93.3		54.7		59.3		22.9		42.2		35.3		69.4		52.9		12.2		32.3		19.0		45.8		29.2		47.8		38.7		16.2		11.1		10.8		5.4		0.0		4.0		4.0

						卸売業		93.3		40.3		40.8		15.4		23.0		14.6		65.3		47.6		7.0		12.7		5.6		29.6		29.5		48.3		35.8		32.4		27.6		11.2		9.0		0.5		2.3		2.9

						小売業		90.6		38.8		51.0		19.3		24.7		25.9		65.7		49.1		1.9		6.0		4.3		28.0		25.5		42.7		24.4		19.8		23.7		7.5		3.4		0.5		1.4		2.4

						金融・保険業		94.2		41.5		54.0		26.7		38.5		31.0		84.5		53.9		10.1		25.5		17.8		39.0		27.1		61.6		61.3		20.1		2.2		8.8		10.4		0.0		3.8		3.3

						不動産業・物品賃貸業		90.6		33.6		40.1		17.0		26.1		16.9		69.4		51.3		2.0		19.4		6.1		33.4		34.6		47.5		24.7		12.8		4.0		8.7		4.0		0.9		2.1		3.2

						学術研究、専門・技術サービス業		93.7		41.6		52.8		24.6		24.7		19.7		73.4		58.3		12.4		22.7		14.4		33.5		29.4		60.9		40.8		22.6		13.0		9.9		13.9		0.0		3.0		3.1

						宿泊業、飲食サービス業		84.2		43.4		44.9		22.9		19.2		31.1		64.1		71.8		2.3		6.9		0.0		27.4		32.0		40.3		19.2		14.2		16.9		9.2		2.3		0.0		7.3		8.1

						生活関連サービス業、娯楽業		88.1		36.0		40.8		28.4		24.0		35.8		69.4		52.1		4.9		14.5		2.4		23.6		18.8		40.2		18.8		16.5		7.1		13.8		11.7		4.9		2.3		2.4

						教育・学習支援業		100.0		40.8		50.5		36.9		0.0		13.6		59.2		35.9		0.0		9.7		0.0		23.3		36.9		45.6		19.4		23.3		9.7		9.7		23.3		0.0		0.0		0.0

						医療、福祉		85.2		28.5		48.7		24.2		24.2		26.1		81.7		33.1		0.0		0.0		0.0		22.6		41.7		33.1		11.3		7.0		0.0		7.0		3.5		3.5		0.0		7.8

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		91.1		50.8		44.2		18.6		27.2		23.6		74.5		53.9		6.8		11.7		10.8		26.3		26.3		53.8		30.2		16.6		8.8		4.9		7.8		2.0		0.9		2.0

				



		問8ー1 トイ		回答結果（％）　【n=1,303】 カイトウ ケッカ

								している		現在検討中		していない		無回答

				  全  体				67.8		21.5		8.1		2.6

				業種		農業・林業・漁業		52.1		10.4		37.5		0.0

						鉱業		100.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		73.1		17.2		5.6		4.1

						製造業		72.7		18.8		5.2		3.3

						電気・ガス・熱供給業・水道業		86.4		6.8		6.8		0.0

						情報通信業		67.6		23.9		7.1		1.4

						運輸業・郵便業		62.4		19.9		12.9		4.9

						卸売業		68.1		20.3		9.8		1.9

						小売業		59.2		29.6		8.9		2.3

						金融・保険業		85.3		8.9		3.2		2.5

						不動産業・物品賃貸業		62.4		20.8		14.3		2.5

						学術研究、専門・技術サービス業		70.4		20.1		6.6		2.9

						宿泊業、飲食サービス業		41.8		37.3		13.7		7.2

						生活関連サービス業、娯楽業		54.5		23.1		22.4		0.0

						教育・学習支援業		58.8		41.2		0.0		0.0

						医療、福祉		57.7		42.3		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		60.3		28.8		9.7		1.2

				



		問9 トイ		回答結果（％）　【n=1,683】 カイトウ ケッカ

								従業員や、店舗内等にいる顧客の安全を守る		供給責任を果たし、顧客からの信用を守る		自社・グループ企業内の経営を維持する		取引先との関係性を維持する		取引先等を支援する		従業員の雇用を守る		地域経済の活力を守る		地域の復旧に貢献する		その他		無回答

				  全  体				95.9		66.9		66.0		44.2		28.3		54.2		20.9		37.4		1.0		0.4

				業種		農業・林業・漁業		100.0		77.5		100.0		52.9		59.8		100.0		40.2		40.2		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		92.0		60.4		68.5		51.0		50.2		50.2		24.3		64.7		0.0		2.5

						製造業		96.2		84.5		71.0		53.7		32.2		60.9		23.7		38.9		0.7		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		89.2		78.7		49.8		20.3		11.8		23.5		14.0		47.6		3.2		2.2

						情報通信業		92.4		75.6		62.3		39.0		12.1		38.7		16.4		34.5		1.1		0.0

						運輸業・郵便業		100.0		62.9		64.3		39.4		20.2		44.5		29.7		39.3		0.0		0.0

						卸売業		96.6		71.5		67.1		53.6		40.3		54.6		15.3		31.4		0.5		0.0

						小売業		98.6		57.9		61.7		34.1		22.4		63.0		22.3		44.2		1.0		0.0

						金融・保険業		96.6		74.4		73.3		50.3		34.5		37.9		24.3		29.8		3.1		0.0

						不動産業・物品賃貸業		96.8		47.7		63.1		39.8		22.7		45.0		26.1		42.7		2.0		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		93.3		62.2		78.2		42.2		31.4		55.9		22.0		42.6		2.4		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		97.3		46.2		51.2		36.1		19.6		68.9		24.2		40.2		0.0		2.7

						生活関連サービス業、娯楽業		95.1		35.8		54.6		21.5		11.7		50.2		18.8		28.5		0.0		2.4

						教育・学習支援業		100.0		50.5		49.5		23.3		13.6		72.8		0.0		19.4		0.0		0.0

						医療、福祉		100.0		45.1		42.5		18.3		7.0		40.9		14.0		26.1		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		96.0		52.1		61.6		45.0		29.5		57.7		14.7		21.5		1.0		1.0

				



		問10 トイ		回答結果（％）　【n=1,683】 カイトウ ケッカ

								実施している		現在検討中		実施していない		無回答

				  全  体				68.7		25.9		5.1		0.4

				業種		農業・林業・漁業		42.2		40.2		17.6		0.0

						鉱業		100.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		76.5		23.5		0.0		0.0

						製造業		73.7		23.4		2.9		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		84.1		9.5		6.4		0.0

						情報通信業		71.3		24.3		3.3		1.1

						運輸業・郵便業		75.4		19.3		5.3		0.0

						卸売業		63.0		28.0		9.0		0.0

						小売業		53.1		36.6		9.3		1.0

						金融・保険業		88.3		11.7		0.0		0.0

						不動産業・物品賃貸業		71.9		21.7		6.3		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		70.8		23.5		5.6		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		64.9		27.7		4.6		2.7

						生活関連サービス業、娯楽業		61.9		26.4		9.4		2.3

						教育・学習支援業		33.0		67.0		0.0		0.0

						医療、福祉		56.5		43.5		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		67.6		27.5		5.0		0.0

				



		問10ー1 トイ		回答結果（％）　【n=1,173】 カイトウ ケッカ

								対応マニュアルや携行資料の作成		集合研修・会議の開催		eラーニング教育の実施		訓練の実施		その他		無回答

				  全  体				82.2		34.0		18.4		84.6		1.4		0.2

				業種		農業・林業・漁業		58.1		0.0		0.0		41.9		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0

						建設業		90.5		26.2		8.2		83.0		0.0		0.0

						製造業		83.9		38.4		17.6		89.8		1.3		0.3

						電気・ガス・熱供給業・水道業		89.8		46.7		44.1		96.2		0.0		3.8

						情報通信業		77.8		18.5		25.5		82.4		0.0		0.0

						運輸業・郵便業		76.5		32.0		16.0		88.9		1.8		0.0

						卸売業		80.2		31.9		17.4		81.2		1.5		0.0

						小売業		81.4		28.8		13.5		77.8		2.7		0.9

						金融・保険業		92.4		41.6		29.8		85.8		0.8		0.0

						不動産業・物品賃貸業		74.0		46.3		10.8		82.0		5.7		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		87.3		32.1		24.4		82.5		1.0		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		78.1		31.8		10.6		78.1		0.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		80.9		19.4		7.9		68.8		0.0		0.0

						教育・学習支援業		100.0		29.4		29.4		70.6		0.0		0.0

						医療、福祉		93.8		33.8		12.4		69.0		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		75.5		43.6		20.4		94.1		1.5		0.0

				



		問11 トイ		回答結果（％）　【n=1,173】 カイトウ ケッカ

								自社従業員への取組の浸透		関係先への取組の浸透		経営層の関与		予算の確保		取組時間・人員の確保 ジカン		公的機関との関係		その他		無回答

				  全  体				88.2		21.5		18.4		27.0		52.8		13.2		1.1		0.9

				業種		農業・林業・漁業		100.0		0.0		58.1		0.0		58.1		0.0		0.0		0.0

						鉱業		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		85.6		40.0		13.8		23.2		56.4		20.8		1.6		0.0

						製造業		87.0		25.4		19.7		30.1		55.5		11.6		1.0		1.6

						電気・ガス・熱供給業・水道業		77.0		25.7		18.1		30.9		55.1		29.8		0.0		9.0

						情報通信業		90.8		11.6		14.7		22.7		50.8		6.2		1.5		0.0

						運輸業・郵便業		86.7		23.1		12.6		28.8		53.7		24.9		2.2		0.0

						卸売業		93.3		26.8		20.1		22.4		41.2		9.7		0.0		0.7

						小売業		89.3		13.6		16.4		30.5		53.8		12.6		1.8		0.9

						金融・保険業		89.2		19.3		20.9		23.7		52.9		10.6		1.8		0.0

						不動産業・物品賃貸業		88.6		36.5		18.8		22.4		46.1		18.5		1.5		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		86.0		14.0		24.1		26.1		56.2		12.4		1.9		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		78.8		17.6		18.3		45.1		65.6		21.2		0.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		80.9		11.3		22.7		33.7		57.3		19.2		0.0		0.0

						教育・学習支援業		100.0		29.4		58.8		29.4		70.6		29.4		0.0		0.0

						医療、福祉		71.0		6.2		18.6		38.5		56.6		40.0		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		95.6		14.4		10.1		19.1		52.5		4.4		0.0		1.5

				



		問12 トイ												　　　回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								策定済み
である		策定中
である		策定を予定している（検討中含む）		予定はない		事業継続計画（BCP）とは何かを知らなかった		その他		無回答

				  全  体				50.5		11.2		19.5		11.8		5.3		1.6		0.0

				業種		農業・林業・漁業		24.5		1.0		18.6		18.6		37.3		0.0		0.0

						鉱業		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		63.4		4.6		16.9		4.3		7.2		3.6		0.0

						製造業		58.3		11.6		16.6		9.1		3.7		0.6		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		49.8		15.5		11.6		23.2		0.0		0.0		0.0

						情報通信業		53.8		12.3		25.1		2.6		2.6		3.5		0.0

						運輸業・郵便業		66.2		6.8		15.0		9.1		1.1		1.8		0.0

						卸売業		42.8		13.6		24.1		13.3		4.8		1.4		0.0

						小売業		34.7		11.2		25.4		13.4		12.8		2.6		0.0

						金融・保険業		76.6		2.6		9.2		5.8		1.2		4.6		0.0

						不動産業・物品賃貸業		43.7		10.2		12.0		24.5		7.5		2.1		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		50.0		14.8		22.5		10.0		2.4		0.3		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		27.2		5.4		36.4		17.9		13.0		0.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		23.4		10.9		19.4		38.2		6.5		1.6		0.0

						教育・学習支援業		18.9		0.0		38.0		30.5		12.7		0.0		0.0

						医療、福祉		41.3		36.1		10.2		9.0		3.4		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		56.7		13.2		16.9		6.5		5.9		0.9		0.0

				



		問13 トイ		回答結果（％）　【n=1,550】 カイトウ ケッカ

								取引先の要請		業界団体の要請		株主の要請		銀行・債権者の要請		親会社・グループ会社の要請		経営陣の指示		リスクマネジメントの一環として		コンサルティング企業からの勧め		過去の災害、事故の経験		耐震診断の実施結果から ジッシ ケッカ		企業の社会的責任の観点から		企業イメージ向上のため		法令による優遇措置、入札条件があったから		国や自治体、業界団体のガイドライン等を見て ナド		国や自治体、NPO、業界団体等が主催する講習会・セミナーを受講して ナド		新聞、雑誌、書籍等を見て ナド		その他		無回答

				  全  体				4.5		2.3		1.0		0.2		17.4		6.9		36.2		0.1		11.7		0.0		10.9		0.2		0.5		1.8		0.4		0.2		1.1		4.6

				業種		農業・林業・漁業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		27.3		27.3		0.0		37.9		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		7.6		0.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		2.6		4.8		0.0		0.0		8.5		5.1		26.2		0.0		14.2		0.0		18.1		0.0		5.8		5.8		0.0		1.3		3.4		4.0

						製造業		10.2		0.8		0.7		0.0		20.2		6.8		31.3		0.0		12.6		0.0		10.6		0.5		0.0		0.0		0.0		0.0		0.5		5.9

						電気・ガス・熱供給業・水道業		0.0		2.5		0.0		0.0		24.4		0.0		18.2		0.0		10.9		0.0		28.7		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		5.1		10.2

						情報通信業		1.4		1.1		1.1		0.0		15.3		8.2		43.1		0.0		6.8		0.0		18.4		0.0		0.0		0.0		0.0		1.1		2.3		1.1

						運輸業・郵便業		2.8		7.1		1.4		0.0		16.2		5.8		35.6		0.0		10.3		0.0		10.8		0.0		0.0		5.8		0.0		0.0		2.8		1.4

						卸売業		5.6		2.0		1.0		0.0		18.4		12.7		38.8		0.0		9.6		0.0		8.2		0.0		0.0		1.0		0.0		0.0		0.0		2.6

						小売業		1.8		2.3		1.8		0.0		20.1		5.9		38.9		0.0		14.4		0.0		4.8		0.0		0.6		0.6		1.2		0.0		0.6		7.0

						金融・保険業		0.0		8.5		0.8		0.0		11.8		5.4		42.3		0.0		10.4		0.0		14.1		1.7		0.0		2.5		0.0		0.0		0.9		1.7

						不動産業・物品賃貸業		0.0		1.3		3.8		0.0		8.6		2.5		52.9		0.0		14.0		0.0		9.9		0.0		0.0		2.5		0.0		0.0		0.0		4.7

						学術研究、専門・技術サービス業		3.3		0.9		1.7		0.0		11.0		4.6		42.1		0.9		15.5		0.0		15.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		2.6		2.4

						宿泊業、飲食サービス業		0.0		2.8		0.0		2.8		23.3		0.0		33.2		0.0		17.6		0.0		5.5		0.0		2.8		6.5		0.0		0.0		0.0		5.5

						生活関連サービス業、娯楽業		3.2		3.2		0.0		3.0		31.2		6.2		28.0		0.0		12.8		0.0		3.0		0.0		0.0		3.2		0.0		0.0		3.0		3.2

						教育・学習支援業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		31.6		18.4		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		18.4		0.0		0.0		31.6

						医療、福祉		0.0		12.1		0.0		0.0		3.8		11.3		25.1		0.0		3.8		0.0		9.2		0.0		3.8		18.8		3.8		0.0		3.8		4.6

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		5.1		0.0		0.0		0.0		23.8		5.2		36.4		0.0		7.9		0.0		11.2		0.0		1.0		1.0		0.0		1.0		0.0		7.3



				



		問14 トイ		回答結果（％）　【n=1,034】 カイトウ ケッカ

								従業員の安全確保		災害対応チーム創設		水、食料等の備蓄		非常用電源・通信設備等の準備		重要業務の決定		目標復旧時間の設定		企業・組織の中枢機能の確保		意思決定者の設定等指揮命令系統		サプライチェーン維持のための方策		二次災害防止対策		情報及び情報システムの維持		資金確保		その他		無回答

				  全  体				95.9		82.4		78.6		64.0		72.4		52.1		57.9		74.9		31.2		31.3		59.7		25.0		1.2		0.1

				業種		農業・林業・漁業		100.0		0.0		58.1		58.1		0.0		0.0		100.0		100.0		0.0		58.1		41.9		0.0		41.9		0.0

						鉱業		100.0		100.0		100.0		0.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		98.3		89.7		92.5		83.2		76.9		63.9		68.0		81.1		39.1		65.2		77.0		28.6		0.0		0.0

						製造業		96.5		85.2		79.1		68.8		75.2		63.2		58.2		78.6		53.2		38.1		58.5		28.5		1.0		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		100.0		85.3		90.2		75.6		96.6		53.6		75.6		75.6		31.7		48.7		61.9		33.6		0.0		0.0

						情報通信業		96.5		85.5		87.3		71.8		69.2		39.6		43.3		66.2		10.6		16.0		55.9		7.1		0.0		0.0

						運輸業・郵便業		100.0		80.3		75.2		64.5		78.4		53.7		62.1		75.5		23.1		27.0		62.0		36.6		1.9		0.0

						卸売業		97.3		88.1		80.9		58.2		72.7		51.0		62.8		70.9		43.0		27.1		61.9		19.7		2.7		0.0

						小売業		97.7		72.0		80.0		54.4		60.0		35.6		60.2		68.3		19.9		27.0		46.1		24.7		0.0		1.2

						金融・保険業		90.8		77.7		72.6		74.3		85.1		64.8		62.6		86.0		16.4		24.0		74.1		34.4		1.7		0.0

						不動産業・物品賃貸業		93.2		70.1		72.2		61.5		70.8		40.3		44.9		76.0		9.8		33.7		50.6		29.5		3.3		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		97.6		87.9		73.7		53.8		73.6		45.0		61.0		75.0		17.4		20.1		68.5		24.6		0.0		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		80.0		73.7		57.5		38.8		60.0		33.7		60.0		47.5		32.5		28.7		32.5		12.5		7.5		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		85.9		49.9		49.9		42.6		71.3		35.3		50.0		49.9		14.6		14.6		50.5		35.4		0.0		0.0

						教育・学習支援業		100.0		70.6		70.6		29.4		70.6		70.6		29.4		70.6		29.4		41.2		100.0		41.2		0.0		0.0

						医療、福祉		100.0		81.6		100.0		92.5		72.5		57.5		31.6		81.6		25.7		24.1		48.2		9.1		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		95.4		87.3		78.0		54.3		57.3		41.6		55.5		76.0		9.7		26.6		55.7		19.2		0.0		0.0



				



		問15 トイ		回答結果（％）　【n=1,034】 カイトウ ケッカ

								毎年必ず見直している		毎年ではないが定期的に見直している		見直したことはある（不定期）		見直していない		その他		無回答

				  全  体				35.3		35.3		23.8		4.8		0.9		0.0

				業種		農業・林業・漁業		58.1		0.0		41.9		0.0		0.0		0.0

						鉱業		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		47.6		40.7		7.6		2.7		1.4		0.0

						製造業		37.6		37.8		19.2		4.6		0.7		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		30.2		40.0		24.9		4.9		0.0		0.0

						情報通信業		40.1		25.1		29.1		4.0		1.8		0.0

						運輸業・郵便業		23.2		34.4		29.3		13.1		0.0		0.0

						卸売業		35.0		28.6		31.0		3.6		1.9		0.0

						小売業		21.4		39.7		31.9		7.0		0.0		0.0

						金融・保険業		45.0		40.7		11.6		1.9		0.8		0.0

						不動産業・物品賃貸業		21.6		34.8		38.3		3.5		1.7		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		35.8		35.4		23.4		5.3		0.0		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		12.5		60.0		20.0		7.5		0.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		14.6		42.2		35.9		7.3		0.0		0.0

						教育・学習支援業		29.4		29.4		41.2		0.0		0.0		0.0

						医療、福祉		62.5		22.5		7.5		7.5		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		38.0		28.7		26.9		4.8		1.6		0.0



				



		問16 トイ		回答結果（％）　【n=1,034】 カイトウ ケッカ

								1種類の災害を対象としている		2～3種類の災害を対象としている		4種類以上の災害を対象としている		災害を特定せず、災害から生じる結果（インフラの途絶等）への対応策を対象としている		その他		無回答

				  全  体				11.9		43.4		26.8		17.2		0.4		0.3

				業種		農業・林業・漁業		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						鉱業		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		15.2		54.1		22.4		8.3		0.0		0.0

						製造業		14.2		39.8		30.7		14.6		0.4		0.4

						電気・ガス・熱供給業・水道業		9.8		24.9		37.0		24.9		3.4		0.0

						情報通信業		7.5		50.6		15.0		26.9		0.0		0.0

						運輸業・郵便業		13.1		39.8		26.8		20.3		0.0		0.0

						卸売業		14.3		48.9		18.7		18.1		0.0		0.0

						小売業		8.3		47.2		27.1		16.3		0.0		1.2

						金融・保険業		3.7		38.5		35.3		21.7		0.8		0.0

						不動産業・物品賃貸業		15.8		51.6		14.9		17.8		0.0		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		11.2		37.5		30.0		21.3		0.0		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		13.7		27.5		32.5		13.7		6.3		6.3

						生活関連サービス業、娯楽業		14.0		21.9		28.6		35.6		0.0		0.0

						教育・学習支援業		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						医療、福祉		0.0		66.6		33.4		0.0		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		11.1		42.6		33.5		12.7		0.0		0.0



				



		問17 トイ		回答結果（％）　【n=847】 カイトウ ケッカ

								地震		津波		洪水（津波以外）		土砂災害		風害		雪害		感染症（新型インフルエンザ、新型コロナ等）		火災・爆発		大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク		テロ・紛争（国内外）		他国からのミサイル攻撃		その他		無回答

				  全  体				98.9		42.3		51.1		16.9		28.5		17.0		63.8		45.0		6.6		12.5		6.3		7.3		0.0

				業種		農業・林業・漁業		100.0		0.0		41.9		0.0		0.0		58.1		100.0		41.9		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						鉱業		100.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		100.0		45.1		55.3		14.7		28.2		15.4		45.9		25.6		1.5		6.4		4.6		1.5		0.0

						製造業		99.5		33.0		47.4		16.7		32.0		15.6		61.5		56.4		11.7		9.1		4.3		9.0		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		86.4		51.7		58.5		40.1		51.7		37.4		74.8		53.7		27.9		28.5		23.8		4.8		0.0

						情報通信業		100.0		40.5		49.4		12.7		18.1		5.4		62.7		23.0		10.3		15.1		9.7		2.4		0.0

						運輸業・郵便業		95.4		54.6		35.2		11.8		28.8		24.1		74.1		38.2		7.0		14.1		7.2		19.0		0.0

						卸売業		100.0		39.5		42.7		12.1		18.6		14.2		62.8		44.0		1.1		9.9		1.1		4.3		0.0

						小売業		97.2		47.2		67.0		21.5		33.2		18.7		57.0		45.4		1.4		5.7		4.4		4.2		0.0

						金融・保険業		100.0		50.3		53.8		27.8		42.3		27.0		82.5		56.7		5.7		28.1		13.4		17.6		0.0

						不動産業・物品賃貸業		97.9		26.8		48.1		21.1		25.6		17.3		62.5		32.4		0.0		10.1		4.0		4.0		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		98.3		46.4		61.3		17.3		27.1		15.7		66.3		39.6		9.4		19.1		9.8		11.5		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		100.0		64.4		54.2		17.0		8.5		18.6		54.2		45.8		0.0		10.2		10.2		0.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		100.0		67.0		45.3		11.3		11.3		11.3		66.0		54.7		0.0		22.6		0.0		0.0		0.0

						教育・学習支援業		100.0		70.6		70.6		29.4		29.4		29.4		100.0		58.8		0.0		0.0		29.4		0.0		0.0

						医療、福祉		100.0		53.4		75.9		25.9		18.4		18.4		92.5		33.4		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		98.2		51.0		53.2		10.7		32.9		18.3		62.0		43.7		3.5		18.3		9.1		5.4		0.0



				



		問18 トイ		回答結果（％）　【n=851】 カイトウ ケッカ

								直近において増やした		現在増やしている最中である		今後増やす予定であるが、まだ取り組んでいない		増やす予定はない		その他		無回答

				  全  体				8.9		6.5		28.0		51.6		4.7		0.3

				業種		農業・林業・漁業		0.0		0.0		41.9		58.1		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0

						建設業		7.9		6.0		30.1		49.9		6.0		0.0

						製造業		11.9		9.4		32.3		42.8		3.6		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		0.0		0.0		24.7		70.8		4.5		0.0

						情報通信業		2.4		2.4		19.3		75.9		0.0		0.0

						運輸業・郵便業		7.6		4.8		35.7		47.2		4.7		0.0

						卸売業		4.4		4.3		30.0		54.7		5.6		1.1

						小売業		8.5		2.9		32.9		52.7		2.9		0.0

						金融・保険業		10.0		3.4		20.5		57.2		9.0		0.0

						不動産業・物品賃貸業		10.6		13.1		18.3		56.1		1.9		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		9.8		7.4		24.4		51.9		6.6		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		9.4		17.2		34.4		31.3		7.8		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		22.6		0.0		67.0		10.4		0.0		0.0

						教育・学習支援業		29.4		0.0		29.4		41.2		0.0		0.0

						医療、福祉		7.5		10.9		16.6		65.0		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		7.0		5.5		18.1		56.7		10.9		1.9



				



		問19 トイ		回答結果（％）　【n=367】 カイトウ ケッカ

								地震		津波		洪水（津波以外）		土砂災害		風害		雪害		感染症（新型インフルエンザ、新型コロナ等）		火災・爆発		大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク		テロ・紛争（国内外）		他国からのミサイル攻撃		その他		無回答

				  全  体				5.5		13.9		22.3		6.9		7.7		6.2		40.9		13.8		8.7		15.4		7.4		18.1		4.8

				業種		農業・林業・漁業		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		0.0		21.3		18.8		10.3		10.3		3.4		63.3		18.0		3.4		3.3		8.5		3.4		4.2

						製造業		4.6		9.0		25.0		4.3		5.9		6.3		40.1		19.7		10.6		11.8		3.8		19.1		4.9

						電気・ガス・熱供給業・水道業		0.0		26.4		26.4		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		73.6		55.2		55.2		0.0		0.0

						情報通信業		9.9		10.1		0.0		0.0		0.0		0.0		50.1		0.0		0.0		9.9		10.1		40.0		0.0

						運輸業・郵便業		0.0		20.5		20.5		0.0		9.6		0.0		30.2		0.0		14.6		24.5		9.8		24.5		10.0

						卸売業		5.6		22.7		22.8		8.7		0.0		8.8		39.9		8.7		8.7		20.4		5.8		11.4		2.8

						小売業		6.5		12.9		29.3		3.2		22.6		9.7		42.0		9.9		6.5		22.8		16.2		12.9		6.3

						金融・保険業		3.6		17.0		23.0		12.7		13.9		3.2		43.3		10.3		9.9		3.6		6.3		19.4		7.1

						不動産業・物品賃貸業		15.1		9.5		14.0		4.5		14.5		0.0		51.3		10.1		0.0		15.1		0.0		23.5		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		19.9		19.9		18.3		19.0		6.8		6.8		42.6		15.2		10.9		25.8		17.7		23.0		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		0.0		12.8		43.6		15.4		15.4		15.4		58.9		15.4		0.0		0.0		0.0		28.2		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		0.0		25.3		12.6		0.0		0.0		12.6		37.9		12.6		0.0		24.2		0.0		0.0		12.6

						教育・学習支援業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		50.0		0.0		50.0

						医療、福祉		0.0		31.2		26.0		21.4		21.4		21.4		0.0		57.2		0.0		52.6		21.4		21.4		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		0.0		6.1		24.2		6.1		0.0		0.0		30.1		6.1		12.0		18.2		0.0		22.3		5.4



				



		問20 トイ		回答結果（％）　【n=1,034】 カイトウ ケッカ

								法令、規制等の順守義務との整合が難しい キセイ		BCPに対する経営層の意識が低い		BCPに対する現場の意識が低い		部署間の連携が難しい		サプライチェーン内での調整が難しい		同業他社との相互協力関係の構築が難しい キョウリョク コウチク		策定の費用の確保が難しい		代替オフィス等の対策費用が高い ナド		税制優遇措置等の財務手当支援が不十分 ナド		策定する人手を確保できない		重要業務の絞込みが難しい		バックアップシステムの構築が難しい		策定に必要なスキル・ノウハウがない		BCPに関する地方自治体の相談窓口がわからない		BCPに関するコンサルティング企業等の相談窓口がわからない		ガイドライン等に自組織の業種に即した例示がない		BCPの内容に関する情報が不足している		民間のBCP支援サービスが不十分		その他		無回答

				  全  体				15.4		6.0		30.0		36.2		16.9		10.1		11.0		12.6		3.0		31.3		17.3		22.5		21.5		1.6		1.0		4.3		11.4		1.3		6.8		0.7

				業種		農業・林業・漁業		0.0		41.9		100.0		100.0		0.0		0.0		41.9		41.9		41.9		41.9		58.1		0.0		100.0		0.0		0.0		41.9		41.9		0.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		18.6		6.2		28.6		35.6		13.5		12.9		7.6		16.2		4.4		33.7		17.2		14.9		22.1		1.3		1.4		1.7		10.9		1.3		10.3		0.0

						製造業		13.9		7.4		28.2		39.8		30.2		15.1		16.8		12.6		3.9		39.8		18.3		25.1		23.1		2.4		1.8		2.7		10.9		2.1		5.4		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		20.0		0.0		3.4		6.8		0.0		18.1		4.9		3.4		4.9		27.9		16.6		14.7		18.1		0.0		10.2		0.0		4.9		3.4		10.2		3.4

						情報通信業		18.5		2.2		24.7		33.1		8.0		9.2		12.3		10.5		0.0		29.1		16.4		19.3		20.3		0.0		0.0		1.8		13.2		1.7		12.8		3.5

						運輸業・郵便業		17.0		1.9		24.9		49.2		11.8		7.6		11.2		5.7		0.0		31.8		13.2		15.0		20.6		0.0		0.0		9.5		13.5		1.9		11.7		0.0

						卸売業		11.7		1.8		35.2		32.1		28.6		9.0		7.2		12.6		1.8		26.9		16.1		18.1		22.5		1.9		0.9		4.5		8.1		1.9		3.7		1.0

						小売業		17.8		13.1		52.9		32.9		18.7		9.4		8.2		8.2		4.9		30.5		14.1		15.4		23.7		1.2		0.0		2.3		14.3		0.0		1.2		1.2

						金融・保険業		10.6		4.4		22.7		35.5		2.5		6.2		8.0		20.7		1.9		21.1		21.0		29.0		12.7		0.9		0.8		2.6		7.1		0.8		9.9		0.0

						不動産業・物品賃貸業		17.9		3.1		28.9		35.9		6.4		4.8		1.5		8.1		0.0		39.0		20.8		35.5		27.0		0.0		0.0		11.0		13.3		0.0		5.2		1.5

						学術研究、専門・技術サービス業		14.3		8.8		28.8		41.6		8.8		7.1		7.5		12.5		1.1		26.9		13.5		20.6		14.5		2.5		1.1		2.7		11.8		0.0		8.8		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		33.7		0.0		21.2		13.7		12.5		15.0		20.0		7.5		13.7		26.3		13.7		20.0		13.7		0.0		0.0		7.5		15.0		0.0		0.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		28.7		0.0		14.6		14.6		0.0		0.0		7.3		20.7		0.0		43.8		0.0		28.6		28.6		7.3		0.0		7.3		14.6		0.0		14.1		0.0

						教育・学習支援業		29.4		0.0		70.6		58.8		29.4		0.0		29.4		58.8		0.0		29.4		41.2		58.8		0.0		0.0		0.0		29.4		0.0		0.0		0.0		0.0

						医療、福祉		7.5		7.5		48.4		50.0		0.0		7.5		15.0		0.0		7.5		15.0		35.0		16.6		35.0		0.0		0.0		24.1		30.0		7.5		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		14.4		9.7		28.7		36.3		4.7		6.3		7.9		11.2		3.2		19.4		18.5		26.9		24.0		1.6		0.0		4.8		11.1		0.0		8.0		1.6



				



		問21 トイ		回答結果（％）　【n=1,034】 カイトウ ケッカ

								顧客		仕入先		外部委託事業者		保守業者		派遣会社		ビル管理会社		同業他社 ドウギョウ タシャ		加盟業界団体		地域組織（消防団、町会など）		地方公共団体		自組織及び自組織のグループ会社 オヨ		その他		無回答

				  全  体				73.9		50.8		45.1		25.6		12.9		21.4		10.2		13.2		12.5		19.0		51.7		2.3		0.4

				業種		農業・林業・漁業		58.1		58.1		58.1		58.1		58.1		0.0		58.1		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0

						建設業		72.9		63.6		30.4		14.3		11.1		17.0		19.3		40.7		28.0		37.6		39.7		1.3		0.0

						製造業		80.1		78.6		47.9		27.9		13.6		15.4		7.1		8.4		17.3		18.5		56.3		1.3		0.4

						電気・ガス・熱供給業・水道業		49.8		36.6		43.0		38.1		0.0		6.8		32.1		28.7		24.9		58.5		75.6		3.4		0.0

						情報通信業		67.0		30.5		52.4		26.4		29.1		23.8		14.1		12.3		1.7		18.0		54.2		0.0		0.0

						運輸業・郵便業		61.1		34.8		47.5		30.9		13.8		15.1		24.4		16.9		11.4		37.6		50.9		3.8		0.0

						卸売業		75.8		70.9		44.9		23.5		11.7		23.1		6.3		5.3		8.0		9.8		50.5		3.6		0.0

						小売業		77.8		55.3		34.2		17.8		7.1		9.5		9.4		15.0		15.3		21.1		40.1		0.0		1.2

						金融・保険業		76.4		6.5		67.8		35.8		10.7		39.0		10.4		27.2		1.7		10.1		55.7		7.1		0.0

						不動産業・物品賃貸業		81.8		32.9		45.2		38.7		4.6		34.8		11.0		10.3		11.4		14.9		44.0		3.3		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		64.6		33.8		36.5		18.4		11.0		25.8		7.2		18.7		14.7		20.4		60.3		5.4		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		53.7		53.7		32.5		27.5		6.3		21.2		13.7		6.3		6.3		6.3		26.3		0.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		78.6		29.2		21.9		14.6		7.3		21.3		0.0		7.3		7.3		14.1		35.4		0.0		0.0

						教育・学習支援業		100.0		70.6		29.4		29.4		29.4		29.4		29.4		0.0		0.0		0.0		29.4		0.0		0.0

						医療、福祉		92.5		24.1		33.2		33.2		0.0		16.6		0.0		0.0		18.4		36.8		50.0		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		69.7		20.8		45.9		17.4		17.6		31.6		8.0		8.0		9.7		16.0		49.3		1.6		3.2



				



		問22 トイ		回答結果（％）　【n=174】 カイトウ ケッカ

								法令等による規定・規制がない キセイ		国や地方自治体の入札要件にない ヨウケン		優遇措置がない		業界団体の要請がない		親会社・グループ会社の要請がない		株主の要請がない		金融機関からの要請がない		取引先や顧客からの要請がない		策定に必要なスキルやノウハウがない		策定費用が確保できない		策定する人材が確保できない		BCPは重要と考えていない		国、地方自治体、業界団体のガイドライン等が自組織に即していない		策定に際して適切な相談ができる先・関係者がわからない		過去に災害、事故の経験等がない ナド		策定後の効果が不明		その他		無回答

				  全  体				18.7		3.3		5.8		4.3		19.0		7.6		4.7		8.3		37.2		15.6		43.8		8.0		2.1		14.4		11.8		22.1		9.6		0.4

				業種		農業・林業・漁業		0.0		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		0.0		0.0		0.0		0.0		35.9		0.0		0.0		35.9		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		64.1		0.0

						製造業		14.9		0.0		3.9		7.9		30.9		3.9		3.9		11.8		30.9		11.6		46.0		7.7		0.0		11.6		23.4		23.2		3.9		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		50.0		16.7		66.7		0.0		0.0		16.7		16.7		0.0		16.7		16.7

						情報通信業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		31.1		0.0		31.1		0.0		38.4		30.5		0.0		0.0		0.0		0.0

						運輸業・郵便業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		60.0		20.0		80.0		0.0		0.0		20.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						卸売業		34.5		8.7		13.0		4.3		22.1		8.7		8.5		13.0		34.9		21.7		56.4		17.2		8.7		21.9		8.7		26.6		4.5		0.0

						小売業		19.5		3.2		0.0		3.2		12.9		3.2		3.2		9.7		35.4		16.1		38.6		9.7		0.0		12.9		6.4		16.1		12.9		0.0

						金融・保険業		20.0		0.0		0.0		0.0		20.0		0.0		0.0		0.0		20.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		20.0		20.0		0.0		0.0

						不動産業・物品賃貸業		8.7		0.0		0.0		0.0		13.0		4.3		4.3		4.3		26.1		13.0		21.7		4.3		0.0		13.0		17.4		30.4		21.7		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		24.6		0.0		0.0		0.0		16.4		17.0		8.8		8.8		23.9		17.6		65.5		8.8		0.0		0.0		8.8		17.0		17.6		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		25.7		15.9		11.7		11.7		39.3		15.9		0.0		15.9		53.3		11.7		53.3		0.0		0.0		11.7		0.0		11.7		0.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		26.7		0.0		21.3		5.1		20.9		20.6		10.5		5.4		52.7		31.8		42.3		15.6		0.0		10.5		10.1		37.2		5.4		0.0

						教育・学習支援業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		50.0		0.0		0.0		50.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						医療、福祉		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		54.8		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		20.2		19.9		0.0		20.2		0.0		0.0		0.0		0.0		39.7		0.0		19.9		0.0		0.0		40.1		39.7		59.9		0.0		0.0



				



		問23 トイ		回答結果（％）　【n=174】 カイトウ ケッカ

								法令等の規定・規制 キセイ		国や地方自治体の入札要件化		業界団体の要請		親会社・グループ会社の要請		株主の要請		金融機関からの要請		取引先や顧客からの要請		企業イメージ向上につながる		策定にかかった経費への優遇措置（BCPローン、格付融資等)の存在		策定する人材の確保		経営層の判断や指示		国、地方自治体、業界団体のガイドライン等の充実		講習会・セミナー・ホームページ等における策定効果の情報入手		相談しやすい窓口の確保		自社の災害、事故の経験等からの必要性 ナド		取引先企業の被災による影響等からの必要性 トリヒキ サキ キギョウ ヒサイ エイキョウ ナド ヒツヨウセイ		その他		無回答

				  全  体				42.0		4.3		7.0		27.6		13.9		7.2		10.1		3.2		9.1		39.2		27.9		12.4		7.8		15.2		11.7		4.0		4.5		2.1

				業種		農業・林業・漁業		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		35.9		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0		28.3		0.0		0.0		35.9		28.3		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						製造業		45.4		7.9		15.8		42.1		15.2		3.9		26.8		3.9		3.9		34.6		18.9		11.8		7.9		3.9		11.8		7.9		0.0		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		0.0		0.0		0.0		16.7		33.3		0.0		0.0		0.0		0.0		66.7		33.3		16.7		33.3		16.7		0.0		0.0		16.7		16.7

						情報通信業		30.5		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		69.5		0.0		0.0		0.0		30.5		0.0		0.0		0.0

						運輸業・郵便業		20.0		0.0		0.0		20.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		80.0		0.0		0.0		0.0		20.0		20.0		0.0		0.0		0.0

						卸売業		47.7		4.5		13.0		35.1		13.2		8.7		17.2		0.0		17.0		51.9		38.7		17.4		0.0		17.4		8.7		4.3		8.5		0.0

						小売業		45.3		6.6		3.2		12.9		6.4		6.4		6.4		3.2		6.4		35.4		38.8		22.5		19.3		19.3		12.9		3.2		6.4		3.2

						金融・保険業		60.0		0.0		20.0		40.0		20.0		0.0		0.0		0.0		0.0		60.0		0.0		0.0		0.0		20.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						不動産業・物品賃貸業		39.1		0.0		0.0		17.4		13.0		4.3		8.7		0.0		4.3		30.4		13.0		21.7		0.0		8.7		0.0		0.0		17.4		4.3

						学術研究、専門・技術サービス業		16.4		0.0		0.0		42.7		23.9		15.7		0.0		8.8		17.0		40.3		23.9		17.0		8.2		25.8		8.2		0.0		0.0		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		49.0		11.7		0.0		51.0		27.6		23.4		0.0		11.7		14.0		64.9		27.6		0.0		0.0		11.7		15.9		15.9		0.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		53.0		5.4		15.6		25.9		15.6		10.5		10.5		5.4		16.2		36.8		41.5		5.4		10.8		5.4		21.3		5.4		0.0		0.0

						教育・学習支援業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		100.0		50.0		0.0		0.0		0.0

						医療、福祉		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		45.2		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		54.8

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		79.8		0.0		0.0		0.0		19.9		0.0		0.0		0.0		19.9		19.9		19.9		0.0		20.2		40.4		0.0		0.0		0.0		0.0



				



		問24 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								直接被害を受けた		間接被害を受けた		直接、間接被害の両方を受けた		被害を受けていない		不明		無回答

				  全  体				21.3		19.9		9.9		45.5		3.3		0.1

				業種		農業・林業・漁業		50.8		15.0		0.0		34.2		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0

						建設業		16.1		20.5		10.1		50.2		3.1		0.0

						製造業		25.0		19.5		11.2		41.3		3.0		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		40.6		8.1		9.2		39.1		3.0		0.0

						情報通信業		13.9		27.0		2.1		55.0		2.1		0.0

						運輸業・郵便業		33.6		25.8		12.1		25.9		2.6		0.0

						卸売業		18.7		23.5		11.6		42.2		4.0		0.0

						小売業		30.5		19.8		14.3		34.6		0.9		0.0

						金融・保険業		18.5		13.1		9.1		56.9		2.4		0.0

						不動産業・物品賃貸業		18.9		12.1		10.6		54.1		4.4		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		14.5		17.0		7.7		56.6		3.4		0.8

						宿泊業、飲食サービス業		14.6		18.6		12.9		43.3		10.5		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		25.6		21.6		10.9		39.9		1.9		0.0

						教育・学習支援業		20.7		12.1		23.3		44.0		0.0		0.0

						医療、福祉		15.0		10.8		3.4		64.2		6.7		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		11.9		24.9		3.7		56.8		2.8		0.0



				



		問25 トイ		回答結果（％）　【n=1,034】 カイトウ ケッカ

								とても役に立った		少しは役に立ったと思う		全く役に立たなかった		役に立ったか不明		その他		無回答

				  全  体				16.3		40.4		1.3		26.7		14.0		1.4

				業種		農業・林業・漁業		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0

						建設業		20.0		38.8		0.0		33.7		7.6		0.0

						製造業		15.1		45.1		2.4		20.8		15.2		1.4

						電気・ガス・熱供給業・水道業		45.8		27.9		0.0		13.2		13.2		0.0

						情報通信業		14.6		41.7		0.0		33.1		8.8		1.8

						運輸業・郵便業		9.5		45.1		3.8		24.3		17.3		0.0

						卸売業		12.7		41.3		1.8		24.2		17.1		2.8

						小売業		15.2		42.7		2.3		28.1		11.8		0.0

						金融・保険業		34.4		29.9		0.0		19.3		11.9		4.5

						不動産業・物品賃貸業		13.3		32.9		1.7		31.9		18.6		1.5

						学術研究、専門・技術サービス業		19.7		34.8		0.0		27.8		17.7		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		0.0		86.3		0.0		7.5		6.3		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		7.3		21.4		0.0		57.3		14.0		0.0

						教育・学習支援業		0.0		29.4		0.0		29.4		41.2		0.0

						医療、福祉		0.0		25.9		0.0		51.6		15.0		7.5

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		15.8		38.2		0.0		35.1		10.9		0.0



				



		問26 トイ		回答結果（％）　【n=14】 カイトウ ケッカ

								BCPの内容が不十分だった		BCPの内容が社内に浸透していなかった		BCPで想定した被害と異なる被害と遭遇		BCP実行の訓練が出来ていなかった		発生した災害、トラブルへの備えが出来ていなかった		その他		無回答

				  全  体				13.9		7.9		48.9		13.9		22.3		13.9		0.0

				業種		農業・林業・漁業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						製造業		13.6		0.0		43.2		13.6		43.2		13.6		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						情報通信業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						運輸業・郵便業		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						卸売業		0.0		52.3		47.7		0.0		0.0		0.0		0.0

						小売業		50.0		0.0		0.0		50.0		0.0		50.0		0.0

						金融・保険業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						不動産業・物品賃貸業		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						教育・学習支援業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						医療、福祉		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0



				



		問27 トイ		回答結果（％）　【n=946】 カイトウ ケッカ

								貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し		非常用発電機の購入		安否確認や相互連絡のための電子システム（含む災害用アプリ等）導入		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		社員とその家族の安全確保		防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入 トキ ユウセン		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		自社製品の輸送手段確保		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設 ソウセツ		BCP策定・見直し		その他		特になし		無回答

				  全  体				31.6		38.7		37.7		15.6		42.9		33.7		45.1		13.1		16.0		28.1		10.4		8.4		8.0		5.5		37.6		5.5		25.5		2.2		8.8		4.2

				業種		農業・林業・漁業		0.0		0.0		22.8		22.8		0.0		22.8		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		22.8		0.0		0.0		22.8		0.0		54.4

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		32.4		45.2		43.2		22.1		56.5		28.3		52.5		22.7		14.9		34.5		14.4		10.3		2.1		10.8		34.4		4.1		31.9		2.5		13.8		6.7

						製造業		35.0		40.7		36.3		18.1		48.1		39.6		43.9		15.7		20.9		30.7		16.9		7.4		13.7		2.7		41.9		6.0		30.5		2.4		9.7		2.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		75.7		61.8		49.5		39.1		73.7		53.1		51.0		45.9		44.3		58.2		23.2		26.8		18.0		36.0		55.1		18.0		47.4		5.2		0.0		0.0

						情報通信業		19.1		35.9		41.4		23.9		36.1		24.6		51.0		19.2		14.3		16.8		7.2		10.2		2.4		7.2		31.8		2.4		24.0		2.4		2.4		10.2

						運輸業・郵便業		20.5		28.8		37.6		18.8		35.8		27.7		32.3		7.4		16.5		24.7		3.7		5.6		7.4		7.4		35.5		4.1		17.0		4.0		9.5		6.0

						卸売業		25.5		34.1		35.8		8.8		38.8		26.4		46.2		8.8		12.7		24.5		11.3		10.4		8.8		2.4		30.2		3.3		22.3		3.2		10.6		6.4

						小売業		27.5		35.2		36.2		6.1		37.7		26.3		43.1		4.2		6.8		17.0		6.5		8.1		7.9		9.3		31.7		2.0		21.5		1.4		10.1		2.7

						金融・保険業		50.2		62.5		50.4		34.7		69.2		46.9		68.3		20.9		24.1		46.9		5.2		18.9		3.4		5.2		55.6		8.6		43.1		1.7		3.7		0.0

						不動産業・物品賃貸業		30.7		34.5		38.0		10.0		33.8		24.5		28.1		20.2		22.9		15.9		0.0		1.9		0.0		4.3		37.5		13.3		20.0		0.0		6.4		2.1

						学術研究、専門・技術サービス業		29.3		36.6		37.0		12.2		58.8		37.7		45.4		13.4		10.9		31.0		8.8		6.6		10.2		10.2		38.5		10.1		36.8		0.0		5.5		5.1

						宿泊業、飲食サービス業		41.2		45.6		23.7		19.3		18.4		68.4		49.1		14.0		13.2		50.0		8.8		4.4		8.8		0.0		49.1		8.8		14.0		0.0		8.8		4.4

						生活関連サービス業、娯楽業		34.2		31.4		34.4		9.6		31.4		21.8		36.9		0.0		24.3		19.0		12.4		6.2		0.0		0.0		21.8		3.0		3.2		0.0		15.6		6.2

						教育・学習支援業		15.4		36.9		41.5		20.0		15.4		21.5		36.9		0.0		0.0		36.9		0.0		0.0		0.0		20.0		36.9		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						医療、福祉		53.9		53.9		53.9		14.0		25.5		30.8		76.9		0.0		0.0		14.0		25.5		11.5		25.5		0.0		0.0		0.0		28.3		0.0		11.5		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		36.2		41.1		41.1		17.9		45.5		43.1		52.6		20.2		15.8		47.7		4.4		8.9		0.0		2.3		54.7		9.2		29.4		4.6		9.2		4.3



				



		問28 トイ		回答結果（％）　【n=946】 カイトウ ケッカ

								貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し		非常用発電機の購入		安否確認や相互連絡のための電子システム（含む災害用アプリ等）導入		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		社員とその家族の安全確保		防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入 トキ ユウセン		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		自社製品の輸送手段確保		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設 ソウセツ		BCP策定・見直し		その他		特になし		無回答

				  全  体				37.3		40.1		56.6		27.4		47.1		39.3		42.6		23.7		22.9		31.4		12.9		13.5		8.1		8.7		47.0		8.9		37.9		1.4		8.2		5.7

				業種		農業・林業・漁業		0.0		22.8		0.0		0.0		0.0		22.8		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		22.8		0.0		0.0		22.8		31.6		45.6

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		44.6		35.4		54.5		37.0		59.0		33.3		52.9		33.4		22.0		29.9		21.0		20.0		2.1		22.5		47.7		10.3		38.6		2.1		7.1		11.8

						製造業		43.1		42.9		62.0		35.1		53.5		47.5		45.4		34.9		31.9		41.1		27.8		13.3		17.1		8.6		53.2		8.3		44.5		1.6		7.1		2.8

						電気・ガス・熱供給業・水道業		56.2		54.6		59.8		28.3		73.7		38.7		51.0		40.7		40.7		54.6		21.6		30.4		21.6		34.0		44.3		18.0		45.9		5.2		0.0		7.2

						情報通信業		36.6		43.8		63.5		36.5		51.5		34.2		36.1		28.8		21.5		33.6		7.2		15.1		2.4		9.6		51.7		7.2		39.0		2.4		2.4		4.8

						運輸業・郵便業		30.9		28.7		50.9		25.2		38.4		35.0		34.1		25.2		22.8		26.4		3.7		15.5		7.4		11.5		49.6		11.3		34.2		0.0		9.2		7.8

						卸売業		23.8		31.9		56.6		20.7		43.6		27.2		39.7		13.5		18.3		22.2		14.5		11.9		5.6		4.0		36.0		5.7		33.2		2.4		11.3		7.2

						小売業		31.0		34.3		47.0		13.5		37.6		34.3		36.8		6.2		6.7		17.6		2.5		8.1		5.9		5.4		32.3		4.8		31.7		1.3		8.7		6.7

						金融・保険業		67.9		71.6		70.3		47.0		66.2		59.2		68.3		46.8		34.7		52.5		3.4		38.1		5.2		18.9		76.5		17.2		66.3		1.7		5.4		0.0

						不動産業・物品賃貸業		43.1		38.1		60.7		36.2		41.9		38.3		42.6		25.9		26.4		25.7		1.9		11.9		0.0		7.8		55.4		19.2		40.7		0.0		2.1		2.1

						学術研究、専門・技術サービス業		34.6		48.9		60.7		27.8		56.2		39.2		40.9		30.8		19.3		31.3		9.1		13.7		7.1		12.2		42.5		16.9		40.4		0.0		7.5		8.9

						宿泊業、飲食サービス業		36.0		50.9		23.7		14.9		27.2		45.6		36.0		8.8		23.7		21.9		4.4		8.8		4.4		14.0		45.6		14.0		18.4		0.0		4.4		13.2

						生活関連サービス業、娯楽業		31.4		25.0		49.9		15.8		31.4		40.6		43.3		9.4		18.1		21.7		9.4		6.2		0.0		3.0		27.9		6.2		12.6		0.0		18.6		6.2

						教育・学習支援業		58.5		58.5		78.5		35.4		36.9		36.9		58.5		15.4		43.1		36.9		0.0		0.0		0.0		20.0		78.5		0.0		36.9		0.0		0.0		0.0

						医療、福祉		53.9		37.1		65.4		39.9		11.5		39.9		51.4		0.0		14.0		25.5		11.5		11.5		25.5		0.0		42.3		0.0		25.5		0.0		11.5		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		31.9		38.8		61.8		22.7		54.6		40.8		43.4		24.8		27.3		45.5		4.4		15.8		2.3		0.0		63.8		6.9		45.5		0.0		13.8		4.3



				



		問29 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し		非常用発電機の購入		安否確認や相互連絡のための電子システム（含む災害用アプリ等）導入		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		社員とその家族の安全確保		防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入 トキ ユウセン		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		自社製品の輸送手段確保		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設 ソウセツ		BCP策定・見直し		その他		特になし		無回答

				  全  体				51.1		46.4		51.6		27.2		40.4		41.8		51.5		20.8		20.9		27.2		16.4		21.5		10.5		11.3		48.6		17.0		49.0		1.0		4.5		2.8

				業種		農業・林業・漁業		55.0		80.8		45.0		64.2		15.0		45.0		50.8		4.2		0.0		34.2		30.0		15.0		30.0		15.0		34.2		15.0		19.2		15.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0		100.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		57.1		51.2		65.2		38.9		45.9		43.2		53.5		22.8		18.9		33.1		27.3		46.7		4.1		28.0		66.9		18.2		53.1		0.0		3.1		2.4

						製造業		50.7		47.2		53.0		32.7		43.4		47.6		50.8		27.6		30.2		32.0		33.0		20.2		23.8		12.4		52.6		20.1		57.2		1.1		3.5		2.8

						電気・ガス・熱供給業・水道業		55.8		38.8		49.8		32.8		43.8		37.9		53.7		32.8		29.8		40.9		19.7		27.7		17.6		26.8		54.9		15.5		43.6		3.0		11.1		7.2

						情報通信業		60.5		55.6		48.7		24.9		40.3		31.1		46.6		20.8		23.3		26.0		7.2		18.8		3.1		13.6		45.2		16.4		54.9		0.0		3.3		1.0

						運輸業・郵便業		52.3		46.8		48.5		35.9		49.5		42.5		52.3		31.3		33.5		32.2		13.2		27.7		6.6		22.8		57.1		21.2		58.5		0.0		2.6		1.3

						卸売業		50.2		44.5		53.9		22.8		39.3		40.3		49.7		15.4		15.4		25.4		18.1		21.1		11.6		6.8		46.9		15.5		49.5		1.3		6.5		1.3

						小売業		43.6		45.3		43.1		20.0		37.1		34.1		51.3		8.7		12.6		19.0		5.6		15.7		6.9		10.9		40.7		11.8		33.5		0.4		3.5		3.5

						金融・保険業		66.2		48.8		53.3		28.6		40.1		47.4		61.4		27.4		19.3		30.3		5.0		31.1		3.6		10.5		53.0		18.7		58.0		2.2		5.4		3.1

						不動産業・物品賃貸業		46.5		42.3		45.5		29.1		34.7		42.5		53.1		16.2		20.0		25.9		9.0		12.6		0.9		9.5		46.9		13.8		44.6		2.6		6.3		5.9

						学術研究、専門・技術サービス業		50.2		51.7		61.5		27.3		47.3		40.6		55.5		26.5		21.3		32.1		7.3		32.2		6.8		9.2		52.6		18.7		54.9		0.8		5.1		1.4

						宿泊業、飲食サービス業		34.0		36.4		36.7		12.2		21.0		50.3		41.9		10.9		6.5		17.0		6.5		10.9		8.9		6.9		30.3		8.9		23.1		0.0		5.2		6.1

						生活関連サービス業、娯楽業		52.8		39.8		43.7		21.7		34.7		47.1		45.4		20.0		28.7		12.8		7.5		14.5		1.9		7.2		40.0		18.0		23.4		0.0		3.5		5.4

						教育・学習支援業		64.7		53.4		52.6		20.7		56.9		20.7		53.4		20.7		24.1		20.7		8.6		8.6		0.0		12.1		32.8		31.9		32.8		0.0		0.0		0.0

						医療、福祉		45.9		32.5		67.5		20.9		38.1		36.6		47.8		10.8		4.1		14.2		11.5		4.9		4.1		9.0		37.3		11.6		53.4		0.0		7.4		6.7

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		53.3		44.1		57.1		27.5		39.5		44.1		57.9		20.1		12.9		31.2		12.8		24.8		4.5		4.5		51.2		18.4		52.4		0.9		5.5		1.8



				



		問30ー1 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								自社の組織力を活かした周辺住民の救助活動支援		炊き出し、清掃活動等への参加		場所の提供（自社の施設、土地等）		物資の提供（自社の資機材又は製品・サービス等）		帰宅困難者の受入れ		その他		現地活動を行ったことがない		無回答

				  全  体				6.1		8.6		6.8		22.0		3.7		5.2		62.8		1.0

				業種		農業・林業・漁業		0.0		0.0		0.0		34.2		0.0		0.0		65.8		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0

						建設業		17.2		16.0		15.1		32.8		8.1		9.9		39.8		2.4

						製造業		5.1		8.0		5.8		25.0		3.1		4.0		63.9		0.3

						電気・ガス・熱供給業・水道業		15.2		9.2		4.2		34.0		0.0		10.1		49.9		3.0

						情報通信業		4.4		1.0		2.0		12.7		1.3		5.4		75.3		1.0

						運輸業・郵便業		8.3		5.6		6.9		27.3		5.2		5.2		61.0		1.3

						卸売業		5.6		6.0		3.9		27.5		3.9		3.4		61.7		0.4

						小売業		4.8		6.5		7.4		33.8		3.1		7.8		55.8		0.9

						金融・保険業		8.4		17.0		4.9		13.5		2.1		4.4		68.5		1.5

						不動産業・物品賃貸業		2.6		4.6		11.3		11.2		5.1		5.0		67.5		2.7

						学術研究、専門・技術サービス業		7.0		10.4		8.1		15.2		3.8		10.6		64.9		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		4.1		24.2		12.9		14.9		10.9		0.0		54.4		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		3.7		10.9		13.0		16.4		5.6		1.9		69.1		1.7

						教育・学習支援業		8.6		12.1		32.8		8.6		8.6		0.0		46.6		0.0

						医療、福祉		6.7		10.1		8.3		13.4		6.7		0.0		71.6		3.4

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		7.3		10.0		1.8		13.7		0.8		6.4		65.3		2.8



				



		問30ー2 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								金銭的支援		被災地への従業員の派遣・ボランティア活動の支援（ボランティア休暇等）		場所の提供（自社の施設、土地等）		物資の提供（自社の資機材又は製品・サービス等）		被災地の同業他社との連携		その他		被災地外から活動を行ったことがない		無回答

				  全  体				47.6		16.1		2.5		25.9		7.1		3.0		32.8		0.7

				業種		農業・林業・漁業		45.0		0.0		0.0		30.0		0.0		0.0		55.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		100.0		0.0

						建設業		61.0		31.1		4.0		28.3		19.8		1.0		14.9		1.2

						製造業		54.0		16.0		1.3		32.5		5.1		2.5		27.3		0.3

						電気・ガス・熱供給業・水道業		40.9		32.8		6.3		26.8		31.9		6.0		35.9		3.0

						情報通信業		41.4		8.8		1.0		23.4		13.6		8.2		31.9		1.0

						運輸業・郵便業		44.0		11.1		5.6		26.6		10.5		5.5		31.6		0.0

						卸売業		50.7		14.5		2.6		38.8		6.4		1.8		25.4		0.0

						小売業		52.4		13.6		3.4		30.4		6.5		2.2		26.0		0.9

						金融・保険業		45.5		22.6		0.7		15.0		7.8		5.1		44.1		2.3

						不動産業・物品賃貸業		39.4		12.1		3.6		11.6		2.7		1.7		49.9		1.8

						学術研究、専門・技術サービス業		44.5		21.9		2.2		16.7		6.3		6.4		39.7		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		32.0		12.6		9.2		15.3		0.0		2.4		43.5		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		61.8		10.9		3.7		17.8		9.1		0.0		25.5		1.7

						教育・学習支援業		56.9		20.7		0.0		17.2		0.0		0.0		34.5		0.0

						医療、福祉		20.6		13.4		3.4		20.9		0.0		0.0		55.9		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		32.1		20.2		0.0		15.7		4.6		0.9		47.7		1.9



				



		問31 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								旧耐震基準		新耐震基準		新旧耐震基準両方		無回答

				  全  体				10.7		64.6		24.3		0.4

				業種		農業・林業・漁業		15.0		55.0		30.0		0.0

						鉱業		100.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		7.4		75.1		16.3		1.2

						製造業		12.0		49.5		38.3		0.2

						電気・ガス・熱供給業・水道業		11.1		59.7		23.3		6.0

						情報通信業		8.2		80.8		11.0		0.0

						運輸業・郵便業		9.4		50.4		40.2		0.0

						卸売業		10.5		67.1		22.4		0.0

						小売業		15.1		58.0		26.9		0.0

						金融・保険業		11.9		69.0		18.3		0.8

						不動産業・物品賃貸業		7.1		81.9		11.0		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		9.7		74.3		15.3		0.6

						宿泊業、飲食サービス業		10.9		63.2		21.8		4.1

						生活関連サービス業、娯楽業		8.8		65.6		25.6		0.0

						教育・学習支援業		0.0		75.9		24.1		0.0

						医療、福祉		0.0		89.9		10.1		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		10.1		75.2		14.7		0.0



				



		問31ー1 トイ		回答結果（％）　【n=196】 カイトウ ケッカ

								充足		不足		無回答

				  全  体				55.4		43.8		0.8

				業種		農業・林業・漁業		0.0		100.0		0.0

						鉱業		0.0		100.0		0.0

						建設業		55.0		45.0		0.0

						製造業		45.5		54.5		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		45.9		54.1		0.0

						情報通信業		62.7		37.3		0.0

						運輸業・郵便業		58.6		41.4		0.0

						卸売業		79.4		20.6		0.0

						小売業		42.9		54.3		2.8

						金融・保険業		93.4		0.0		6.6

						不動産業・物品賃貸業		62.5		37.5		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		76.9		23.1		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		37.1		62.9		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		60.4		39.6		0.0

						教育・学習支援業		0.0		0.0		0.0

						医療、福祉		0.0		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		44.9		55.1		0.0



				



		問31ー2 トイ		回答結果（％）　【n=82】 カイトウ ケッカ

								あり		なし		無回答

				  全  体				41.5		58.5		0.0

				業種		農業・林業・漁業		0.0		100.0		0.0

						鉱業		0.0		100.0		0.0

						建設業		28.9		71.1		0.0

						製造業		48.8		51.2		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		50.0		50.0		0.0

						情報通信業		66.7		33.3		0.0

						運輸業・郵便業		0.0		100.0		0.0

						卸売業		58.7		41.3		0.0

						小売業		47.5		52.5		0.0

						金融・保険業		0.0		0.0		0.0

						不動産業・物品賃貸業		0.0		100.0		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		0.0		100.0		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		35.3		64.7		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		100.0		0.0		0.0

						教育・学習支援業		0.0		0.0		0.0

						医療、福祉		0.0		0.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		33.3		66.7		0.0





				



		問31ー3 トイ		回答結果（％）　【n=1,167】 カイトウ ケッカ

								充足		不足		無回答

				  全  体				93.7		5.7		0.6

				業種		農業・林業・漁業		100.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0

						建設業		96.8		1.6		1.6

						製造業		88.9		10.6		0.5

						電気・ガス・熱供給業・水道業		100.0		0.0		0.0

						情報通信業		91.1		6.3		2.5

						運輸業・郵便業		94.8		2.5		2.6

						卸売業		96.1		3.9		0.0

						小売業		91.8		8.2		0.0

						金融・保険業		96.6		3.4		0.0

						不動産業・物品賃貸業		96.7		2.2		1.1

						学術研究、専門・技術サービス業		97.1		2.9		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		96.8		3.2		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		97.3		2.7		0.0

						教育・学習支援業		68.2		31.8		0.0

						医療、福祉		88.8		11.2		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		96.3		2.5		1.2

				



		問31ー4 トイ		回答結果（％）　【n=63】 カイトウ ケッカ

								あり		なし		無回答

				  全  体				50.7		46.2		3.1

				業種		農業・林業・漁業		0.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0

						建設業		0.0		100.0		0.0

						製造業		53.1		42.8		4.1

						電気・ガス・熱供給業・水道業		0.0		0.0		0.0

						情報通信業		60.0		40.0		0.0

						運輸業・郵便業		0.0		100.0		0.0

						卸売業		66.1		33.9		0.0

						小売業		36.0		64.0		0.0

						金融・保険業		33.3		66.7		0.0

						不動産業・物品賃貸業		100.0		0.0		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		65.7		34.3		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		0.0		100.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		0.0		0.0		100.0

						教育・学習支援業		100.0		0.0		0.0

						医療、福祉		33.3		66.7		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		0.0		100.0		0.0

				



		問31ー5 トイ		回答結果（％）　【n=455】 カイトウ ケッカ

								充足		不足		片方不足		無回答

				  全  体				56.4		14.0		28.0		1.6

				業種		農業・林業・漁業		50.0		0.0		0.0		50.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		75.1		0.0		24.9		0.0

						製造業		50.9		15.4		31.3		2.4

						電気・ガス・熱供給業・水道業		74.3		0.0		25.7		0.0

						情報通信業		69.8		9.3		20.9		0.0

						運輸業・郵便業		53.5		10.5		36.0		0.0

						卸売業		59.8		13.6		26.7		0.0

						小売業		47.0		16.1		35.3		1.6

						金融・保険業		76.6		3.8		19.6		0.0

						不動産業・物品賃貸業		83.7		8.1		8.1		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		72.7		4.1		18.1		5.1

						宿泊業、飲食サービス業		62.9		18.5		18.5		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		28.6		35.6		35.9		0.0

						教育・学習支援業		0.0		50.0		50.0		0.0

						医療、福祉		66.7		0.0		33.3		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		81.7		12.7		5.7		0.0





				



		問31ー6 トイ		回答結果（％）　【n=187】 カイトウ ケッカ

								あり		なし		無回答

				  全  体				64.4		34.2		1.5

				業種		農業・林業・漁業		0.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0

						建設業		46.9		53.1		0.0

						製造業		70.4		28.4		1.2

						電気・ガス・熱供給業・水道業		50.0		50.0		0.0

						情報通信業		100.0		0.0		0.0

						運輸業・郵便業		57.1		42.9		0.0

						卸売業		76.1		23.9		0.0

						小売業		55.6		38.2		6.2

						金融・保険業		49.0		51.0		0.0

						不動産業・物品賃貸業		50.0		50.0		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		63.3		36.7		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		75.0		25.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		29.8		70.2		0.0

						教育・学習支援業		100.0		0.0		0.0

						医療、福祉		0.0		100.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		34.6		65.4		0.0





				



		問32 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								行っている		設備機器のみ行っている		オフィス機器のみ行っている		行っていない		無回答

				  全  体				59.0		13.0		6.2		21.4		0.3

				業種		農業・林業・漁業		34.2		0.0		0.0		65.8		0.0

						鉱業		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		66.6		11.5		3.6		18.3		0.0

						製造業		65.5		14.7		4.7		14.6		0.5

						電気・ガス・熱供給業・水道業		70.1		6.0		0.0		14.9		9.0

						情報通信業		67.8		15.6		4.4		12.3		0.0

						運輸業・郵便業		58.7		9.0		10.6		21.6		0.0

						卸売業		55.2		15.6		6.5		22.7		0.0

						小売業		43.6		12.6		8.2		35.6		0.0

						金融・保険業		67.4		12.3		4.6		14.9		0.8

						不動産業・物品賃貸業		61.2		11.2		6.0		21.6		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		63.4		16.6		6.0		14.0		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		46.2		11.3		4.4		38.1		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		47.3		7.4		7.4		36.3		1.7

						教育・学習支援業		20.7		24.1		0.0		55.2		0.0

						医療、福祉		35.4		10.1		13.4		41.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		66.0		7.3		11.1		15.7		0.0





				



		問32ー1 トイ		回答結果（％）　【n=728】 カイトウ ケッカ

								あり		なし		無回答

				  全  体				39.9		58.4		1.7

				業種		農業・林業・漁業		45.6		54.4		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0

						建設業		42.3		57.7		0.0

						製造業		48.8		49.7		1.5

						電気・ガス・熱供給業・水道業		42.9		57.1		0.0

						情報通信業		31.7		68.3		0.0

						運輸業・郵便業		35.1		58.7		6.2

						卸売業		38.6		58.4		3.0

						小売業		48.0		50.5		1.5

						金融・保険業		12.1		87.9		0.0

						不動産業・物品賃貸業		22.2		75.5		2.3

						学術研究、専門・技術サービス業		47.5		50.3		2.1

						宿泊業、飲食サービス業		39.7		60.3		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		25.4		71.2		3.4

						教育・学習支援業		59.8		40.2		0.0

						医療、福祉		36.4		58.4		5.2

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		29.5		70.5		0.0





				



		問33ー1 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								あり（1、2日分）		あり（3日分以上）		なし		無回答

				  全  体				30.0		50.8		19.0		0.1

				業種		農業・林業・漁業		15.0		40.0		45.0		0.0

						鉱業		0.0		100.0		0.0		0.0

						建設業		30.3		60.2		9.5		0.0

						製造業		34.0		49.3		16.5		0.3

						電気・ガス・熱供給業・水道業		29.3		61.8		6.0		3.0

						情報通信業		29.2		61.6		9.2		0.0

						運輸業・郵便業		29.8		55.7		14.5		0.0

						卸売業		29.9		56.5		13.7		0.0

						小売業		29.5		36.4		34.1		0.0

						金融・保険業		24.0		65.0		10.2		0.8

						不動産業・物品賃貸業		25.5		50.9		23.6		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		26.2		61.7		12.1		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		35.1		28.6		36.3		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		27.4		41.9		30.7		0.0

						教育・学習支援業		24.1		28.4		47.4		0.0

						医療、福祉		34.3		38.1		27.6		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		31.2		48.4		20.3		0.0





				



		問33ー2 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								あり（1、2日分）		あり（3日分以上）		なし		無回答

				  全  体				28.2		48.9		22.7		0.1

				業種		農業・林業・漁業		15.0		25.0		60.0		0.0

						鉱業		0.0		100.0		0.0		0.0

						建設業		27.9		57.8		14.2		0.0

						製造業		29.9		49.0		20.9		0.3

						電気・ガス・熱供給業・水道業		26.3		64.8		6.0		3.0

						情報通信業		30.2		58.5		11.3		0.0

						運輸業・郵便業		24.6		55.4		20.0		0.0

						卸売業		29.4		56.9		13.7		0.0

						小売業		25.7		34.2		40.1		0.0

						金融・保険業		26.1		60.5		12.5		0.8

						不動産業・物品賃貸業		24.6		50.1		25.4		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		26.3		57.9		15.8		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		33.1		27.9		39.0		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		23.5		31.0		45.5		0.0

						教育・学習支援業		35.3		17.2		47.4		0.0

						医療、福祉		30.2		34.7		35.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		31.2		46.6		22.2		0.0





				



		問33ー3 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								あり（1、2日分）		あり（3日分以上）		なし		無回答

				  全  体				27.0		35.1		37.7		0.1

				業種		農業・林業・漁業		0.0		25.0		75.0		0.0

						鉱業		100.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		24.4		46.4		29.3		0.0

						製造業		30.0		33.9		35.8		0.3

						電気・ガス・熱供給業・水道業		20.3		46.6		30.2		3.0

						情報通信業		29.5		45.2		25.3		0.0

						運輸業・郵便業		24.0		42.1		33.8		0.0

						卸売業		30.1		41.4		28.5		0.0

						小売業		19.4		23.9		56.8		0.0

						金融・保険業		33.4		44.8		21.0		0.8

						不動産業・物品賃貸業		25.9		38.2		35.9		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		27.2		43.4		29.5		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		27.4		10.1		62.5		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		22.1		18.1		59.8		0.0

						教育・学習支援業		20.7		8.6		70.7		0.0

						医療、福祉		20.2		31.4		48.5		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		26.3		34.0		39.7		0.0





				



		問33ー4 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								あり		なし		無回答

				  全  体				52.6		47.3		0.1

				業種		農業・林業・漁業		20.8		79.2		0.0

						鉱業		100.0		0.0		0.0

						建設業		60.8		39.2		0.0

						製造業		57.4		42.3		0.3

						電気・ガス・熱供給業・水道業		62.7		34.3		3.0

						情報通信業		53.7		46.3		0.0

						運輸業・郵便業		61.3		38.7		0.0

						卸売業		55.8		44.2		0.0

						小売業		29.4		70.6		0.0

						金融・保険業		69.8		29.4		0.8

						不動産業・物品賃貸業		50.8		49.2		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		62.9		37.1		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		52.7		47.3		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		34.8		65.2		0.0

						教育・学習支援業		43.1		56.9		0.0

						医療、福祉		45.9		54.1		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		46.8		53.2		0.0

				



		問34 トイ		回答結果（％）　【n=1,530】 カイトウ ケッカ

								従業員分に加えて余分に備蓄している		従業員以外の帰宅困難者用の備蓄は用意していない		無回答

				  全  体				28.8		70.8		0.4

				業種		農業・林業・漁業		37.9		62.1		0.0

						鉱業		100.0		0.0		0.0

						建設業		25.0		75.0		0.0

						製造業		28.9		70.8		0.3

						電気・ガス・熱供給業・水道業		29.9		70.1		0.0

						情報通信業		19.6		80.4		0.0

						運輸業・郵便業		37.1		62.9		0.0

						卸売業		26.8		72.7		0.5

						小売業		28.0		70.6		1.3

						金融・保険業		33.2		65.0		1.8

						不動産業・物品賃貸業		50.2		49.8		0.0

						学術研究、専門・技術サービス業		26.9		73.1		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		36.6		63.4		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		18.2		81.8		0.0

						教育・学習支援業		31.1		68.9		0.0

						医療、福祉		35.0		65.0		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		22.5		77.5		0.0

				



		問35 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								している		現在検討中		していない		無回答

				  全  体				68.3		21.8		9.7		0.2

				業種		農業・林業・漁業		50.8		34.2		15.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		100.0		0.0

						建設業		80.2		12.9		6.9		0.0

						製造業		75.9		15.9		8.2		0.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		79.1		9.0		9.0		3.0

						情報通信業		71.6		24.3		4.1		0.0

						運輸業・郵便業		73.6		21.3		5.2		0.0

						卸売業		64.9		24.9		9.7		0.5

						小売業		55.4		32.0		12.6		0.0

						金融・保険業		79.9		13.1		6.2		0.8

						不動産業・物品賃貸業		65.1		15.2		18.8		0.9

						学術研究、専門・技術サービス業		71.8		19.4		8.8		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		56.1		32.6		11.3		0.0

						生活関連サービス業、娯楽業		41.7		33.1		25.2		0.0

						教育・学習支援業		29.3		59.5		11.2		0.0

						医療、福祉		50.8		41.0		8.2		0.0

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		77.8		16.7		5.5		0.0

				



		問36 トイ		回答結果（％）　【n=1,649】 カイトウ ケッカ

								計画休業		被災可能性のある拠点への柔軟な対応を認める伝達		テレワークの活用		オンラインを活用した意思決定の仕組み導入		ICTツール（SNS等）の活用		時差通勤		執務場所の分散		交代勤務制の導入 コウタイダイ		その他		無回答

				  全  体				30.8		18.7		73.2		41.3		31.4		57.5		19.0		18.9		3.2		1.9

				業種		農業・林業・漁業		35.3		17.6		64.7		40.2		17.6		22.5		4.9		0.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						建設業		35.9		22.8		71.3		38.3		50.8		58.1		16.7		10.5		3.6		0.0

						製造業		42.9		17.6		77.6		41.7		27.8		58.3		15.3		23.3		2.7		1.0

						電気・ガス・熱供給業・水道業		13.9		21.0		70.5		40.6		39.3		50.8		29.1		34.6		11.5		5.8

						情報通信業		19.3		14.2		91.2		61.8		51.2		61.6		28.7		20.1		4.3		1.1

						運輸業・郵便業		31.6		11.3		65.5		34.1		23.5		56.5		18.0		17.2		4.1		3.1

						卸売業		24.6		18.7		75.9		37.5		24.3		63.4		17.1		8.2		3.9		2.4

						小売業		33.0		22.3		57.6		28.2		23.2		42.0		16.9		22.2		2.5		3.9

						金融・保険業		21.5		26.3		80.5		51.7		34.1		60.0		28.0		17.4		0.8		0.8

						不動産業・物品賃貸業		24.0		9.8		74.5		40.1		32.0		65.8		14.1		13.4		3.1		3.3

						学術研究、専門・技術サービス業		24.3		13.4		92.6		57.7		46.3		67.9		20.4		9.1		4.0		1.5

						宿泊業、飲食サービス業		34.1		24.1		40.0		19.5		21.8		55.7		23.6		45.3		2.3		4.6

						生活関連サービス業、娯楽業		48.9		19.6		58.4		45.9		28.9		46.3		24.1		24.1		2.5		0.0

						教育・学習支援業		27.2		13.6		73.8		36.9		39.8		60.2		19.4		9.7		0.0		0.0

						医療、福祉		14.6		26.1		30.9		30.9		41.9		34.6		7.3		26.4		0.0		11.8

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		23.3		24.5		70.6		37.7		23.3		60.0		22.3		19.6		3.9		0.0

				



		問37 トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								している		現在検討中		していない		無回答

				  全  体				75.3		12.5		11.3		0.8

				業種		農業・林業・漁業		85.0		15.0		0.0		0.0

						鉱業		0.0		100.0		0.0		0.0

						建設業		78.0		10.5		9.3		2.2

						製造業		80.4		11.5		7.9		0.3

						電気・ガス・熱供給業・水道業		76.1		12.0		9.0		3.0

						情報通信業		89.5		8.4		2.0		0.0

						運輸業・郵便業		72.0		17.4		10.6		0.0

						卸売業		80.2		10.1		9.7		0.0

						小売業		61.7		17.7		18.9		1.7

						金融・保険業		90.0		7.6		2.4		0.0

						不動産業・物品賃貸業		63.6		12.4		22.2		1.8

						学術研究、専門・技術サービス業		90.1		5.2		4.6		0.0

						宿泊業、飲食サービス業		44.1		24.1		29.0		2.8

						生活関連サービス業、娯楽業		58.4		9.2		30.5		1.9

						教育・学習支援業		65.5		23.3		11.2		0.0

						医療、福祉		48.9		37.7		10.1		3.4

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		73.3		11.9		12.9		1.9





				



		最後に サイゴ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

								協力できる		協力できるかもしれない		協力できない		無回答

				  全  体				9.5		19.7		67.7		3.0

				業種		農業・林業・漁業		0.0		30.0		70.0		0.0

						鉱業		0.0		0.0		100.0		0.0

						建設業		12.3		17.6		68.0		2.2

						製造業		8.4		23.3		65.5		2.8

						電気・ガス・熱供給業・水道業		21.5		19.4		51.1		8.1

						情報通信業		5.4		23.1		68.4		3.1

						運輸業・郵便業		19.6		14.5		64.6		1.3

						卸売業		9.5		18.5		70.7		1.3

						小売業		9.9		15.2		70.2		4.7

						金融・保険業		12.5		21.9		63.2		2.3

						不動産業・物品賃貸業		8.5		13.0		75.8		2.7

						学術研究、専門・技術サービス業		11.1		20.6		65.3		3.0

						宿泊業、飲食サービス業		15.0		17.3		60.5		7.2

						生活関連サービス業、娯楽業		5.4		18.2		72.9		3.6

						教育・学習支援業		0.0		35.3		64.7		0.0

						医療、福祉		3.4		13.4		71.6		11.6

						複合サービス業		0.0		0.0		0.0		0.0

						サービス業（他に分類されないもの）		8.3		21.1		68.7		1.9



				

				





問28 (2)

		ERROR:#REF!

				貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し		非常用発電機の購入		安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		社員とその家族の安全確保		防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		自社製品の輸送手段確保		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設		ＢＣＰ策定・見直し		その他		特になし		無回答

		大企業		51.5		51.2		66.7		38.8		59.1		49.8		49.6		37.1		31.1		42.2		24.0		22.6		13.0		14.7		62.8		13.5		52.8		2.9		4.7		4.2

		中堅企業		36.0		37.8		51.2		18.0		39.1		39.6		40.9		12.6		16.3		23.6		6.4		7.5		3.5		4.3		41.8		7.0		24.5		1.0		8.0		5.1

		その他企業		37.0		38.0		51.5		24.8		40.2		40.9		35.9		14.6		13.5		20.6		8.5		8.2		6.1		12.1		35.8		3.6		25.8		2.1		7.0		4.8

		全体		39.5		40.5		54.4		25.4		43.6		42.2		40.2		18.4		17.9		25.8		10.9		10.8		6.6		10.1		43.0		6.6		30.7		1.9		6.9		4.8

				大企業		中堅企業		その他企業		全体

		備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し		66.7		51.2		51.5		54.4

		訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し		62.8		41.8		35.8		43.0

		安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入		59.1		39.1		40.2		43.6

		ＢＣＰ策定・見直し		52.8		24.5		25.8		30.7

		貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		51.5		36.0		37.0		39.5

		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		51.2		37.8		38.0		40.5

		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		49.8		39.6		40.9		42.2

		社員とその家族の安全確保		49.6		40.9		35.9		40.2

		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		42.2		23.6		20.6		25.8

		非常用発電機の購入		38.8		18.0		24.8		25.4

		防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入		37.1		12.6		14.6		18.4

		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		31.1		16.3		13.5		17.9

		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		24.0		6.4		8.5		10.9

		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		22.6		7.5		8.2		10.8

		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		14.7		4.3		12.1		10.1

		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設		13.5		7.0		3.6		6.6

		自社製品の輸送手段確保		13.0		3.5		6.1		6.6

		特になし		4.7		8.0		7.0		6.9

		無回答		4.2		5.1		4.8		4.8

		その他		2.9		1.0		2.1		1.9



【複数回答、n=1,083、対象：全体】

大企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	51.5	51.2	66.7	38.799999999999997	59.1	49.8	49.6	37.1	31.1	42.2	24	22.6	13	14.7	62.8	13.5	52.8	2.9	4.7	4.2	中堅企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	36	37.799999999999997	51.2	18	39.1	39.6	40.9	12.6	16.3	23.6	6.4	7.5	3.5	4.3	41.8	7	24.5	1	8	5.0999999999999996	その他企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	37	38	51.5	24.8	40.200000000000003	40.9	35.9	14.6	13.5	20.6	8.5	8.1999999999999993	6.1	12.1	35.799999999999997	3.6	25.8	2.1	7	4.8	全体	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	39.5	40.5	54.4	25.4	43.6	42.2	40.200000000000003	18.399999999999999	17.899999999999999	25.8	10.9	10.8	6.6	10.1	43	6.6	30.7	1.9	6.9	4.8	【複数回答、n=1,058、対象：日本で発生した地震や水害などの自然災害により実際に事業の継続に直接被害を受けた、間接被害を受けたまたは直接、間接被害の両方を受けた企業】



問29 (2)

		ERROR:#REF!

				貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し		非常用発電機の購入		安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		社員とその家族の安全確保		防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		自社製品の輸送手段確保		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設		ＢＣＰ策定・見直し		その他		特になし		無回答

		大企業		56.0		46.8		51.6		33.4		43.4		45.4		51.0		28.8		33.1		34.5		25.9		32.8		18.5		17.4		59.3		28.1		57.6		2.3		3.0		4.1

		中堅企業		44.8		46.5		46.1		22.8		37.0		39.9		51.9		13.0		15.7		22.2		11.0		18.0		6.3		10.2		40.6		16.8		41.1		0.7		4.4		6.0

		その他企業		45.1		42.6		43.3		18.5		30.5		39.6		46.5		11.6		15.9		22.5		11.1		16.0		7.2		8.0		39.2		11.8		37.9		1.1		5.5		6.8

		全体		46.6		44.3		45.3		21.9		34.3		40.5		48.7		14.5		18.4		24.2		13.3		19.1		8.6		10.0		42.6		15.7		41.8		1.2		4.8		6.2

				

TSR: TSR:
テキストボックス

				

TSR: TSR:
テキストボックス

				

TSR: TSR:
テキストボックス

				大企業		中堅企業		その他企業		全体

		社員とその家族の安全確保		51.0		51.9		46.5		48.7

		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		46.8		46.5		42.6		44.3

		備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し		51.6		46.1		43.3		45.3

		貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		56.0		44.8		45.1		46.6

		ＢＣＰ策定・見直し		57.6		41.1		37.9		41.8

		訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し		59.3		40.6		39.2		42.6

		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		45.4		39.9		39.6		40.5

		安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入		43.4		37.0		30.5		34.3

		非常用発電機の購入		33.4		22.8		18.5		21.9

		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		34.5		22.2		22.5		24.2

		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		32.8		18.0		16.0		19.1

		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設		28.1		16.8		11.8		15.7

		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		33.1		15.7		15.9		18.4

		防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入		28.8		13.0		11.6		14.5

		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		25.9		11.0		11.1		13.3

		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		17.4		10.2		8.0		10.0

		自社製品の輸送手段確保		18.5		6.3		7.2		8.6

		無回答		4.1		6.0		6.8		6.2

		特になし		3.0		4.4		5.5		4.8

		その他		2.3		0.7		1.1		1.2



大企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	56	46.8	51.6	33.4	43.4	45.4	51	28.8	33.1	34.5	25.9	32.799999999999997	18.5	17.399999999999999	59.3	28.1	57.6	2.2999999999999998	3	4.0999999999999996	中堅企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	44.8	46.5	46.1	22.8	37	39.9	51.9	13	15.7	22.2	11	18	6.3	10.199999999999999	40.6	16.8	41.1	0.7	4.4000000000000004	6	その他企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	45.1	42.6	43.3	18.5	30.5	39.6	46.5	11.6	15.9	22.5	11.1	16	7.2	8	39.200000000000003	11.8	37.9	1.1000000000000001	5.5	6.8	全体	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	46.6	44.3	45.3	21.9	34.299999999999997	40.5	48.7	14.5	18.399999999999999	24.2	13.3	19.100000000000001	8.6	10	42.6	15.7	41.8	1.2	4.8	6.2	【複数回答、n=1,839、対象：全体】





1種類の災
害を対象と
している

2～3種類
の災害を対
象としている

4種類以上
の災害を対
象としている

災害を特定
せず、災害
から生じる
結果（イン
フラの途絶
等）への対
応策を対象
としている

大企業 11.4 37.6 34.3 16.4
中堅企業 13.0 44.9 23.5 16.6
その他企業 11.4 49.5 19.6 19.6
全体 11.8 45.5 24.1 18.0
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回答結果（％） 【n=1,034】BCP策定済企業

■想定しているリスク事象

■BCP策定/推進にあたっての課題

・BCP策定済の約82％の企業が自然

災害をはじめとした何かしらの事象を

リスクとして想定

・主なリスク事象は、自然災害及びコ

ロナ等の感染症

・残りの約18％の企業は、リスク事

象を特定せず、対応策（オールハザー

ド型BCP）を策定している状況。

・BCP策定/推進にあたっての課題

として、まずは、社内及び仕入/販売

先との調整などの対応の難しさ、現場

意識の改善に向けた社員教育などが主

に上げられる。

・また、策定する人手/人材が確保で

きないこと、また、策定に必要なスキ

ル・ノウハウがないことが多くの企業

で、障壁になっている。

約82％

想定リスクの上位6事象

100.0

46.9

53.9

66.0

52.2

98.8

42.0

50.4

62.0

39.3

97.3

35.7

48.2

61.6

40.6

98.3

40.1

50.2

62.8

43.1

0% 50% 100%

地震

津波

洪水(津波以

外)

感染症

火災・爆発

大企業 中堅企業 その他企業 全体

46.5

17.1

42.2

58.0

25.6

16.7

39.8

46.6

10.5

20.9

33.6

39.8

15.7

19.6

35.5

42.2

0% 30% 60%

法令等による規定・規制がな

い

親会社・グループ会社の要請

がない

策定に必要なスキルやノウハ

ウがない

策定する人材が確保できない

大企業 中堅企業 その他企業 全体

■BCPを策定しない要因

29.4

44.7

21.2

32.8

21.4

20.5

39.3

35.2

14.6

32.3

22.2

24.4

21.8

24.5

13.6

29.0

23.5

19.6

28.2

32.1

15.7

30.8

22.7

21.1

0% 25% 50%

BCPに対する現場の意識が低い

部署間の連携が難しい

サプライチェーン内での調整が

難しい

策定する人手を確保できない

バックアップシステムの構築が

難しい

策定に必要なスキル・ノウハウ

がない

回答結果（％） 【n=1,034】BCP策定済企業 回答結果（％） 【n=174】BCPの策定予定のない企業

出典：「令和５年度企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査（概要）」（R6.3,内閣府）


完成表

		問１ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						農業・林業・漁業		鉱業		建設業		製造業		電気・ガス・熱供給業・水道業		情報通信業		運輸業・郵便業		卸売業		小売業		金融・保険業		不動産業、物品賃貸業		学術研究、専門・技術サービス業		宿泊業、飲食サービス業		生活関連サービス業、娯楽業		教育、学習支援業		医療、福祉		複合サービス事業		サービス業		その他		無回答

				大企業		0.2		0.3		6.1		42.0		1.4		5.5		3.5		10.9		7.5		8.4		3.0		0.5		2.2		0.6		0.3		0.3		0.5		4.0		2.8		0.0

				中堅企業		0.2		0.0		2.3		13.0		0.3		4.4		1.4		12.2		22.6		0.4		0.7		4.1		6.3		4.5		1.7		3.3		1.1		18.5		2.7		0.3

				その他企業		0.6		0.5		5.7		27.2		3.5		11.2		3.9		7.6		2.3		7.9		11.5		2.1		1.0		2.2		0.4		0.8		0.4		5.7		5.3		0.1

				全体		0.4		0.3		4.6		26.4		1.8		7.0		2.9		10.1		10.8		5.5		5.2		2.3		3.2		2.6		0.9		1.6		0.7		9.7		3.6		0.1

		問２ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						5,000万円以下		5,000万円超～1億円以下		1億円超～3億円以下		3億円超～10億円未満		10億円以上		無回答

				大企業		0.3		2.9		1.9		1.8		93.1		0.0

				中堅企業		6.6		48.4		16.5		26.9		1.7		0.0

				その他企業		6.3		11.7		40.0		25.1		16.0		0.9

				全体		5.4		20.9		27.2		21.9		24.0		0.5



		問３ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						5億円未満		5億円以上～10億円未満 イジョウ		10億円以上～100億円未満 イジョウ		100億円以上～500億円未満 イジョウ		500億円以上～1,000億円未満 イジョウ		1,000億円以上		無回答

				大企業		0.2		0.0		7.5		36.5		18.2		36.6		1.1

				中堅企業		4.9		5.0		44.0		35.5		6.3		3.8		0.5

				その他企業		21.2		10.6		45.9		15.0		2.3		3.1		1.8

				全体		13.2		7.3		39.3		24.3		6.0		8.6		1.3

		問４ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						25人以下		26人～50人		51人～100人		101人～300人		301人～500人		501人～1,000人		1,001人～5,000人		5,001人～10,000人		10,001人～20,000人		20,001人以上		無回答

				大企業		0.2		0.1		0.3		10.0		15.4		27.3		33.0		5.7		3.6		4.2		0.0

				中堅企業		1.0		1.5		6.9		38.7		17.9		17.9		13.5		1.8		0.5		0.4		0.0

				その他企業		31.4		13.9		20.3		22.9		5.2		3.5		1.6		0.0		0.3		0.5		0.4

				全体		17.7		8.2		13.3		25.4		10.5		11.4		10.0		1.4		0.9		1.1		0.2



		問５ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						上場している		上場していない		無回答

				大企業		52.2		47.8		0.0

				中堅企業		7.5		92.5		0.0

				その他企業		8.8		90.9		0.3

				全体		15.3		84.6		0.2



		問６ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						所在している		所在していない		わからない		無回答

				大企業		38.9		53.3		7.3		0.5

				中堅企業		38.7		46.2		14.8		0.4

				その他企業		33.7		46.9		18.9		0.5

				全体		36.0		47.7		15.9		0.4



		問７ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						行っている		現在検討中		行っていない		無回答

				大企業		88.6		10.5		0.5		0.3

				中堅企業		63.4		28.6		7.4		0.7

				その他企業		61.4		24.0		14.3		0.3

				全体		66.3		23.2		10.1		0.4

		問７ー１ トイ		回答結果（％）　【n=135】 カイトウ ケッカ

						取組時間・人員（専門家含む）の不足		知識・情報不足		経営層の認識不足		業務を実施する中で、これまでリスクを想定してこなかった		リスクについて考えても仕方がない		マネジメントの方法自体が分からない		その他		無回答

				大企業		66.7		35.9		30.8		0.0		33.3		0.0		0.0		0.0

				中堅企業		57.1		53.7		14.1		46.1		10.6		10.1		9.0		0.0

				その他企業		49.4		45.2		16.7		28.6		8.3		13.6		10.3		4.7

				全体		51.2		46.9		16.3		32.1		9.0		12.8		10.0		3.7



		問８ トイ		回答結果（％）　【n=1,683】 カイトウ ケッカ

						地震		津波		洪水(津波以外)		土砂災害		風害		雪害		感染症(新型インフルエンザ、新型コロナ等) カンセンショウ シンガタ シンガタ ナド		火災・爆発		大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク		テロ・紛争(国内外)		他国からのミサイル攻撃		インフラ(道路等の交通インフラ)の途絶		インフラ(水道、ガス等)の途絶		通信(インターネット・電話)の途絶		外部委託先のサーバー・データセンター等情報システムの停止		取引先企業の倒産・事業中断		物流網の断絶による仕入品の欠品		経営幹部の突然の喪失		テレワーク等による従業員とのコミュニケーション不足 ナド ジュウギョウイン フソク		リスクを特定していない		その他		無回答

				大企業		95.0		52.6		58.0		28.3		33.7		25.0		75.3		63.2		16.8		21.0		13.1		40.0		37.3		59.1		45.5		32.8		30.7		10.9		9.9		0.8		3.4		3.2

				中堅企業		92.1		40.4		47.8		19.7		23.4		23.6		69.4		51.5		5.7		9.7		5.0		27.1		27.7		46.5		26.6		22.5		17.5		8.1		7.1		1.4		2.3		2.0

				その他企業		89.8		31.9		41.9		13.6		22.5		18.4		62.8		51.6		9.1		13.1		5.9		27.0		28.0		45.4		26.5		17.6		12.7		6.7		6.1		0.2		2.2		4.4

				全体		91.4		38.1		46.5		18.0		24.7		21.1		66.9		53.6		9.4		13.5		6.9		29.3		29.5		48.1		29.8		21.7		17.3		7.9		7.0		0.6		2.5		3.5



		問８ー１ トイ		回答結果（％）　【n=1,303】 カイトウ ケッカ

						している		現在検討中		していない		無回答

				大企業		76.9		16.7		3.4		3.0

				中堅企業		59.7		29.4		8.6		2.3

				その他企業		64.4		19.6		13.5		2.5

				全体		65.7		21.7		10.0		2.5



		問９ トイ		回答結果（％）　【n=1,683】 カイトウ ケッカ

						従業員や、店舗内等にいる顧客の安全を守る		供給責任を果たし、顧客からの信用を守る		自社・グループ企業内の経営を維持する		取引先との関係性を維持する		取引先等を支援する		従業員の雇用を守る		地域経済の活力を守る		地域の復旧に貢献する		その他		無回答

				大企業		98.2		77.8		79.1		54.3		39.4		57.5		26.6		46.8		1.4		0.4

				中堅企業		96.2		60.5		61.1		37.9		25.6		57.9		18.0		34.3		0.7		0.4

				その他企業		93.4		63.1		58.2		41.3		20.6		47.4		18.7		31.6		0.9		0.3

				全体		95.1		64.9		62.7		42.5		25.4		52.3		19.9		35.1		0.9		0.4

		問１０ トイ		回答結果（％）　【n=1,683】 カイトウ ケッカ

						実施している		現在検討中		実施していない		無回答

				大企業		81.7		14.9		2.9		0.5

				中堅企業		61.3		32.0		6.5		0.2

				その他企業		63.4		30.2		5.9		0.5

				全体		66.0		28.1		5.5		0.4



		問１０ー１ トイ		回答結果（％）　【n=1,173】 カイトウ ケッカ

						対応マニュアルや携行資料の作成		集合研修・会議の開催		eラーニング教育の実施		訓練の実施		その他		無回答

				大企業		90.0		39.1		22.4		91.2		1.2		0.0

				中堅企業		79.8		31.9		17.6		78.8		2.0		0.6

				その他企業		74.8		29.6		14.2		82.0		1.0		0.2

				全体		79.5		32.3		16.9		83.2		1.3		0.3



		問１１ トイ		回答結果（％）　【n=1,173】 カイトウ ケッカ

						自社従業員への取組の浸透		関係先への取組の浸透		経営層の関与		予算の確保		取組時間・人員の確保 ジカン		公的機関との関係		その他		無回答

				大企業		90.9		25.5		24.7		27.7		55.5		12.9		1.0		1.1

				中堅企業		88.6		15.6		16.8		27.1		53.4		11.9		0.8		1.2

				その他企業		84.5		22.1		11.6		25.2		48.2		14.5		1.4		0.2

				全体		87.0		21.1		15.8		26.2		51.2		13.4		1.2		0.7



		問１２ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						策定済みである		策定中である		策定を予定している（検討中を含む）		予定はない		事業継続計画(BCP)とは何かを知らなかった		その他		無回答

				大企業		76.4		9.2		10.5		2.1		0.4		1.4		0.0

				中堅企業		45.5		12.1		24.5		11.3		5.7		0.8		0.0

				その他企業		45.8		11.3		19.4		14.8		6.6		2.1		0.0

				全体		50.5		11.2		19.5		11.8		5.3		1.6		0.0



		問１３ トイ		回答結果（％）　【n=1,550】 カイトウ ケッカ

						取引先の要請		業界団体の要請		株主の要請		銀行・債権者の要請		親会社・グループ会社の要請		経営陣の指示		リスクマネジメントの一環として		コンサルティング企業からの勧め		過去の災害、事故の経験		耐震診断の実施結果から ジッシ ケッカ		企業の社会的責任の観点から		企業イメージ向上のため		法令による優遇措置、入札条件があったから		国や自治体、業界団体のガイドライン等を見て ナド		国や自治体、NPO、業界団体等が主催する講習会・セミナーを受講して ナド		新聞、雑誌、書籍等を見て ナド		その他		無回答

				大企業		4.5		0.7		1.1		0.0		10.8		7.3		42.1		0.0		15.4		0.0		13.2		0.0		0.3		1.1		0.0		0.0		0.5		3.1

				中堅企業		4.3		2.5		0.9		0.3		22.7		6.7		33.8		0.0		10.8		0.0		7.1		0.2		1.0		2.0		1.0		0.2		0.9		5.5

				その他企業		5.0		3.6		0.9		0.2		19.1		6.7		32.7		0.2		8.6		0.0		12.6		0.5		0.3		2.1		0.0		0.5		1.9		5.0

				全体		4.7		2.8		1.0		0.2		18.6		6.8		34.8		0.1		10.5		0.0		11.1		0.3		0.5		1.9		0.3		0.3		1.4		4.8



		問１４ トイ		回答結果（％）　【n=1,034】 カイトウ ケッカ

						従業員の安全確保		災害対応チーム創設		水、食料等の備蓄		非常用電源・通信設備等の準備		重要業務の決定		目標復旧時間の設定		企業・組織の中枢機能の確保		意思決定者の設定等指揮命令系統		サプライチェーン維持のための方策		二次災害防止対策		情報及び情報システムの維持		資金確保		その他		無回答

				大企業		97.1		91.5		83.4		74.8		81.1		64.2		67.7		83.7		39.6		39.9		66.6		31.2		1.8		0.0

				中堅企業		96.5		78.4		77.7		51.7		65.5		41.2		52.3		69.5		22.5		25.0		52.7		19.8		0.3		0.3

				その他企業		93.6		73.9		72.7		60.7		66.8		45.3		49.2		67.1		27.4		24.4		56.7		21.8		1.3		0.0

				全体		95.2		79.3		76.5		61.7		69.9		48.7		54.4		71.7		29.0		28.3		58.0		23.5		1.2		0.1



		問１５ トイ		回答結果（％）　【n=1,034】 カイトウ ケッカ

						毎年必ず見直している		毎年ではないが定期的に見直している		見直したことはある（不定期）		見直していない		その他		無回答

				大企業		39.3		37.3		20.1		2.5		0.9		0.0

				中堅企業		29.4		33.1		29.5		7.2		0.8		0.0

				その他企業		34.1		35.5		23.5		5.9		1.0		0.0

				全体		34.1		35.3		24.2		5.5		0.9		0.0



		問１６ トイ																回答結果（％）　【n=1,034】 カイトウ ケッカ

						1種類の災害を対象としている		2～3種類の災害を対象としている		4種類以上の災害を対象としている		災害を特定せず、災害から生じる結果（インフラの途絶等）への対応策を対象としている		その他		無回答

				大企業		11.4		37.6		34.3		16.4		0.3		0.0

				中堅企業		13.0		44.9		23.5		16.6		0.8		1.1

				その他企業		11.4		49.5		19.6		19.6		0.0		0.0

				全体		11.8		45.5		24.1		18.0		0.3		0.3



		問１7 トイ		回答結果（％）　【n=847】 カイトウ ケッカ

						地震		津波		洪水(津波以外)		土砂災害		風害		雪害		感染症		火災・爆発		大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク		テロ・紛争(国内外)		他国からのミサイル攻撃		その他		無回答

				大企業		100.0		46.9		53.9		20.7		34.2		20.3		66.0		52.2		9.4		15.7		9.8		10.1		0.0

				中堅企業		98.8		42.0		50.4		13.9		23.8		14.4		62.0		39.3		3.4		9.2		3.8		3.9		0.0

				その他企業		97.3		35.7		48.2		13.8		24.7		14.2		61.6		40.6		5.8		11.4		3.4		6.9		0.0

				全体		98.3		40.1		50.2		15.5		26.8		15.7		62.8		43.1		6.0		11.9		5.1		6.9		0.0



		問１8 トイ		回答結果（％）　【n=851】 カイトウ ケッカ

						直近において増やした		現在増やしている最中である		今後増やす予定であるが、まだ取り組んでいない		増やす予定はない		その他		無回答

				大企業		10.7		8.6		27.2		48.9		4.7		0.0

				中堅企業		6.8		6.7		26.3		52.2		7.0		0.9

				その他企業		7.6		3.1		31.2		55.4		2.7		0.0

				全体		8.2		5.4		29.0		53.0		4.3		0.2





		問１９ トイ		回答結果（％）　【n=367】 カイトウ ケッカ

						地震		津波		洪水(津波以外)		土砂災害		風害		雪害		感染症(新型インフルエンザ、新型コロナ等)		火災・爆発		大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク		テロ・紛争(国内外)		他国からのミサイル攻撃		その他		無回答

				大企業		3.5		11.9		24.1		9.5		9.5		5.2		42.4		15.1		9.0		13.1		7.9		25.1		3.4

				中堅企業		7.6		21.8		24.5		7.7		6.0		8.7		36.5		14.6		9.6		23.5		9.1		12.2		3.3

				その他企業		7.1		9.6		18.4		2.1		6.8		5.4		43.0		10.6		6.9		10.6		3.7		13.4		7.9

				全体		6.2		13.2		21.4		5.4		7.3		6.2		41.2		12.8		8.1		14.4		6.1		16.2		5.6



		問２０ トイ		回答結果（％）　【n=1,034】 カイトウ ケッカ

						法令、規制等の順守義務との整合が難しい キセイ		BCPに対する経営層の意識が低い		BCPに対する現場の意識が低い		部署間の連携が難しい		サプライチェーン内での調整が難しい		同業他社との相互協力関係の構築が難しい キョウリョク コウチク		策定の費用の確保が難しい		代替オフィス等の対策費用が高い ナド		税制優遇措置等の財務手当支援が不十分 ナド		策定する人手を確保できない		重要業務の絞込みが難しい		バックアップシステムの構築が難しい		策定に必要なスキル・ノウハウがない		BCPに関する地方自治体の相談窓口がわからない		BCPに関するコンサルティング企業等の相談窓口がわからない		ガイドライン等に自組織の業種に即した例示がない		BCPの内容に関する情報が不足している		民間のBCP支援サービスが不十分		その他		無回答

				大企業		12.9		6.4		29.4		44.7		21.2		12.3		11.4		11.8		2.9		32.8		20.1		21.4		20.5		1.3		1.2		4.1		10.3		1.2		6.6		0.6

				中堅企業		16.8		8.5		39.3		35.2		14.6		7.3		11.4		10.6		2.8		32.3		14.3		22.2		24.4		1.4		0.2		4.5		13.6		0.9		6.1		0.7

				その他企業		17.5		3.2		21.8		24.5		13.6		10.3		10.2		14.9		3.3		29.0		15.3		23.5		19.6		2.1		1.1		3.9		11.0		2.0		7.9		0.8

				全体		16.2		5.3		28.2		32.1		15.7		10.0		10.8		13.1		3.1		30.8		16.2		22.7		21.1		1.7		0.9		4.1		11.5		1.5		7.1		0.8

		問２１ トイ		回答結果（％）　【n=1,034】 カイトウ ケッカ

						顧客		仕入先		外部委託事業者		保守業者		派遣会社		ビル管理会社		同業他社 ドウギョウ タシャ		加盟業界団体		地域組織（消防団、町会など）		地方公共団体		自組織及び自組織のグループ会社 オヨ		その他		無回答

				大企業		78.8		58.9		48.5		28.7		15.9		27.4		10.6		15.7		14.7		19.1		57.9		2.0		0.0

				中堅企業		70.3		47.2		38.5		18.0		11.9		16.2		7.1		8.7		12.2		17.5		47.9		3.1		1.1

				その他企業		70.8		43.7		46.9		28.3		9.7		17.6		12.0		14.3		9.9		20.2		45.9		1.5		0.4

				全体		72.6		48.2		45.1		25.7		11.7		19.6		10.4		13.2		11.6		19.2		49.3		2.0		0.5



		問２２ トイ		回答結果（％）　【n=174】 カイトウ ケッカ

						法令等による規定・規制がない キセイ		国や地方自治体の入札要件にない ヨウケン		優遇措置がない		業界団体の要請がない		親会社・グループ会社の要請がない		株主の要請がない		金融機関からの要請がない		取引先や顧客からの要請がない		策定に必要なスキルやノウハウがない		策定費用が確保できない		策定する人材が確保できない		BCPは重要と考えていない		国、地方自治体、業界団体のガイドライン等が自組織に即していない		策定に際して適切な相談ができる先・関係者がわからない		過去に災害、事故の経験等がない ナド		策定後の効果が不明		その他		無回答

				大企業		46.5		0.0		0.0		0.0		17.1		0.0		0.0		0.0		42.2		8.3		58.0		8.3		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

				中堅企業		25.6		2.7		9.9		6.2		16.7		5.9		5.8		8.4		39.8		18.2		46.6		8.5		3.8		14.7		5.4		24.5		7.8		0.0

				その他企業		10.5		4.0		3.5		3.5		20.9		9.7		4.5		9.2		33.6		14.9		39.8		7.9		1.1		15.5		18.3		23.4		11.9		0.8

				全体		15.7		3.5		5.1		4.2		19.6		8.3		4.7		8.8		35.5		15.6		42.2		8.0		1.8		14.8		14.2		23.1		10.5		0.6

		問２３ トイ		回答結果（％）　【n=174】 カイトウ ケッカ

						法令等の規定・規制 キセイ		国や地方自治体の入札要件化		業界団体の要請		親会社・グループ会社の要請		株主の要請		金融機関からの要請		取引先や顧客からの要請		企業イメージ向上につながる		策定にかかった経費への優遇措置（BCPローン、格付融資等)の存在		策定する人材の確保		経営層の判断や指示		国、地方自治体、業界団体のガイドライン等の充実		講習会・セミナー・ホームページ等における策定効果の情報入手		相談しやすい窓口の確保		自社の災害、事故の経験等からの必要性 ナド		取引先企業の被災による影響等からの必要性 トリヒキ サキ キギョウ ヒサイ エイキョウ ナド ヒツヨウセイ		その他		無回答

				大企業		63.5		8.6		0.0		25.2		15.8		7.7		8.1		0.0		21.5		54.5		53.9		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		8.3		0.0

				中堅企業		47.7		4.9		5.8		22.2		9.0		9.4		10.9		4.9		12.1		39.6		34.5		15.0		14.4		18.9		13.3		4.4		2.6		1.3

				その他企業		35.7		3.4		8.9		32.3		17.4		5.6		10.0		2.3		5.6		37.8		20.1		12.3		4.0		13.0		11.3		4.0		5.7		2.7

				全体		39.8		4.0		7.8		29.3		15.0		6.7		10.2		3.0		7.8		38.7		25.0		12.7		6.7		14.3		11.5		4.0		4.9		2.3



		問２４ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						直接被害を受けた		間接被害を受けた		直接、間接被害の両方を受けた		被害を受けていない		不明		無回答

				大企業		32.0		18.5		15.1		32.3		2.0		0.0

				中堅企業		20.0		21.6		10.6		44.2		3.7		0.0

				その他企業		13.5		19.5		4.9		58.1		3.8		0.2

				全体		18.3		20.0		8.1		50.0		3.5		0.1

		問２５ トイ		回答結果（％）　【n=1,034】 カイトウ ケッカ

						とても役に立った		少しは役に立ったと思う		全く役に立たなかった		役に立ったか不明		その他		無回答

				大企業		21.0		41.4		1.6		19.8		14.9		1.3

				中堅企業		12.0		43.9		0.6		29.2		13.2		1.1

				その他企業		13.8		35.4		1.7		33.4		13.9		1.8

				全体		15.1		39.1		1.4		29.1		13.9		1.5

		問２６ トイ		回答結果（％）　【n=14】 カイトウ ケッカ

						BCPの内容が不十分だった		BCPの内容が社内に浸透していなかった		BCPで想定した被害と異なる被害と遭遇		BCP実行の訓練が出来ていなかった		発生した災害、トラブルへの備えが出来ていなかった		その他		無回答

				大企業		14.4		0.0		56.8		14.4		28.8		14.4		0.0

				中堅企業		50.0		0.0		0.0		50.0		0.0		50.0		0.0

				その他企業		0.0		20.8		56.9		0.0		22.3		0.0		0.0

				全体		9.8		12.8		50.1		9.8		21.4		9.8		0.0

		問２７ トイ		回答結果（％）　【n=946】 カイトウ ケッカ

						貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し		非常用発電機の購入		安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		社員とその家族の安全確保		防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入 トキ ユウセン		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		自社製品の輸送手段確保		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設 ソウセツ		BCP策定・見直し		その他		特になし		無回答

				大企業		36.2		47.2		45.9		21.6		57.5		40.3		49.3		20.2		20.8		39.4		13.3		12.5		10.8		7.4		46.3		6.5		34.7		2.0		4.8		4.8

				中堅企業		28.5		35.2		32.9		8.7		37.7		30.4		45.9		6.9		11.3		23.5		6.2		8.5		5.7		3.3		35.5		5.9		19.9		1.9		10.9		4.2

				その他企業		28.8		30.7		31.8		15.8		28.5		28.6		37.5		10.9		15.3		17.7		11.5		2.2		6.7		5.0		27.6		3.1		19.6		2.9		12.1		3.0

				全体		30.4		35.9		35.3		14.8		37.9		31.8		42.8		11.7		15.2		24.4		10.2		6.6		7.3		5.0		34.3		4.7		23.1		2.4		10.1		3.8

		問２８ トイ		回答結果（％）　【n=946】 カイトウ ケッカ

						貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し		非常用発電機の購入		安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		社員とその家族の安全確保		防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入 トキ ユウセン		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		自社製品の輸送手段確保		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設 ソウセツ		BCP策定・見直し		その他		特になし		無回答

				大企業		45.8		48.3		65.8		38.2		57.3		45.7		49.9		38.9		29.4		43.0		18.3		20.8		12.8		14.5		57.3		12.8		50.8		1.7		5.9		4.9

				中堅企業		30.5		35.7		50.4		16.9		43.2		35.8		40.3		11.9		15.0		23.7		6.1		11.2		4.2		3.0		39.9		5.8		27.9		0.6		10.2		6.2

				その他企業		33.1		33.4		51.3		25.1		37.5		35.3		34.6		16.6		24.1		24.8		14.0		5.9		6.3		7.4		40.2		6.9		33.0		2.2		8.9		6.0

				全体		35.1		37.5		54.2		25.4		43.7		37.8		39.8		20.1		22.3		28.5		12.4		10.9		7.1		7.5		43.9		7.9		35.3		1.5		8.6		5.8

		問２９ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し		非常用発電機の購入		安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		社員とその家族の安全確保		防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入 トキ ユウセン		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		自社製品の輸送手段確保		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設 ソウセツ		BCP策定・見直し		その他		特になし		無回答

				大企業		56.0		49.2		56.5		37.7		49.6		48.5		52.0		34.1		28.5		38.7		24.7		32.5		19.5		18.9		60.2		23.7		61.2		1.2		3.4		2.4

				中堅企業		47.7		44.1		51.5		21.1		38.7		39.0		51.9		14.6		17.1		23.8		11.7		18.1		5.9		7.3		44.4		13.7		43.9		0.5		3.8		3.5

				その他企業		50.2		46.4		47.6		24.4		34.0		39.2		50.7		15.6		18.3		20.9		13.9		15.6		7.4		8.6		42.8		14.2		43.6		1.2		6.1		2.5

				全体		50.4		46.2		50.1		25.6		37.8		40.6		51.2		18.2		19.6		24.5		14.9		19.0		8.8		9.9		46.0		15.5		46.5		1.0		5.0		2.8

		問３０ー１ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						自社の組織力を活かした周辺住民の救助活動支援		炊き出し、清掃活動等への参加		場所の提供（自社の施設、土地等）		物資の提供（自社の資機材又は製品・サービス等）		帰宅困難者の受入れ		その他		現地活動を行ったことがない		無回答

				大企業		9.5		13.7		10.4		32.0		6.1		6.8		50.1		0.6

				中堅企業		6.2		9.5		5.9		23.5		3.2		5.5		59.7		0.9

				その他企業		3.1		3.4		4.5		12.2		2.2		3.7		76.7		1.5

				全体 ゼンタイ		5.0		6.8		5.8		18.6		3.1		4.7		67.6		1.2

		問３０ー２ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						金銭的支援		被災地への従業員の派遣・ボランティア活動の支援（ボランティア休暇等）		場所の提供（自社の施設、土地等）		物資の提供（自社の資機材又は製品・サービス等）		被災地の同業他社との連携		その他		被災地外から活動を行ったことがない		無回答

				大企業		66.2		26.5		3.4		39.1		9.8		4.0		14.1		0.3

				中堅企業		43.7		16.4		2.2		24.5		6.1		1.9		32.5		0.5

				その他企業		35.8		7.0		1.9		16.3		5.6		3.3		48.5		1.3

				全体 ゼンタイ		42.9		12.8		2.2		22.2		6.4		3.0		38.5		0.9

		問３１ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						旧耐震基準		新耐震基準		新旧耐震基準両方		無回答

				大企業		8.5		57.5		33.8		0.2

				中堅企業		10.4		64.3		24.7		0.6

				その他企業		12.9		70.4		16.1		0.5

				全体 ゼンタイ		11.5		66.6		21.4		0.5





		問３１ー１ トイ		回答結果（％）　【n=196】 カイトウ ケッカ

						充足		不足		無回答

				大企業		59.6		40.4		0.0

				中堅企業		51.2		47.4		1.4

				その他企業		57.3		41.8		0.9

				全体 ゼンタイ		56.0		43.1		0.9



		問３１ー２ トイ		回答結果（％）　【n=82】 カイトウ ケッカ

						あり		なし		無回答

				大企業		67.2		32.8		0.0

				中堅企業		37.8		62.2		0.0

				その他企業		32.9		67.1		0.0

				全体 ゼンタイ		38.1		61.9		0.0



		問３１ー３ トイ		回答結果（％）　【n=1,167】 カイトウ ケッカ

						充足		不足		無回答

				大企業		96.3		3.0		0.7

				中堅企業		92.6		7.1		0.3

				その他企業		92.6		6.5		0.9

				全体 ゼンタイ		93.1		6.2		0.7



		問３１ー４ トイ		回答結果（％）　【n=63】 カイトウ ケッカ

						あり		なし		無回答

				大企業		69.1		20.9		10.0

				中堅企業		49.4		50.6		0.0

				その他企業		45.6		50.4		3.9

				全体 ゼンタイ		48.4		48.5		3.1



		問３１ー５ トイ		回答結果（％）　【n=455】 カイトウ ケッカ

						充足		不足		片方不足		無回答

				大企業		61.8		10.5		26.7		1.0

				中堅企業		51.5		18.2		29.0		1.3

				その他企業		54.1		13.7		29.1		3.1

				全体 ゼンタイ		55.2		14.4		28.5		2.0



		問３１ー６ トイ		回答結果（％）　【n=187】 カイトウ ケッカ

						あり		なし		無回答

				大企業		66.7		31.9		1.4

				中堅企業		67.3		30.2		2.5

				その他企業		55.6		44.4		0.0

				全体 ゼンタイ		62.3		36.5		1.2



		問３２ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						行っている		設備機器のみ行っている		オフィス機器のみ行っている		行っていない		無回答

				大企業		72.9		11.0		3.9		12.1		0.2

				中堅企業		52.5		12.7		8.2		26.4		0.2

				その他企業		53.6		15.4		6.3		24.0		0.7

				全体 ゼンタイ		56.3		14.0		6.5		22.8		0.4



		問３２ー１ トイ		回答結果（％）　【n=728】 カイトウ ケッカ

						あり		なし		無回答

				大企業		42.1		57.3		0.6

				中堅企業		44.5		54.5		1.0

				その他企業		34.3		62.6		3.1

				全体 ゼンタイ		38.3		59.5		2.2



		問３３ー１ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						あり（1、2日分）		あり（3日分以上）		なし		無回答

				大企業		26.8		66.5		6.8		0.0

				中堅企業		32.8		41.4		25.7		0.0

				その他企業		30.5		46.4		22.7		0.4

				全体 ゼンタイ		30.6		48.1		21.1		0.2





		問３３ー２ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						あり（1、2日分）		あり（3日分以上）		なし		無回答

				大企業		26.8		65.4		7.9		0.0

				中堅企業		29.4		40.3		30.4		0.0

				その他企業		28.6		43.2		27.8		0.4

				全体 ゼンタイ		28.5		45.8		25.4		0.2



		問３３ー３ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						あり（1、2日分）		あり（3日分以上）		なし		無回答

				大企業		31.9		50.2		17.9		0.0

				中堅企業		26.1		27.0		46.8		0.0

				その他企業		23.9		30.2		45.6		0.4

				全体 ゼンタイ		25.8		32.4		41.6		0.2



		問３３ー４ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						あり		なし		無回答

				大企業		71.2		28.8		0.0

				中堅企業		44.0		56.0		0.0

				その他企業		45.0		54.5		0.4

				全体 ゼンタイ		48.9		50.9		0.2



		問３４ トイ		回答結果（％）　【n=1,530】 カイトウ ケッカ

						従業員分に加えて余分に備蓄している		従業員以外の帰宅困難者用の備蓄は用意していない		無回答

				大企業		33.9		65.7		0.4

				中堅企業		23.9		75.9		0.2

				その他企業		28.0		71.5		0.5

				全体 ゼンタイ		28.0		71.6		0.4



		問３５ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						している		現在検討中		していない		無回答

				大企業		84.2		11.6		4.2		0.0

				中堅企業		61.6		30.0		8.5		0.0

				その他企業		61.6		22.4		15.5		0.5

				全体 ゼンタイ		65.1		22.9		11.7		0.3



		問３６ トイ		回答結果（％）　【n=1,649】 カイトウ ケッカ

						計画休業		被災可能性のある拠点への柔軟な対応を認める伝達		テレワークの活用		オンラインを活用した意思決定の仕組み導入		ICTツール(SNS等)の活用		時差通勤		執務場所の分散		交代勤務制の導入 コウタイダイ		その他		無回答

				大企業		34.6		20.6		87.6		50.1		37.0		69.4		28.0		17.9		2.8		1.1

				中堅企業		30.5		22.7		62.9		38.4		30.6		51.2		17.1		20.1		3.7		3.0

				その他企業		28.0		11.8		70.6		35.5		26.7		53.0		12.2		18.3		3.0		1.6

				全体 ゼンタイ		29.9		16.6		71.2		38.9		29.6		55.3		16.3		18.8		3.2		1.9



		問３７ トイ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						している		現在検討中		していない		無回答

				大企業		89.9		6.6		3.4		0.1

				中堅企業		69.6		16.5		12.6		1.3

				その他企業		68.8		13.4		16.8		1.0

				全体 ゼンタイ		72.4		13.2		13.5		0.9

		最後に サイゴ		回答結果（％）　【n=1,826】 カイトウ ケッカ

						協力できる		協力できるかもしれない		協力できない		無回答

				大企業		13.2		22.0		62.0		2.7

				中堅企業		8.6		20.1		68.2		3.0

				その他企業		7.5		17.3		72.0		3.2

				全体 ゼンタイ		8.7		18.8		69.4		3.1

				回答結果（％）　【n=1,651】 カイトウ ケッカ

						農業・林業・漁業		鉱業		建設業		製造業		電気・ガス・熱供給業・水道業		情報通信業		運輸業・郵便業		卸売業		小売業		金融・保険業		不動産業・物品賃貸業		学術研究、専門・技術サービス業		宿泊業、飲食サービス業		生活関連サービス業、娯楽業		教育・学習支援		医療、福祉		複合サービス業		サービス業		その他		無回答

				大企業		0.2		0.1		5.5		38.7		0.7		5.9		4.2		14.7		7.8		7.0		3.1		4.5		2.9		1.8		0.3		0.3		0.0		2.2		0.0		0.0

				中堅企業		0.0		0.0		1.0		7.9		0.0		2.4		1.2		14.3		29.9		0.2		0.7		7.3		8.9		8.2		1.7		2.8		0.0		13.5		0.0		0.0

				その他企業		0.8		0.4		5.6		30.1		1.9		12.0		6.0		10.1		2.1		6.7		10.8		5.7		1.5		2.9		0.5		0.5		0.0		2.3		0.0		0.0

				全体 ゼンタイ		0.5		0.2		4.2		24.8		1.1		8.1		4.3		12.1		11.3		4.8		6.6		6.0		3.9		4.3		0.8		1.2		0.0		5.7		0.0		0.0



				回答結果（％）　【n=1,651】 カイトウ ケッカ

						大企業		中堅企業		その他企業		無回答

				大企業		100.0		0.0		0.0		0.0

				中堅企業		0.0		100.0		0.0		0.0

				その他企業		0.0		0.0		100.0		0.0

				全体 ゼンタイ		15.6		30.0		54.4		0.0





&"ＭＳ ゴシック,標準"&9- &P+0 -	




問1

		回答結果（％）　【n=1,826】

				農業・林業・漁業		鉱業		建設業		製造業		電気・ガス・熱供給業・水道業		情報通信業		運輸業・郵便業		卸売業		小売業		金融・保険業		不動産業、物品賃貸業		学術研究、専門・技術サービス業		宿泊業、飲食サービス業		生活関連サービス業、娯楽業		教育、学習支援業		医療、福祉		複合サービス事業		サービス業		その他		無回答

		大企業		0.2		0.3		6.1		42.0		1.4		5.5		3.5		10.9		7.5		8.4		3.0		0.5		2.2		0.6		0.3		0.3		0.5		4.0		2.8		0.0

		中堅企業		0.2		0.0		2.3		13.0		0.3		4.4		1.4		12.2		22.6		0.4		0.7		4.1		6.3		4.5		1.7		3.3		1.1		18.5		2.7		0.3

		その他企業		0.6		0.5		5.7		27.2		3.5		11.2		3.9		7.6		2.3		7.9		11.5		2.1		1.0		2.2		0.4		0.8		0.4		5.7		5.3		0.1

		全体		0.4		0.3		4.6		26.4		1.8		7.0		2.9		10.1		10.8		5.5		5.2		2.3		3.2		2.6		0.9		1.6		0.7		9.7		3.6		0.1



大企業	

農業・林業・漁業	鉱業	建設業	製造業	電気・ガス・熱供給業・水道業	情報通信業	運輸業・郵便業	卸売業	小売業	金融・保険業	不動産業、物品賃貸業	学術研究、専門・技術サービス業	宿泊業、飲食サービス業	生活関連サービス業、娯楽業	教育、学習支援業	医療、福祉	複合サービス事業	サービス業	その他	無回答	0.2	0.3	6.1	42	1.4	5.5	3.5	10.9	7.5	8.4	3	0.5	2.2000000000000002	0.6	0.3	0.3	0.5	4	2.8	0	中堅企業	

農業・林業・漁業	鉱業	建設業	製造業	電気・ガス・熱供給業・水道業	情報通信業	運輸業・郵便業	卸売業	小売業	金融・保険業	不動産業、物品賃貸業	学術研究、専門・技術サービス業	宿泊業、飲食サービス業	生活関連サービス業、娯楽業	教育、学習支援業	医療、福祉	複合サービス事業	サービス業	その他	無回答	0.2	0	2.2999999999999998	13	0.3	4.4000000000000004	1.4	12.2	22.6	0.4	0.7	4.0999999999999996	6.3	4.5	1.7	3.3	1.1000000000000001	18.5	2.7	0.3	その他企業	

農業・林業・漁業	鉱業	建設業	製造業	電気・ガス・熱供給業・水道業	情報通信業	運輸業・郵便業	卸売業	小売業	金融・保険業	不動産業、物品賃貸業	学術研究、専門・技術サービス業	宿泊業、飲食サービス業	生活関連サービス業、娯楽業	教育、学習支援業	医療、福祉	複合サービス事業	サービス業	その他	無回答	0.6	0.5	5.7	27.2	3.5	11.2	3.9	7.6	2.2999999999999998	7.9	11.5	2.1	1	2.2000000000000002	0.4	0.8	0.4	5.7	5.3	0.1	全体	

農業・林業・漁業	鉱業	建設業	製造業	電気・ガス・熱供給業・水道業	情報通信業	運輸業・郵便業	卸売業	小売業	金融・保険業	不動産業、物品賃貸業	学術研究、専門・技術サービス業	宿泊業、飲食サービス業	生活関連サービス業、娯楽業	教育、学習支援業	医療、福祉	複合サービス事業	サービス業	その他	無回答	0.4	0.3	4.5999999999999996	26.4	1.8	7	2.9	10.1	10.8	5.5	5.2	2.2999999999999998	3.2	2.6	0.9	1.6	0.7	9.6999999999999993	3.6	0.1	

問2

		回答結果（％）　【n=1,826】

				5,000万円以下		5,000万円超～1億円以下		1億円超～3億円以下		3億円超～10億円未満		10億円以上		無回答

		大企業		0.3		2.9		1.9		1.8		93.1		0.0

		中堅企業		6.6		48.4		16.5		26.9		1.7		0.0

		その他企業		6.3		11.7		40.0		25.1		16.0		0.9

		全体		5.4		20.9		27.2		21.9		24.0		0.5



大企業	

5,000万円以下	5,000万円超～1億円以下	1億円超～3億円以下	3億円超～10億円未満	10億円以上	無回答	0.3	2.9	1.9	1.8	93.1	0	中堅企業	

5,000万円以下	5,000万円超～1億円以下	1億円超～3億円以下	3億円超～10億円未満	10億円以上	無回答	6.6	48.4	16.5	26.9	1.7	0	その他企業	

5,000万円以下	5,000万円超～1億円以下	1億円超～3億円以下	3億円超～10億円未満	10億円以上	無回答	6.3	11.7	40	25.1	16	0.9	全体	

5,000万円以下	5,000万円超～1億円以下	1億円超～3億円以下	3億円超～10億円未満	10億円以上	無回答	5.4	20.9	27.2	21.9	24	0.5	

問3

		回答結果（％）　【n=1,826】

				5億円未満		5億円以上～10億円未満		10億円以上～100億円未満		100億円以上～500億円未満		500億円以上～1,000億円未満		1,000億円以上		無回答

		大企業		0.2		0.0		7.5		36.5		18.2		36.6		1.1

		中堅企業		4.9		5.0		44.0		35.5		6.3		3.8		0.5

		その他企業		21.2		10.6		45.9		15.0		2.3		3.1		1.8

		全体		13.2		7.3		39.3		24.3		6.0		8.6		1.3



大企業	

5億円未満	5億円以上～10億円未満	10億円以上～100億円未満	100億円以上～500億円未満	500億円以上～1,000億円未満	1,000億円以上	無回答	0.2	0	7.5	36.5	18.2	36.6	1.1000000000000001	中堅企業	

5億円未満	5億円以上～10億円未満	10億円以上～100億円未満	100億円以上～500億円未満	500億円以上～1,000億円未満	1,000億円以上	無回答	4.9000000000000004	5	44	35.5	6.3	3.8	0.5	その他企業	

5億円未満	5億円以上～10億円未満	10億円以上～100億円未満	100億円以上～500億円未満	500億円以上～1,000億円未満	1,000億円以上	無回答	21.2	10.6	45.9	15	2.2999999999999998	3.1	1.8	全体	

5億円未満	5億円以上～10億円未満	10億円以上～100億円未満	100億円以上～500億円未満	500億円以上～1,000億円未満	1,000億円以上	無回答	13.2	7.3	39.299999999999997	24.3	6	8.6	1.3	

問4

		回答結果（％）　【n=1,826】

				25人以下		26人～50人		51人～100人		101人～300人		301人～500人		501人～1,000人		1,001人～5,000人		5,001人～10,000人		10,001人～20,000人		20,001人以上		無回答

		大企業		0.2		0.1		0.3		10.0		15.4		27.3		33.0		5.7		3.6		4.2		0.0

		中堅企業		1.0		1.5		6.9		38.7		17.9		17.9		13.5		1.8		0.5		0.4		0.0

		その他企業		31.4		13.9		20.3		22.9		5.2		3.5		1.6		0.0		0.3		0.5		0.4

		全体		17.7		8.2		13.3		25.4		10.5		11.4		10.0		1.4		0.9		1.1		0.2



大企業	

25人以下	26人～50人	51人～100人	101人～300人	301人～500人	501人～1,000人	1,001人～5,000人	5,001人～10,000人	10,001人～20,000人	20,001人以上	無回答	0.2	0.1	0.3	10	15.4	27.3	33	5.7	3.6	4.2	0	中堅企業	

25人以下	26人～50人	51人～100人	101人～300人	301人～500人	501人～1,000人	1,001人～5,000人	5,001人～10,000人	10,001人～20,000人	20,001人以上	無回答	1	1.5	6.9	38.700000000000003	17.899999999999999	17.899999999999999	13.5	1.8	0.5	0.4	0	その他企業	

25人以下	26人～50人	51人～100人	101人～300人	301人～500人	501人～1,000人	1,001人～5,000人	5,001人～10,000人	10,001人～20,000人	20,001人以上	無回答	31.4	13.9	20.3	22.9	5.2	3.5	1.6	0	0.3	0.5	0.4	全体	

25人以下	26人～50人	51人～100人	101人～300人	301人～500人	501人～1,000人	1,001人～5,000人	5,001人～10,000人	10,001人～20,000人	20,001人以上	無回答	17.7	8.1999999999999993	13.3	25.4	10.5	11.4	10	1.4	0.9	1.1000000000000001	0.2	

問5

		回答結果（％）　【n=1,826】

				上場している		上場していない		無回答

		大企業		52.2		47.8		0.0

		中堅企業		7.5		92.5		0.0

		その他企業		8.8		90.9		0.3

		全体		15.3		84.6		0.2



大企業	

上場している	上場していない	無回答	52.2	47.8	0	中堅企業	

上場している	上場していない	無回答	7.5	92.5	0	その他企業	

上場している	上場していない	無回答	8.8000000000000007	90.9	0.3	全体	

上場している	上場していない	無回答	15.3	84.6	0.2	

問6

		回答結果（％）　【n=1,826】

				所在している		所在していない		わからない		無回答

		大企業		38.9		53.3		7.3		0.5

		中堅企業		38.7		46.2		14.8		0.4

		その他企業		33.7		46.9		18.9		0.5

		全体		36.0		47.7		15.9		0.4



大企業	

所在している	所在していない	わからない	無回答	38.9	53.3	7.3	0.5	中堅企業	

所在している	所在していない	わからない	無回答	38.700000000000003	46.2	14.8	0.4	その他企業	

所在している	所在していない	わからない	無回答	33.700000000000003	46.9	18.899999999999999	0.5	全体	

所在している	所在していない	わからない	無回答	36	47.7	15.9	0.4	

問7

		回答結果（％）　【n=1,826】

				行っている		現在検討中		行っていない		無回答

		大企業		88.6		10.5		0.5		0.3

		中堅企業		63.4		28.6		7.4		0.7

		その他企業		61.4		24.0		14.3		0.3

		全体		66.3		23.2		10.1		0.4



大企業	

行っている	現在検討中	行っていない	無回答	88.6	10.5	0.5	0.3	中堅企業	

行っている	現在検討中	行っていない	無回答	63.4	28.6	7.4	0.7	その他企業	

行っている	現在検討中	行っていない	無回答	61.4	24	14.3	0.3	全体	

行っている	現在検討中	行っていない	無回答	66.3	23.2	10.1	0.4	

問7-1

		回答結果（％）　【n=135】

				取組時間・人員（専門家含む）の不足		知識・情報不足		経営層の認識不足		業務を実施する中で、これまでリスクを想定してこなかった		リスクについて考えても仕方がない		マネジメントの方法自体が分からない		その他		無回答

		大企業		66.7		35.9		30.8		0.0		33.3		0.0		0.0		0.0

		中堅企業		57.1		53.7		14.1		46.1		10.6		10.1		9.0		0.0

		その他企業		49.4		45.2		16.7		28.6		8.3		13.6		10.3		4.7

		全体		51.2		46.9		16.3		32.1		9.0		12.8		10.0		3.7





大企業	

取組時間・人員（専門家含む）の不足	知識・情報不足	経営層の認識不足	業務を実施する中で、これまでリスクを想定してこなかった	リスクについて考えても仕方がない	マネジメントの方法自体が分からない	その他	無回答	66.7	35.9	30.8	0	33.299999999999997	0	0	0	中堅企業	

取組時間・人員（専門家含む）の不足	知識・情報不足	経営層の認識不足	業務を実施する中で、これまでリスクを想定してこなかった	リスクについて考えても仕方がない	マネジメントの方法自体が分からない	その他	無回答	57.1	53.7	14.1	46.1	10.6	10.1	9	0	その他企業	

取組時間・人員（専門家含む）の不足	知識・情報不足	経営層の認識不足	業務を実施する中で、これまでリスクを想定してこなかった	リスクについて考えても仕方がない	マネジメントの方法自体が分からない	その他	無回答	49.4	45.2	16.7	28.6	8.3000000000000007	13.6	10.3	4.7	全体	

取組時間・人員（専門家含む）の不足	知識・情報不足	経営層の認識不足	業務を実施する中で、これまでリスクを想定してこなかった	リスクについて考えても仕方がない	マネジメントの方法自体が分からない	その他	無回答	51.2	46.9	16.3	32.1	9	12.8	10	3.7	



問8

		回答結果（％）　【n=1,683】

				地震		津波		洪水(津波以外)		土砂災害		風害		雪害		感染症(新型インフルエンザ、新型コロナ等)		火災・爆発		大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク		テロ・紛争(国内外)		他国からのミサイル攻撃		インフラ(道路等の交通インフラ)の途絶		インフラ(水道、ガス等)の途絶		通信(インターネット・電話)の途絶		外部委託先のサーバー・データセンター等情報システムの停止		取引先企業の倒産・事業中断		物流網の断絶による仕入品の欠品		経営幹部の突然の喪失		テレワーク等による従業員とのコミュニケーション不足		リスクを特定していない		その他		無回答

		大企業		95.0		52.6		58.0		28.3		33.7		25.0		75.3		63.2		16.8		21.0		13.1		40.0		37.3		59.1		45.5		32.8		30.7		10.9		9.9		0.8		3.4		3.2

		中堅企業		92.1		40.4		47.8		19.7		23.4		23.6		69.4		51.5		5.7		9.7		5.0		27.1		27.7		46.5		26.6		22.5		17.5		8.1		7.1		1.4		2.3		2.0

		その他企業		89.8		31.9		41.9		13.6		22.5		18.4		62.8		51.6		9.1		13.1		5.9		27.0		28.0		45.4		26.5		17.6		12.7		6.7		6.1		0.2		2.2		4.4

		全体		91.4		38.1		46.5		18.0		24.7		21.1		66.9		53.6		9.4		13.5		6.9		29.3		29.5		48.1		29.8		21.7		17.3		7.9		7.0		0.6		2.5		3.5



大企業	

地震	津波	洪水(津波以外)	土砂災害	風害	雪害	感染症(新型インフルエンザ、新型コロナ等)	火災・爆発	大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク	テロ・紛争(国内外)	他国からのミサイル攻撃	インフラ(道路等の交通インフラ)の途絶	インフラ(水道、ガス等)の途絶	通信(インターネット・電話)の途絶	外部委託先のサーバー・データセンター等情報システムの停止	取引先企業の倒産・事業中断	物流網の断絶による仕入品の欠品	経営幹部の突然の喪失	テレワーク等による従業員とのコミュニケーション不足	リスクを特定していない	その他	無回答	95	52.6	58	28.3	33.700000000000003	25	75.3	63.2	16.8	21	13.1	40	37.299999999999997	59.1	45.5	32.799999999999997	30.7	10.9	9.9	0.8	3.4	3.2	中堅企業	

地震	津波	洪水(津波以外)	土砂災害	風害	雪害	感染症(新型インフルエンザ、新型コロナ等)	火災・爆発	大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク	テロ・紛争(国内外)	他国からのミサイル攻撃	インフラ(道路等の交通インフラ)の途絶	インフラ(水道、ガス等)の途絶	通信(インターネット・電話)の途絶	外部委託先のサーバー・データセンター等情報システムの停止	取引先企業の倒産・事業中断	物流網の断絶による仕入品の欠品	経営幹部の突然の喪失	テレワーク等による従業員とのコミュニケーション不足	リスクを特定していない	その他	無回答	92.1	40.4	47.8	19.7	23.4	23.6	69.400000000000006	51.5	5.7	9.6999999999999993	5	27.1	27.7	46.5	26.6	22.5	17.5	8.1	7.1	1.4	2.2999999999999998	2	その他企業	

地震	津波	洪水(津波以外)	土砂災害	風害	雪害	感染症(新型インフルエンザ、新型コロナ等)	火災・爆発	大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク	テロ・紛争(国内外)	他国からのミサイル攻撃	インフラ(道路等の交通インフラ)の途絶	インフラ(水道、ガス等)の途絶	通信(インターネット・電話)の途絶	外部委託先のサーバー・データセンター等情報システムの停止	取引先企業の倒産・事業中断	物流網の断絶による仕入品の欠品	経営幹部の突然の喪失	テレワーク等による従業員とのコミュニケーション不足	リスクを特定していない	その他	無回答	89.8	31.9	41.9	13.6	22.5	18.399999999999999	62.8	51.6	9.1	13.1	5.9	27	28	45.4	26.5	17.600000000000001	12.7	6.7	6.1	0.2	2.2000000000000002	4.4000000000000004	全体	

地震	津波	洪水(津波以外)	土砂災害	風害	雪害	感染症(新型インフルエンザ、新型コロナ等)	火災・爆発	大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク	テロ・紛争(国内外)	他国からのミサイル攻撃	インフラ(道路等の交通インフラ)の途絶	インフラ(水道、ガス等)の途絶	通信(インターネット・電話)の途絶	外部委託先のサーバー・データセンター等情報システムの停止	取引先企業の倒産・事業中断	物流網の断絶による仕入品の欠品	経営幹部の突然の喪失	テレワーク等による従業員とのコミュニケーション不足	リスクを特定していない	その他	無回答	91.4	38.1	46.5	18	24.7	21.1	66.900000000000006	53.6	9.4	13.5	6.9	29.3	29.5	48.1	29.8	21.7	17.3	7.9	7	0.6	2.5	3.5	

問8-1

		回答結果（％）　【n=1,303】

				している		現在検討中		していない		無回答

		大企業		76.9		16.7		3.4		3.0

		中堅企業		59.7		29.4		8.6		2.3

		その他企業		64.4		19.6		13.5		2.5

		全体		65.7		21.7		10.0		2.5



大企業	

している	現在検討中	していない	無回答	76.900000000000006	16.7	3.4	3	中堅企業	

している	現在検討中	していない	無回答	59.7	29.4	8.6	2.2999999999999998	その他企業	

している	現在検討中	していない	無回答	64.400000000000006	19.600000000000001	13.5	2.5	全体	

している	現在検討中	していない	無回答	65.7	21.7	10	2.5	

問9

		回答結果（％）　【n=1,683】

				従業員や、店舗内等にいる顧客の安全を守る		供給責任を果たし、顧客からの信用を守る		自社・グループ企業内の経営を維持する		取引先との関係性を維持する		取引先等を支援する		従業員の雇用を守る		地域経済の活力を守る		地域の復旧に貢献する		その他		無回答

		大企業		98.2		77.8		79.1		54.3		39.4		57.5		26.6		46.8		1.4		0.4

		中堅企業		96.2		60.5		61.1		37.9		25.6		57.9		18.0		34.3		0.7		0.4

		その他企業		93.4		63.1		58.2		41.3		20.6		47.4		18.7		31.6		0.9		0.3

		全体		95.1		64.9		62.7		42.5		25.4		52.3		19.9		35.1		0.9		0.4



大企業	

従業員や、店舗内等にいる顧客の安全を守る	供給責任を果たし、顧客からの信用を守る	自社・グループ企業内の経営を維持する	取引先との関係性を維持する	取引先等を支援する	従業員の雇用を守る	地域経済の活力を守る	地域の復旧に貢献する	その他	無回答	98.2	77.8	79.099999999999994	54.3	39.4	57.5	26.6	46.8	1.4	0.4	中堅企業	

従業員や、店舗内等にいる顧客の安全を守る	供給責任を果たし、顧客からの信用を守る	自社・グループ企業内の経営を維持する	取引先との関係性を維持する	取引先等を支援する	従業員の雇用を守る	地域経済の活力を守る	地域の復旧に貢献する	その他	無回答	96.2	60.5	61.1	37.9	25.6	57.9	18	34.299999999999997	0.7	0.4	その他企業	

従業員や、店舗内等にいる顧客の安全を守る	供給責任を果たし、顧客からの信用を守る	自社・グループ企業内の経営を維持する	取引先との関係性を維持する	取引先等を支援する	従業員の雇用を守る	地域経済の活力を守る	地域の復旧に貢献する	その他	無回答	93.4	63.1	58.2	41.3	20.6	47.4	18.7	31.6	0.9	0.3	全体	

従業員や、店舗内等にいる顧客の安全を守る	供給責任を果たし、顧客からの信用を守る	自社・グループ企業内の経営を維持する	取引先との関係性を維持する	取引先等を支援する	従業員の雇用を守る	地域経済の活力を守る	地域の復旧に貢献する	その他	無回答	95.1	64.900000000000006	62.7	42.5	25.4	52.3	19.899999999999999	35.1	0.9	0.4	

問10

		回答結果（％）　【n=1,683】

				実施している		現在検討中		実施していない		無回答

		大企業		81.7		14.9		2.9		0.5

		中堅企業		61.3		32.0		6.5		0.2

		その他企業		63.4		30.2		5.9		0.5

		全体		66.0		28.1		5.5		0.4



大企業	

実施している	現在検討中	実施していない	無回答	81.7	14.9	2.9	0.5	中堅企業	

実施している	現在検討中	実施していない	無回答	61.3	32	6.5	0.2	その他企業	

実施している	現在検討中	実施していない	無回答	63.4	30.2	5.9	0.5	全体	

実施している	現在検討中	実施していない	無回答	66	28.1	5.5	0.4	

問10-1

		回答結果（％）　【n=1,173】

				対応マニュアルや携行資料の作成		集合研修・会議の開催		eラーニング教育の実施		訓練の実施		その他		無回答

		大企業		90.0		39.1		22.4		91.2		1.2		0.0

		中堅企業		79.8		31.9		17.6		78.8		2.0		0.6

		その他企業		74.8		29.6		14.2		82.0		1.0		0.2

		全体		79.5		32.3		16.9		83.2		1.3		0.3











大企業	

対応マニュアルや携行資料の作成	集合研修・会議の開催	eラーニング教育の実施	訓練の実施	その他	無回答	90	39.1	22.4	91.2	1.2	0	中堅企業	

対応マニュアルや携行資料の作成	集合研修・会議の開催	eラーニング教育の実施	訓練の実施	その他	無回答	79.8	31.9	17.600000000000001	78.8	2	0.6	その他企業	

対応マニュアルや携行資料の作成	集合研修・会議の開催	eラーニング教育の実施	訓練の実施	その他	無回答	74.8	29.6	14.2	82	1	0.2	全体	

対応マニュアルや携行資料の作成	集合研修・会議の開催	eラーニング教育の実施	訓練の実施	その他	無回答	79.5	32.299999999999997	16.899999999999999	83.2	1.3	0.3	

問11

		回答結果（％）　【n=1,173】

				自社従業員への取組の浸透		関係先への取組の浸透		経営層の関与		予算の確保		取組時間・人員の確保		公的機関との関係		その他		無回答

		大企業		90.9		25.5		24.7		27.7		55.5		12.9		1.0		1.1

		中堅企業		88.6		15.6		16.8		27.1		53.4		11.9		0.8		1.2

		その他企業		84.5		22.1		11.6		25.2		48.2		14.5		1.4		0.2

		全体		87.0		21.1		15.8		26.2		51.2		13.4		1.2		0.7



大企業	

自社従業員への取組の浸透	関係先への取組の浸透	経営層の関与	予算の確保	取組時間・人員の確保	公的機関との関係	その他	無回答	90.9	25.5	24.7	27.7	55.5	12.9	1	1.1000000000000001	中堅企業	

自社従業員への取組の浸透	関係先への取組の浸透	経営層の関与	予算の確保	取組時間・人員の確保	公的機関との関係	その他	無回答	88.6	15.6	16.8	27.1	53.4	11.9	0.8	1.2	その他企業	

自社従業員への取組の浸透	関係先への取組の浸透	経営層の関与	予算の確保	取組時間・人員の確保	公的機関との関係	その他	無回答	84.5	22.1	11.6	25.2	48.2	14.5	1.4	0.2	全体	

自社従業員への取組の浸透	関係先への取組の浸透	経営層の関与	予算の確保	取組時間・人員の確保	公的機関との関係	その他	無回答	87	21.1	15.8	26.2	51.2	13.4	1.2	0.7	



問12

		回答結果（％）　【n=1,826】

				策定済みである		策定中である		策定を予定している（検討中を含む）		予定はない		事業継続計画(BCP)とは何かを知らなかった		その他		無回答

		大企業		76.4		9.2		10.5		2.1		0.4		1.4		0.0

		中堅企業		45.5		12.1		24.5		11.3		5.7		0.8		0.0

		その他企業		45.8		11.3		19.4		14.8		6.6		2.1		0.0

		全体		50.5		11.2		19.5		11.8		5.3		1.6		0.0



大企業	

策定済みである	策定中である	策定を予定している（検討中を含む）	予定はない	事業継続計画(BCP)とは何かを知らなかった	その他	無回答	76.400000000000006	9.1999999999999993	10.5	2.1	0.4	1.4	0	中堅企業	

策定済みである	策定中である	策定を予定している（検討中を含む）	予定はない	事業継続計画(BCP)とは何かを知らなかった	その他	無回答	45.5	12.1	24.5	11.3	5.7	0.8	0	その他企業	

策定済みである	策定中である	策定を予定している（検討中を含む）	予定はない	事業継続計画(BCP)とは何かを知らなかった	その他	無回答	45.8	11.3	19.399999999999999	14.8	6.6	2.1	0	全体	

策定済みである	策定中である	策定を予定している（検討中を含む）	予定はない	事業継続計画(BCP)とは何かを知らなかった	その他	無回答	50.5	11.2	19.5	11.8	5.3	1.6	0	

問13

		回答結果（％）　【n=1,550】

				取引先の要請		業界団体の要請		株主の要請		銀行・債権者の要請		親会社・グループ会社の要請		経営陣の指示		リスクマネジメントの一環として		コンサルティング企業からの勧め		過去の災害、事故の経験		耐震診断の実施結果から		企業の社会的責任の観点から		企業イメージ向上のため		法令による優遇措置、入札条件があったから		国や自治体、業界団体のガイドライン等を見て		国や自治体、NPO、業界団体等が主催する講習会・セミナーを受講して		新聞、雑誌、書籍等を見て		その他		無回答

		大企業		4.5		0.7		1.1		0.0		10.8		7.3		42.1		0.0		15.4		0.0		13.2		0.0		0.3		1.1		0.0		0.0		0.5		3.1

		中堅企業		4.3		2.5		0.9		0.3		22.7		6.7		33.8		0.0		10.8		0.0		7.1		0.2		1.0		2.0		1.0		0.2		0.9		5.5

		その他企業		5.0		3.6		0.9		0.2		19.1		6.7		32.7		0.2		8.6		0.0		12.6		0.5		0.3		2.1		0.0		0.5		1.9		5.0

		全体		4.7		2.8		1.0		0.2		18.6		6.8		34.8		0.1		10.5		0.0		11.1		0.3		0.5		1.9		0.3		0.3		1.4		4.8



大企業	

取引先の要請	業界団体の要請	株主の要請	銀行・債権者の要請	親会社・グループ会社の要請	経営陣の指示	リスクマネジメントの一環として	コンサルティング企業からの勧め	過去の災害、事故の経験	耐震診断の実施結果から	企業の社会的責任の観点から	企業イメージ向上のため	法令による優遇措置、入札条件があったから	国や自治体、業界団体のガイドライン等を見て	国や自治体、NPO、業界団体等が主催する講習会・セミナーを受講して	新聞、雑誌、書籍等を見て	その他	無回答	4.5	0.7	1.1000000000000001	0	10.8	7.3	42.1	0	15.4	0	13.2	0	0.3	1.1000000000000001	0	0	0.5	3.1	中堅企業	

取引先の要請	業界団体の要請	株主の要請	銀行・債権者の要請	親会社・グループ会社の要請	経営陣の指示	リスクマネジメントの一環として	コンサルティング企業からの勧め	過去の災害、事故の経験	耐震診断の実施結果から	企業の社会的責任の観点から	企業イメージ向上のため	法令による優遇措置、入札条件があったから	国や自治体、業界団体のガイドライン等を見て	国や自治体、NPO、業界団体等が主催する講習会・セミナーを受講して	新聞、雑誌、書籍等を見て	その他	無回答	4.3	2.5	0.9	0.3	22.7	6.7	33.799999999999997	0	10.8	0	7.1	0.2	1	2	1	0.2	0.9	5.5	その他企業	

取引先の要請	業界団体の要請	株主の要請	銀行・債権者の要請	親会社・グループ会社の要請	経営陣の指示	リスクマネジメントの一環として	コンサルティング企業からの勧め	過去の災害、事故の経験	耐震診断の実施結果から	企業の社会的責任の観点から	企業イメージ向上のため	法令による優遇措置、入札条件があったから	国や自治体、業界団体のガイドライン等を見て	国や自治体、NPO、業界団体等が主催する講習会・セミナーを受講して	新聞、雑誌、書籍等を見て	その他	無回答	5	3.6	0.9	0.2	19.100000000000001	6.7	32.700000000000003	0.2	8.6	0	12.6	0.5	0.3	2.1	0	0.5	1.9	5	全体	

取引先の要請	業界団体の要請	株主の要請	銀行・債権者の要請	親会社・グループ会社の要請	経営陣の指示	リスクマネジメントの一環として	コンサルティング企業からの勧め	過去の災害、事故の経験	耐震診断の実施結果から	企業の社会的責任の観点から	企業イメージ向上のため	法令による優遇措置、入札条件があったから	国や自治体、業界団体のガイドライン等を見て	国や自治体、NPO、業界団体等が主催する講習会・セミナーを受講して	新聞、雑誌、書籍等を見て	その他	無回答	4.7	2.8	1	0.2	18.600000000000001	6.8	34.799999999999997	0.1	10.5	0	11.1	0.3	0.5	1.9	0.3	0.3	1.4	4.8	

問14

		回答結果（％）　【n=1,034】

				従業員の安全確保		災害対応チーム創設		水、食料等の備蓄		非常用電源・通信設備等の準備		重要業務の決定		目標復旧時間の設定		企業・組織の中枢機能の確保		意思決定者の設定等指揮命令系統		サプライチェーン維持のための方策		二次災害防止対策		情報及び情報システムの維持		資金確保		その他		無回答

		大企業		97.1		91.5		83.4		74.8		81.1		64.2		67.7		83.7		39.6		39.9		66.6		31.2		1.8		0.0

		中堅企業		96.5		78.4		77.7		51.7		65.5		41.2		52.3		69.5		22.5		25.0		52.7		19.8		0.3		0.3

		その他企業		93.6		73.9		72.7		60.7		66.8		45.3		49.2		67.1		27.4		24.4		56.7		21.8		1.3		0.0

		全体		95.2		79.3		76.5		61.7		69.9		48.7		54.4		71.7		29.0		28.3		58.0		23.5		1.2		0.1



大企業	

従業員の安全確保	災害対応チーム創設	水、食料等の備蓄	非常用電源・通信設備等の準備	重要業務の決定	目標復旧時間の設定	企業・組織の中枢機能の確保	意思決定者の設定等指揮命令系統	サプライチェーン維持のための方策	二次災害防止対策	情報及び情報システムの維持	資金確保	その他	無回答	97.1	91.5	83.4	74.8	81.099999999999994	64.2	67.7	83.7	39.6	39.9	66.599999999999994	31.2	1.8	0	中堅企業	

従業員の安全確保	災害対応チーム創設	水、食料等の備蓄	非常用電源・通信設備等の準備	重要業務の決定	目標復旧時間の設定	企業・組織の中枢機能の確保	意思決定者の設定等指揮命令系統	サプライチェーン維持のための方策	二次災害防止対策	情報及び情報システムの維持	資金確保	その他	無回答	96.5	78.400000000000006	77.7	51.7	65.5	41.2	52.3	69.5	22.5	25	52.7	19.8	0.3	0.3	その他企業	

従業員の安全確保	災害対応チーム創設	水、食料等の備蓄	非常用電源・通信設備等の準備	重要業務の決定	目標復旧時間の設定	企業・組織の中枢機能の確保	意思決定者の設定等指揮命令系統	サプライチェーン維持のための方策	二次災害防止対策	情報及び情報システムの維持	資金確保	その他	無回答	93.6	73.900000000000006	72.7	60.7	66.8	45.3	49.2	67.099999999999994	27.4	24.4	56.7	21.8	1.3	0	全体	

従業員の安全確保	災害対応チーム創設	水、食料等の備蓄	非常用電源・通信設備等の準備	重要業務の決定	目標復旧時間の設定	企業・組織の中枢機能の確保	意思決定者の設定等指揮命令系統	サプライチェーン維持のための方策	二次災害防止対策	情報及び情報システムの維持	資金確保	その他	無回答	95.2	79.3	76.5	61.7	69.900000000000006	48.7	54.4	71.7	29	28.3	58	23.5	1.2	0.1	

問15

		回答結果（％）　【n=1,034】

				毎年必ず見直している		毎年ではないが定期的に見直している		見直したことはある（不定期）		見直していない		その他		無回答

		大企業		39.3		37.3		20.1		2.5		0.9		0.0

		中堅企業		29.4		33.1		29.5		7.2		0.8		0.0

		その他企業		34.1		35.5		23.5		5.9		1.0		0.0

		全体		34.1		35.3		24.2		5.5		0.9		0.0



大企業	

毎年必ず見直している	毎年ではないが定期的に見直している	見直したことはある（不定期）	見直していない	その他	無回答	39.299999999999997	37.299999999999997	20.100000000000001	2.5	0.9	0	中堅企業	

毎年必ず見直している	毎年ではないが定期的に見直している	見直したことはある（不定期）	見直していない	その他	無回答	29.4	33.1	29.5	7.2	0.8	0	その他企業	

毎年必ず見直している	毎年ではないが定期的に見直している	見直したことはある（不定期）	見直していない	その他	無回答	34.1	35.5	23.5	5.9	1	0	全体	

毎年必ず見直している	毎年ではないが定期的に見直している	見直したことはある（不定期）	見直していない	その他	無回答	34.1	35.299999999999997	24.2	5.5	0.9	0	



問16

		回答結果（％）　【n=1,034】								0.0

				1種類の災害を対象としている		2～3種類の災害を対象としている		4種類以上の災害を対象としている		災害を特定せず、災害から生じる結果（インフラの途絶等）への対応策を対象としている		その他		無回答

		大企業		11.4		37.6		34.3		16.4		0.3		0.0

		中堅企業		13.0		44.9		23.5		16.6		0.8		1.1

		その他企業		11.4		49.5		19.6		19.6		0.0		0.0

		全体		11.8		45.5		24.1		18.0		0.3		0.3



大企業	

1種類の災害を対象としている	2～3種類の災害を対象としている	4種類以上の災害を対象としている	災害を特定せず、災害から生じる結果（インフラの途絶等）への対応策を対象としている	その他	無回答	11.4	37.6	34.299999999999997	16.399999999999999	0.3	0	中堅企業	

1種類の災害を対象としている	2～3種類の災害を対象としている	4種類以上の災害を対象としている	災害を特定せず、災害から生じる結果（インフラの途絶等）への対応策を対象としている	その他	無回答	13	44.9	23.5	16.600000000000001	0.8	1.1000000000000001	その他企業	

1種類の災害を対象としている	2～3種類の災害を対象としている	4種類以上の災害を対象としている	災害を特定せず、災害から生じる結果（インフラの途絶等）への対応策を対象としている	その他	無回答	11.4	49.5	19.600000000000001	19.600000000000001	0	0	全体	

1種類の災害を対象としている	2～3種類の災害を対象としている	4種類以上の災害を対象としている	災害を特定せず、災害から生じる結果（インフラの途絶等）への対応策を対象としている	その他	無回答	11.8	45.5	24.1	18	0.3	0.3	

大企業	

1種類の災害を対象としている	2～3種類の災害を対象としている	4種類以上の災害を対象としている	災害を特定せず、災害から生じる結果（インフラの途絶等）への対応策を対象としている	11.4	37.6	34.299999999999997	16.399999999999999	中堅企業	

1種類の災害を対象としている	2～3種類の災害を対象としている	4種類以上の災害を対象としている	災害を特定せず、災害から生じる結果（インフラの途絶等）への対応策を対象としている	13	44.9	23.5	16.600000000000001	その他企業	

1種類の災害を対象としている	2～3種類の災害を対象としている	4種類以上の災害を対象としている	災害を特定せず、災害から生じる結果（インフラの途絶等）への対応策を対象としている	11.4	49.5	19.600000000000001	19.600000000000001	全体	

1種類の災害を対象としている	2～3種類の災害を対象としている	4種類以上の災害を対象としている	災害を特定せず、災害から生じる結果（インフラの途絶等）への対応策を対象としている	11.8	45.5	24.1	18	



問17

		回答結果（％）　【n=847】

				地震		津波		洪水(津波以外)		土砂災害		風害		雪害		感染症		火災・爆発		大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク		テロ・紛争(国内外)		他国からのミサイル攻撃		その他		無回答

		大企業		100.0		46.9		53.9		20.7		34.2		20.3		66.0		52.2		9.4		15.7		9.8		10.1		0.0

		中堅企業		98.8		42.0		50.4		13.9		23.8		14.4		62.0		39.3		3.4		9.2		3.8		3.9		0.0

		その他企業		97.3		35.7		48.2		13.8		24.7		14.2		61.6		40.6		5.8		11.4		3.4		6.9		0.0

		全体		98.3		40.1		50.2		15.5		26.8		15.7		62.8		43.1		6.0		11.9		5.1		6.9		0.0



大企業	

地震	津波	洪水(津波以外)	土砂災害	風害	雪害	感染症	火災・爆発	大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク	テロ・紛争(国内外)	他国からのミサイル攻撃	その他	無回答	100	46.9	53.9	20.7	34.200000000000003	20.3	66	52.2	9.4	15.7	9.8000000000000007	10.1	0	中堅企業	

地震	津波	洪水(津波以外)	土砂災害	風害	雪害	感染症	火災・爆発	大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク	テロ・紛争(国内外)	他国からのミサイル攻撃	その他	無回答	98.8	42	50.4	13.9	23.8	14.4	62	39.299999999999997	3.4	9.1999999999999993	3.8	3.9	0	その他企業	

地震	津波	洪水(津波以外)	土砂災害	風害	雪害	感染症	火災・爆発	大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク	テロ・紛争(国内外)	他国からのミサイル攻撃	その他	無回答	97.3	35.700000000000003	48.2	13.8	24.7	14.2	61.6	40.6	5.8	11.4	3.4	6.9	0	全体	

地震	津波	洪水(津波以外)	土砂災害	風害	雪害	感染症	火災・爆発	大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク	テロ・紛争(国内外)	他国からのミサイル攻撃	その他	無回答	98.3	40.1	50.2	15.5	26.8	15.7	62.8	43.1	6	11.9	5.0999999999999996	6.9	0	大企業	

地震	津波	洪水(津波以外)	感染症	火災・爆発	100	46.9	53.9	66	52.2	中堅企業	

地震	津波	洪水(津波以外)	感染症	火災・爆発	98.8	42	50.4	62	39.299999999999997	その他企業	

地震	津波	洪水(津波以外)	感染症	火災・爆発	97.3	35.700000000000003	48.2	61.6	40.6	全体	

地震	津波	洪水(津波以外)	感染症	火災・爆発	98.3	40.1	50.2	62.8	43.1	



問18

		回答結果（％）　【n=851】

				直近において増やした		現在増やしている最中である		今後増やす予定であるが、まだ取り組んでいない		増やす予定はない		その他		無回答

		大企業		10.7		8.6		27.2		48.9		4.7		0.0

		中堅企業		6.8		6.7		26.3		52.2		7.0		0.9

		その他企業		7.6		3.1		31.2		55.4		2.7		0.0

		全体		8.2		5.4		29.0		53.0		4.3		0.2



大企業	

直近において増やした	現在増やしている最中である	今後増やす予定であるが、まだ取り組んでいない	増やす予定はない	その他	無回答	10.7	8.6	27.2	48.9	4.7	0	中堅企業	

直近において増やした	現在増やしている最中である	今後増やす予定であるが、まだ取り組んでいない	増やす予定はない	その他	無回答	6.8	6.7	26.3	52.2	7	0.9	その他企業	

直近において増やした	現在増やしている最中である	今後増やす予定であるが、まだ取り組んでいない	増やす予定はない	その他	無回答	7.6	3.1	31.2	55.4	2.7	0	全体	

直近において増やした	現在増やしている最中である	今後増やす予定であるが、まだ取り組んでいない	増やす予定はない	その他	無回答	8.1999999999999993	5.4	29	53	4.3	0.2	



問19

		回答結果（％）　【n=367】

				地震		津波		洪水(津波以外)		土砂災害		風害		雪害		感染症		火災・爆発		大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク		テロ・紛争(国内外)		他国からのミサイル攻撃		その他		無回答

		大企業		3.5		11.9		24.1		9.5		9.5		5.2		42.4		15.1		9.0		13.1		7.9		25.1		3.4

		中堅企業		7.6		21.8		24.5		7.7		6.0		8.7		36.5		14.6		9.6		23.5		9.1		12.2		3.3

		その他企業		7.1		9.6		18.4		2.1		6.8		5.4		43.0		10.6		6.9		10.6		3.7		13.4		7.9

		全体		6.2		13.2		21.4		5.4		7.3		6.2		41.2		12.8		8.1		14.4		6.1		16.2		5.6



大企業	

地震	津波	洪水(津波以外)	土砂災害	風害	雪害	感染症	火災・爆発	大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク	テロ・紛争(国内外)	他国からのミサイル攻撃	その他	無回答	3.5	11.9	24.1	9.5	9.5	5.2	42.4	15.1	9	13.1	7.9	25.1	3.4	中堅企業	

地震	津波	洪水(津波以外)	土砂災害	風害	雪害	感染症	火災・爆発	大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク	テロ・紛争(国内外)	他国からのミサイル攻撃	その他	無回答	7.6	21.8	24.5	7.7	6	8.6999999999999993	36.5	14.6	9.6	23.5	9.1	12.2	3.3	その他企業	

地震	津波	洪水(津波以外)	土砂災害	風害	雪害	感染症	火災・爆発	大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク	テロ・紛争(国内外)	他国からのミサイル攻撃	その他	無回答	7.1	9.6	18.399999999999999	2.1	6.8	5.4	43	10.6	6.9	10.6	3.7	13.4	7.9	全体	

地震	津波	洪水(津波以外)	土砂災害	風害	雪害	感染症	火災・爆発	大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク	テロ・紛争(国内外)	他国からのミサイル攻撃	その他	無回答	6.2	13.2	21.4	5.4	7.3	6.2	41.2	12.8	8.1	14.4	6.1	16.2	5.6	

問20

		回答結果（％）　【n=1,034】

				法令、規制等の順守義務との整合が難しい		BCPに対する経営層の意識が低い		BCPに対する現場の意識が低い		部署間の連携が難しい		サプライチェーン内での調整が難しい		同業他社との相互協力関係の構築が難しい		策定の費用の確保が難しい		代替オフィス等の対策費用が高い		税制優遇措置等の財務手当支援が不十分		策定する人手を確保できない		重要業務の絞込みが難しい		バックアップシステムの構築が難しい		策定に必要なスキル・ノウハウがない		BCPに関する地方自治体の相談窓口がわからない		BCPに関するコンサルティング企業等の相談窓口がわからない		ガイドライン等に自組織の業種に即した例示がない		BCPの内容に関する情報が不足している		民間のBCP支援サービスが不十分		その他		無回答

		大企業		12.9		6.4		29.4		44.7		21.2		12.3		11.4		11.8		2.9		32.8		20.1		21.4		20.5		1.3		1.2		4.1		10.3		1.2		6.6		0.6

		中堅企業		16.8		8.5		39.3		35.2		14.6		7.3		11.4		10.6		2.8		32.3		14.3		22.2		24.4		1.4		0.2		4.5		13.6		0.9		6.1		0.7

		その他企業		17.5		3.2		21.8		24.5		13.6		10.3		10.2		14.9		3.3		29.0		15.3		23.5		19.6		2.1		1.1		3.9		11.0		2.0		7.9		0.8

		全体		16.2		5.3		28.2		32.1		15.7		10.0		10.8		13.1		3.1		30.8		16.2		22.7		21.1		1.7		0.9		4.1		11.5		1.5		7.1		0.8



大企業	

法令、規制等の順守義務との整合が難しい	BCPに対する経営層の意識が低い	BCPに対する現場の意識が低い	部署間の連携が難しい	サプライチェーン内での調整が難しい	同業他社との相互協力関係の構築が難しい	策定の費用の確保が難しい	代替オフィス等の対策費用が高い	税制優遇措置等の財務手当支援が不十分	策定する人手を確保できない	重要業務の絞込みが難しい	バックアップシステムの構築が難しい	策定に必要なスキル・ノウハウがない	BCPに関する地方自治体の相談窓口がわからない	BCPに関するコンサルティング企業等の相談窓口がわからない	ガイドライン等に自組織の業種に即した例示がない	BCPの内容に関する情報が不足している	民間のBCP支援サービスが不十分	その他	無回答	12.9	6.4	29.4	44.7	21.2	12.3	11.4	11.8	2.9	32.799999999999997	20.100000000000001	21.4	20.5	1.3	1.2	4.0999999999999996	10.3	1.2	6.6	0.6	中堅企業	

法令、規制等の順守義務との整合が難しい	BCPに対する経営層の意識が低い	BCPに対する現場の意識が低い	部署間の連携が難しい	サプライチェーン内での調整が難しい	同業他社との相互協力関係の構築が難しい	策定の費用の確保が難しい	代替オフィス等の対策費用が高い	税制優遇措置等の財務手当支援が不十分	策定する人手を確保できない	重要業務の絞込みが難しい	バックアップシステムの構築が難しい	策定に必要なスキル・ノウハウがない	BCPに関する地方自治体の相談窓口がわからない	BCPに関するコンサルティング企業等の相談窓口がわからない	ガイドライン等に自組織の業種に即した例示がない	BCPの内容に関する情報が不足している	民間のBCP支援サービスが不十分	その他	無回答	16.8	8.5	39.299999999999997	35.200000000000003	14.6	7.3	11.4	10.6	2.8	32.299999999999997	14.3	22.2	24.4	1.4	0.2	4.5	13.6	0.9	6.1	0.7	その他企業	

法令、規制等の順守義務との整合が難しい	BCPに対する経営層の意識が低い	BCPに対する現場の意識が低い	部署間の連携が難しい	サプライチェーン内での調整が難しい	同業他社との相互協力関係の構築が難しい	策定の費用の確保が難しい	代替オフィス等の対策費用が高い	税制優遇措置等の財務手当支援が不十分	策定する人手を確保できない	重要業務の絞込みが難しい	バックアップシステムの構築が難しい	策定に必要なスキル・ノウハウがない	BCPに関する地方自治体の相談窓口がわからない	BCPに関するコンサルティング企業等の相談窓口がわからない	ガイドライン等に自組織の業種に即した例示がない	BCPの内容に関する情報が不足している	民間のBCP支援サービスが不十分	その他	無回答	17.5	3.2	21.8	24.5	13.6	10.3	10.199999999999999	14.9	3.3	29	15.3	23.5	19.600000000000001	2.1	1.1000000000000001	3.9	11	2	7.9	0.8	全体	

法令、規制等の順守義務との整合が難しい	BCPに対する経営層の意識が低い	BCPに対する現場の意識が低い	部署間の連携が難しい	サプライチェーン内での調整が難しい	同業他社との相互協力関係の構築が難しい	策定の費用の確保が難しい	代替オフィス等の対策費用が高い	税制優遇措置等の財務手当支援が不十分	策定する人手を確保できない	重要業務の絞込みが難しい	バックアップシステムの構築が難しい	策定に必要なスキル・ノウハウがない	BCPに関する地方自治体の相談窓口がわからない	BCPに関するコンサルティング企業等の相談窓口がわからない	ガイドライン等に自組織の業種に即した例示がない	BCPの内容に関する情報が不足している	民間のBCP支援サービスが不十分	その他	無回答	16.2	5.3	28.2	32.1	15.7	10	10.8	13.1	3.1	30.8	16.2	22.7	21.1	1.7	0.9	4.0999999999999996	11.5	1.5	7.1	0.8	

問21

		回答結果（％）　【n=1,034】

				顧客		仕入先		外部委託事業者		保守業者		派遣会社		ビル管理会社		同業他社		加盟業界団体		地域組織（消防団、町会など）		地方公共団体		自組織及び自組織のグループ会社		その他		無回答

		大企業		78.8		58.9		48.5		28.7		15.9		27.4		10.6		15.7		14.7		19.1		57.9		2.0		0.0

		中堅企業		70.3		47.2		38.5		18.0		11.9		16.2		7.1		8.7		12.2		17.5		47.9		3.1		1.1

		その他企業		70.8		43.7		46.9		28.3		9.7		17.6		12.0		14.3		9.9		20.2		45.9		1.5		0.4

		全体		72.6		48.2		45.1		25.7		11.7		19.6		10.4		13.2		11.6		19.2		49.3		2.0		0.5



大企業	

顧客	仕入先	外部委託事業者	保守業者	派遣会社	ビル管理会社	同業他社	加盟業界団体	地域組織（消防団、町会など）	地方公共団体	自組織及び自組織のグループ会社	その他	無回答	78.8	58.9	48.5	28.7	15.9	27.4	10.6	15.7	14.7	19.100000000000001	57.9	2	0	中堅企業	

顧客	仕入先	外部委託事業者	保守業者	派遣会社	ビル管理会社	同業他社	加盟業界団体	地域組織（消防団、町会など）	地方公共団体	自組織及び自組織のグループ会社	その他	無回答	70.3	47.2	38.5	18	11.9	16.2	7.1	8.6999999999999993	12.2	17.5	47.9	3.1	1.1000000000000001	その他企業	

顧客	仕入先	外部委託事業者	保守業者	派遣会社	ビル管理会社	同業他社	加盟業界団体	地域組織（消防団、町会など）	地方公共団体	自組織及び自組織のグループ会社	その他	無回答	70.8	43.7	46.9	28.3	9.6999999999999993	17.600000000000001	12	14.3	9.9	20.2	45.9	1.5	0.4	全体	

顧客	仕入先	外部委託事業者	保守業者	派遣会社	ビル管理会社	同業他社	加盟業界団体	地域組織（消防団、町会など）	地方公共団体	自組織及び自組織のグループ会社	その他	無回答	72.599999999999994	48.2	45.1	25.7	11.7	19.600000000000001	10.4	13.2	11.6	19.2	49.3	2	0.5	

問22

		回答結果（％）　【n=174】

				法令等による規定・規制がない		国や地方自治体の入札要件にない		優遇措置がない		業界団体の要請がない		親会社・グループ会社の要請がない		株主の要請がない		金融機関からの要請がない		取引先や顧客からの要請がない		策定に必要なスキルやノウハウがない		策定費用が確保できない		策定する人材が確保できない		BCPは重要と考えていない		国、地方自治体、業界団体のガイドライン等が自組織に即していない		策定に際して適切な相談ができる先・関係者がわからない		過去に災害、事故の経験等がない		策定後の効果が不明		その他		無回答

		大企業		46.5		0.0		0.0		0.0		17.1		0.0		0.0		0.0		42.2		8.3		58.0		8.3		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

		中堅企業		25.6		2.7		9.9		6.2		16.7		5.9		5.8		8.4		39.8		18.2		46.6		8.5		3.8		14.7		5.4		24.5		7.8		0.0

		その他企業		10.5		4.0		3.5		3.5		20.9		9.7		4.5		9.2		33.6		14.9		39.8		7.9		1.1		15.5		18.3		23.4		11.9		0.8

		全体		15.7		3.5		5.1		4.2		19.6		8.3		4.7		8.8		35.5		15.6		42.2		8.0		1.8		14.8		14.2		23.1		10.5		0.6



































































































































































































































































大企業	

法令等による規定・規制がない	国や地方自治体の入札要件にない	優遇措置がない	業界団体の要請がない	親会社・グループ会社の要請がない	株主の要請がない	金融機関からの要請がない	取引先や顧客からの要請がない	策定に必要なスキルやノウハウがない	策定費用が確保できない	策定する人材が確保できない	BCPは重要と考えていない	国、地方自治体、業界団体のガイドライン等が自組織に即していない	策定に際して適切な相談ができる先・関係者がわからない	過去に災害、事故の経験等がない	策定後の効果が不明	その他	無回答	46.5	0	0	0	17.100000000000001	0	0	0	42.2	8.3000000000000007	58	8.3000000000000007	0	0	0	0	0	0	中堅企業	

法令等による規定・規制がない	国や地方自治体の入札要件にない	優遇措置がない	業界団体の要請がない	親会社・グループ会社の要請がない	株主の要請がない	金融機関からの要請がない	取引先や顧客からの要請がない	策定に必要なスキルやノウハウがない	策定費用が確保できない	策定する人材が確保できない	BCPは重要と考えていない	国、地方自治体、業界団体のガイドライン等が自組織に即していない	策定に際して適切な相談ができる先・関係者がわからない	過去に災害、事故の経験等がない	策定後の効果が不明	その他	無回答	25.6	2.7	9.9	6.2	16.7	5.9	5.8	8.4	39.799999999999997	18.2	46.6	8.5	3.8	14.7	5.4	24.5	7.8	0	その他企業	

法令等による規定・規制がない	国や地方自治体の入札要件にない	優遇措置がない	業界団体の要請がない	親会社・グループ会社の要請がない	株主の要請がない	金融機関からの要請がない	取引先や顧客からの要請がない	策定に必要なスキルやノウハウがない	策定費用が確保できない	策定する人材が確保できない	BCPは重要と考えていない	国、地方自治体、業界団体のガイドライン等が自組織に即していない	策定に際して適切な相談ができる先・関係者がわからない	過去に災害、事故の経験等がない	策定後の効果が不明	その他	無回答	10.5	4	3.5	3.5	20.9	9.6999999999999993	4.5	9.1999999999999993	33.6	14.9	39.799999999999997	7.9	1.1000000000000001	15.5	18.3	23.4	11.9	0.8	全体	

法令等による規定・規制がない	国や地方自治体の入札要件にない	優遇措置がない	業界団体の要請がない	親会社・グループ会社の要請がない	株主の要請がない	金融機関からの要請がない	取引先や顧客からの要請がない	策定に必要なスキルやノウハウがない	策定費用が確保できない	策定する人材が確保できない	BCPは重要と考えていない	国、地方自治体、業界団体のガイドライン等が自組織に即していない	策定に際して適切な相談ができる先・関係者がわからない	過去に災害、事故の経験等がない	策定後の効果が不明	その他	無回答	15.7	3.5	5.0999999999999996	4.2	19.600000000000001	8.3000000000000007	4.7	8.8000000000000007	35.5	15.6	42.2	8	1.8	14.8	14.2	23.1	10.5	0.6	

問23

		回答結果（％）　【n=174】

				法令等の規定・規制		国や地方自治体の入札要件化		業界団体の要請		親会社・グループ会社の要請		株主の要請		金融機関からの要請		取引先や顧客からの要請		企業イメージ向上につながる		策定にかかった経費への優遇措置（BCPローン、格付融資等)の存在		策定する人材の確保		経営層の判断や指示		国、地方自治体、業界団体のガイドライン等の充実		講習会・セミナー・ホームページ等における策定効果の情報入手		相談しやすい窓口の確保		自社の災害、事故の経験等からの必要性		取引先企業の被災による影響等からの必要性		その他		無回答

		大企業		63.5		8.6		0.0		25.2		15.8		7.7		8.1		0.0		21.5		54.5		53.9		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		8.3		0.0

		中堅企業		47.7		4.9		5.8		22.2		9.0		9.4		10.9		4.9		12.1		39.6		34.5		15.0		14.4		18.9		13.3		4.4		2.6		1.3

		その他企業		35.7		3.4		8.9		32.3		17.4		5.6		10.0		2.3		5.6		37.8		20.1		12.3		4.0		13.0		11.3		4.0		5.7		2.7

		全体		39.8		4.0		7.8		29.3		15.0		6.7		10.2		3.0		7.8		38.7		25.0		12.7		6.7		14.3		11.5		4.0		4.9		2.3



































































































































































































































































大企業	

法令等の規定・規制	国や地方自治体の入札要件化	業界団体の要請	親会社・グループ会社の要請	株主の要請	金融機関からの要請	取引先や顧客からの要請	企業イメージ向上につながる	策定にかかった経費への優遇措置（BCPローン、格付融資等)の存在	策定する人材の確保	経営層の判断や指示	国、地方自治体、業界団体のガイドライン等の充実	講習会・セミナー・ホームページ等における策定効果の情報入手	相談しやすい窓口の確保	自社の災害、事故の経験等からの必要性	取引先企業の被災による影響等からの必要性	その他	無回答	63.5	8.6	0	25.2	15.8	7.7	8.1	0	21.5	54.5	53.9	0	0	0	0	0	8.3000000000000007	0	中堅企業	

法令等の規定・規制	国や地方自治体の入札要件化	業界団体の要請	親会社・グループ会社の要請	株主の要請	金融機関からの要請	取引先や顧客からの要請	企業イメージ向上につながる	策定にかかった経費への優遇措置（BCPローン、格付融資等)の存在	策定する人材の確保	経営層の判断や指示	国、地方自治体、業界団体のガイドライン等の充実	講習会・セミナー・ホームページ等における策定効果の情報入手	相談しやすい窓口の確保	自社の災害、事故の経験等からの必要性	取引先企業の被災による影響等からの必要性	その他	無回答	47.7	4.9000000000000004	5.8	22.2	9	9.4	10.9	4.9000000000000004	12.1	39.6	34.5	15	14.4	18.899999999999999	13.3	4.4000000000000004	2.6	1.3	その他企業	

法令等の規定・規制	国や地方自治体の入札要件化	業界団体の要請	親会社・グループ会社の要請	株主の要請	金融機関からの要請	取引先や顧客からの要請	企業イメージ向上につながる	策定にかかった経費への優遇措置（BCPローン、格付融資等)の存在	策定する人材の確保	経営層の判断や指示	国、地方自治体、業界団体のガイドライン等の充実	講習会・セミナー・ホームページ等における策定効果の情報入手	相談しやすい窓口の確保	自社の災害、事故の経験等からの必要性	取引先企業の被災による影響等からの必要性	その他	無回答	35.700000000000003	3.4	8.9	32.299999999999997	17.399999999999999	5.6	10	2.2999999999999998	5.6	37.799999999999997	20.100000000000001	12.3	4	13	11.3	4	5.7	2.7	全体	

法令等の規定・規制	国や地方自治体の入札要件化	業界団体の要請	親会社・グループ会社の要請	株主の要請	金融機関からの要請	取引先や顧客からの要請	企業イメージ向上につながる	策定にかかった経費への優遇措置（BCPローン、格付融資等)の存在	策定する人材の確保	経営層の判断や指示	国、地方自治体、業界団体のガイドライン等の充実	講習会・セミナー・ホームページ等における策定効果の情報入手	相談しやすい窓口の確保	自社の災害、事故の経験等からの必要性	取引先企業の被災による影響等からの必要性	その他	無回答	39.799999999999997	4	7.8	29.3	15	6.7	10.199999999999999	3	7.8	38.700000000000003	25	12.7	6.7	14.3	11.5	4	4.9000000000000004	2.2999999999999998	

問24

		回答結果（％）　【n=1,826】

				直接被害を受けた		間接被害を受けた		直接、間接被害の両方を受けた		被害を受けていない		不明		無回答

		大企業		32.0		18.5		15.1		32.3		2.0		0.0

		中堅企業		20.0		21.6		10.6		44.2		3.7		0.0

		その他企業		13.5		19.5		4.9		58.1		3.8		0.2

		全体		18.3		20.0		8.1		50.0		3.5		0.1



































































































































































































































































大企業	

直接被害を受けた	間接被害を受けた	直接、間接被害の両方を受けた	被害を受けていない	不明	無回答	32	18.5	15.1	32.299999999999997	2	0	中堅企業	

直接被害を受けた	間接被害を受けた	直接、間接被害の両方を受けた	被害を受けていない	不明	無回答	20	21.6	10.6	44.2	3.7	0	その他企業	

直接被害を受けた	間接被害を受けた	直接、間接被害の両方を受けた	被害を受けていない	不明	無回答	13.5	19.5	4.9000000000000004	58.1	3.8	0.2	全体	

直接被害を受けた	間接被害を受けた	直接、間接被害の両方を受けた	被害を受けていない	不明	無回答	18.3	20	8.1	50	3.5	0.1	

問25

		回答結果（％）　【n=1,034】

				とても役に立った		少しは役に立ったと思う		全く役に立たなかった		役に立ったか不明		その他		無回答

		大企業		21.0		41.4		1.6		19.8		14.9		1.3

		中堅企業		12.0		43.9		0.6		29.2		13.2		1.1

		その他企業		13.8		35.4		1.7		33.4		13.9		1.8

		全体		15.1		39.1		1.4		29.1		13.9		1.5



大企業	

とても役に立った	少しは役に立ったと思う	全く役に立たなかった	役に立ったか不明	その他	無回答	21	41.4	1.6	19.8	14.9	1.3	中堅企業	

とても役に立った	少しは役に立ったと思う	全く役に立たなかった	役に立ったか不明	その他	無回答	12	43.9	0.6	29.2	13.2	1.1000000000000001	その他企業	

とても役に立った	少しは役に立ったと思う	全く役に立たなかった	役に立ったか不明	その他	無回答	13.8	35.4	1.7	33.4	13.9	1.8	全体	

とても役に立った	少しは役に立ったと思う	全く役に立たなかった	役に立ったか不明	その他	無回答	15.1	39.1	1.4	29.1	13.9	1.5	

問26

		回答結果（％）　【n=14】

				BCPの内容が不十分だった		BCPの内容が社内に浸透していなかった		BCPで想定した被害と異なる被害と遭遇		BCP実行の訓練が出来ていなかった		発生した災害、トラブルへの備えが出来ていなかった		その他		無回答

		大企業		14.4		0.0		56.8		14.4		28.8		14.4		0.0

		中堅企業		50.0		0.0		0.0		50.0		0.0		50.0		0.0

		その他企業		0.0		20.8		56.9		0.0		22.3		0.0		0.0

		全体		9.8		12.8		50.1		9.8		21.4		9.8		0.0



大企業	

BCPの内容が不十分だった	BCPの内容が社内に浸透していなかった	BCPで想定した被害と異なる被害と遭遇	BCP実行の訓練が出来ていなかった	発生した災害、トラブルへの備えが出来ていなかった	その他	無回答	14.4	0	56.8	14.4	28.8	14.4	0	中堅企業	

BCPの内容が不十分だった	BCPの内容が社内に浸透していなかった	BCPで想定した被害と異なる被害と遭遇	BCP実行の訓練が出来ていなかった	発生した災害、トラブルへの備えが出来ていなかった	その他	無回答	50	0	0	50	0	50	0	その他企業	

BCPの内容が不十分だった	BCPの内容が社内に浸透していなかった	BCPで想定した被害と異なる被害と遭遇	BCP実行の訓練が出来ていなかった	発生した災害、トラブルへの備えが出来ていなかった	その他	無回答	0	20.8	56.9	0	22.3	0	0	全体	

BCPの内容が不十分だった	BCPの内容が社内に浸透していなかった	BCPで想定した被害と異なる被害と遭遇	BCP実行の訓練が出来ていなかった	発生した災害、トラブルへの備えが出来ていなかった	その他	無回答	9.8000000000000007	12.8	50.1	9.8000000000000007	21.4	9.8000000000000007	0	

問27

		回答結果（％）　【n=946】

				貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し		非常用発電機の購入		安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		社員とその家族の安全確保		防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		自社製品の輸送手段確保		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設		BCP策定・見直し		その他		特になし		無回答

		大企業		36.2		47.2		45.9		21.6		57.5		40.3		49.3		20.2		20.8		39.4		13.3		12.5		10.8		7.4		46.3		6.5		34.7		2.0		4.8		4.8

		中堅企業		28.5		35.2		32.9		8.7		37.7		30.4		45.9		6.9		11.3		23.5		6.2		8.5		5.7		3.3		35.5		5.9		19.9		1.9		10.9		4.2

		その他企業		28.8		30.7		31.8		15.8		28.5		28.6		37.5		10.9		15.3		17.7		11.5		2.2		6.7		5.0		27.6		3.1		19.6		2.9		12.1		3.0

		全体		30.4		35.9		35.3		14.8		37.9		31.8		42.8		11.7		15.2		24.4		10.2		6.6		7.3		5.0		34.3		4.7		23.1		2.4		10.1		3.8







大企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設	BCP策定・見直し	その他	特になし	無回答	36.200000000000003	47.2	45.9	21.6	57.5	40.299999999999997	49.3	20.2	20.8	39.4	13.3	12.5	10.8	7.4	46.3	6.5	34.700000000000003	2	4.8	4.8	中堅企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設	BCP策定・見直し	その他	特になし	無回答	28.5	35.200000000000003	32.9	8.6999999999999993	37.700000000000003	30.4	45.9	6.9	11.3	23.5	6.2	8.5	5.7	3.3	35.5	5.9	19.899999999999999	1.9	10.9	4.2	その他企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設	BCP策定・見直し	その他	特になし	無回答	28.8	30.7	31.8	15.8	28.5	28.6	37.5	10.9	15.3	17.7	11.5	2.2000000000000002	6.7	5	27.6	3.1	19.600000000000001	2.9	12.1	3	全体	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設	BCP策定・見直し	その他	特になし	無回答	30.4	35.9	35.299999999999997	14.8	37.9	31.8	42.8	11.7	15.2	24.4	10.199999999999999	6.6	7.3	5	34.299999999999997	4.7	23.1	2.4	10.1	3.8	【複数回答、n=946、対象：日本で発生した地震や水害などの自然災害により実際に事業の継続に直接被害を受けた、間接被害を受けたまたは直接、間接被害の両方を受けた企業】



問27全体降順 (2)

		回答結果（％）　【n=946】

				社員とその家族の安全確保		安否確認や相互連絡のための電子システム（含む災害用アプリ等）導入		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し		訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し

		大企業		49.3		57.5		47.2		45.9		46.3

		中堅企業		45.9		37.7		35.2		32.9		35.5

		その他企業		37.5		28.5		30.7		31.8		27.6

		全体		42.8		5.0		35.9		35.3		34.3





大企業	

社員とその家族の安全確保	安否確認や相互連絡のための電子システム（含む災害用アプリ等）導入	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	49.3	57.5	47.2	45.9	46.3	中堅企業	

社員とその家族の安全確保	安否確認や相互連絡のための電子システム（含む災害用アプリ等）導入	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	45.9	37.700000000000003	35.200000000000003	32.9	35.5	その他企業	

社員とその家族の安全確保	安否確認や相互連絡のための電子システム（含む災害用アプリ等）導入	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	37.5	28.5	30.7	31.8	27.6	全体	

社員とその家族の安全確保	安否確認や相互連絡のための電子システム（含む災害用アプリ等）導入	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	42.8	5	35.9	35.299999999999997	34.299999999999997	





【複数回答、n=946、対象：日本で発生した地震や水害などの自然災害により実際に事業の継続に直接被害を受けた、間接被害を受けたまたは直接、間接被害の両方を受けた企業】



問28 (2)

		回答結果（％）　【n=946】

				貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し		非常用発電機の購入		安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		社員とその家族の安全確保		防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		自社製品の輸送手段確保		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設		ＢＣＰ策定・見直し		その他		特になし		無回答

		大企業		51.5		51.2		66.7		38.8		59.1		49.8		49.6		37.1		31.1		42.2		24.0		22.6		13.0		14.7		62.8		13.5		52.8		2.9		4.7		4.2

		中堅企業		36.0		37.8		51.2		18.0		39.1		39.6		40.9		12.6		16.3		23.6		6.4		7.5		3.5		4.3		41.8		7.0		24.5		1.0		8.0		5.1

		その他企業		37.0		38.0		51.5		24.8		40.2		40.9		35.9		14.6		13.5		20.6		8.5		8.2		6.1		12.1		35.8		3.6		25.8		2.1		7.0		4.8

		全体		39.5		40.5		54.4		25.4		43.6		42.2		40.2		18.4		17.9		25.8		10.9		10.8		6.6		10.1		43.0		6.6		30.7		1.9		6.9		4.8

				大企業		中堅企業		その他企業		全体

		備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し		66.7		51.2		51.5		54.4

		訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し		62.8		41.8		35.8		43.0

		安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入		59.1		39.1		40.2		43.6

		ＢＣＰ策定・見直し		52.8		24.5		25.8		30.7

		貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		51.5		36.0		37.0		39.5

		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		51.2		37.8		38.0		40.5

		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		49.8		39.6		40.9		42.2

		社員とその家族の安全確保		49.6		40.9		35.9		40.2

		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		42.2		23.6		20.6		25.8

		非常用発電機の購入		38.8		18.0		24.8		25.4

		防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入		37.1		12.6		14.6		18.4

		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		31.1		16.3		13.5		17.9

		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		24.0		6.4		8.5		10.9

		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		22.6		7.5		8.2		10.8

		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		14.7		4.3		12.1		10.1

		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設		13.5		7.0		3.6		6.6

		自社製品の輸送手段確保		13.0		3.5		6.1		6.6

		特になし		4.7		8.0		7.0		6.9

		無回答		4.2		5.1		4.8		4.8

		その他		2.9		1.0		2.1		1.9



【複数回答、n=1,083、対象：全体】

大企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	51.5	51.2	66.7	38.799999999999997	59.1	49.8	49.6	37.1	31.1	42.2	24	22.6	13	14.7	62.8	13.5	52.8	2.9	4.7	4.2	中堅企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	36	37.799999999999997	51.2	18	39.1	39.6	40.9	12.6	16.3	23.6	6.4	7.5	3.5	4.3	41.8	7	24.5	1	8	5.0999999999999996	その他企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	37	38	51.5	24.8	40.200000000000003	40.9	35.9	14.6	13.5	20.6	8.5	8.1999999999999993	6.1	12.1	35.799999999999997	3.6	25.8	2.1	7	4.8	全体	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	39.5	40.5	54.4	25.4	43.6	42.2	40.200000000000003	18.399999999999999	17.899999999999999	25.8	10.9	10.8	6.6	10.1	43	6.6	30.7	1.9	6.9	4.8	【複数回答、n=1,058、対象：日本で発生した地震や水害などの自然災害により実際に事業の継続に直接被害を受けた、間接被害を受けたまたは直接、間接被害の両方を受けた企業】



問28

		回答結果（％）　【n=946】

				貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し		非常用発電機の購入		安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		社員とその家族の安全確保		防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		自社製品の輸送手段確保		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設		BCP策定・見直し		その他		特になし		無回答

		大企業		45.8		48.3		65.8		38.2		57.3		45.7		49.9		38.9		29.4		43.0		18.3		20.8		12.8		14.5		57.3		12.8		50.8		1.7		5.9		4.9

		中堅企業		30.5		35.7		50.4		16.9		43.2		35.8		40.3		11.9		15.0		23.7		6.1		11.2		4.2		3.0		39.9		5.8		27.9		0.6		10.2		6.2

		その他企業		33.1		33.4		51.3		25.1		37.5		35.3		34.6		16.6		24.1		24.8		14.0		5.9		6.3		7.4		40.2		6.9		33.0		2.2		8.9		6.0

		全体		35.1		37.5		54.2		25.4		43.7		37.8		39.8		20.1		22.3		28.5		12.4		10.9		7.1		7.5		43.9		7.9		35.3		1.5		8.6		5.8





【複数回答、n=1,083、対象：全体】

大企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設	BCP策定・見直し	その他	特になし	無回答	45.8	48.3	65.8	38.200000000000003	57.3	45.7	49.9	38.9	29.4	43	18.3	20.8	12.8	14.5	57.3	12.8	50.8	1.7	5.9	4.9000000000000004	中堅企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設	BCP策定・見直し	その他	特になし	無回答	30.5	35.700000000000003	50.4	16.899999999999999	43.2	35.799999999999997	40.299999999999997	11.9	15	23.7	6.1	11.2	4.2	3	39.9	5.8	27.9	0.6	10.199999999999999	6.2	その他企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設	BCP策定・見直し	その他	特になし	無回答	33.1	33.4	51.3	25.1	37.5	35.299999999999997	34.6	16.600000000000001	24.1	24.8	14	5.9	6.3	7.4	40.200000000000003	6.9	33	2.2000000000000002	8.9	6	全体	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設	BCP策定・見直し	その他	特になし	無回答	35.1	37.5	54.2	25.4	43.7	37.799999999999997	39.799999999999997	20.100000000000001	22.3	28.5	12.4	10.9	7.1	7.5	43.9	7.9	35.299999999999997	1.5	8.6	5.8	【複数回答、n=946、対象：日本で発生した地震や水害などの自然災害により実際に事業の継続に直接被害を受けた、間接被害を受けたまたは直接、間接被害の両方を受けた企業】



問28全体降順 (2)

		回答結果（％）　【n=946】

				備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し		訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し		安否確認や相互連絡のための電子システム（含む災害用アプリ等）導入		社員とその家族の安全確保		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化

		大企業		65.8		57.3		57.3		49.9		45.7

		中堅企業		50.4		39.9		43.2		40.3		35.8

		その他企業		51.3		40.2		37.5		34.6		35.3

		全体		54.2		43.9		43.7		39.8		37.8



【複数回答、n=1,083、対象：全体】

大企業	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	安否確認や相互連絡のための電子システム（含む災害用アプリ等）導入	社員とその家族の安全確保	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	65.8	57.3	57.3	49.9	45.7	中堅企業	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	安否確認や相互連絡のための電子システム（含む災害用アプリ等）導入	社員とその家族の安全確保	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	50.4	39.9	43.2	40.299999999999997	35.799999999999997	その他企業	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	安否確認や相互連絡のための電子システム（含む災害用アプリ等）導入	社員とその家族の安全確保	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	51.3	40.200000000000003	37.5	34.6	35.299999999999997	全体	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	安否確認や相互連絡のための電子システム（含む災害用アプリ等）導入	社員とその家族の安全確保	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	54.2	43.9	43.7	39.799999999999997	37.799999999999997	



【複数回答、n=946、対象：日本で発生した地震や水害などの自然災害により実際に事業の継続に直接被害を受けた、間接被害を受けたまたは直接、間接被害の両方を受けた企業】



問29

		回答結果（％）　【n=1,826】

				貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し		非常用発電機の購入		安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		社員とその家族の安全確保		防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		自社製品の輸送手段確保		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設		BCP策定・見直し		その他		特になし		無回答

		大企業		56.0		49.2		56.5		37.7		49.6		48.5		52.0		34.1		28.5		38.7		24.7		32.5		19.5		18.9		60.2		23.7		61.2		1.2		3.4		2.4

		中堅企業		47.7		44.1		51.5		21.1		38.7		39.0		51.9		14.6		17.1		23.8		11.7		18.1		5.9		7.3		44.4		13.7		43.9		0.5		3.8		3.5

		その他企業		50.2		46.4		47.6		24.4		34.0		39.2		50.7		15.6		18.3		20.9		13.9		15.6		7.4		8.6		42.8		14.2		43.6		1.2		6.1		2.5

		全体		50.4		46.2		50.1		25.6		37.8		40.6		51.2		18.2		19.6		24.5		14.9		19.0		8.8		9.9		46.0		15.5		46.5		1.0		5.0		2.8





大企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設	BCP策定・見直し	その他	特になし	無回答	56	49.2	56.5	37.700000000000003	49.6	48.5	52	34.1	28.5	38.700000000000003	24.7	32.5	19.5	18.899999999999999	60.2	23.7	61.2	1.2	3.4	2.4	中堅企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設	BCP策定・見直し	その他	特になし	無回答	47.7	44.1	51.5	21.1	38.700000000000003	39	51.9	14.6	17.100000000000001	23.8	11.7	18.100000000000001	5.9	7.3	44.4	13.7	43.9	0.5	3.8	3.5	その他企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設	BCP策定・見直し	その他	特になし	無回答	50.2	46.4	47.6	24.4	34	39.200000000000003	50.7	15.6	18.3	20.9	13.9	15.6	7.4	8.6	42.8	14.2	43.6	1.2	6.1	2.5	全体	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム(含む災害用アプリ等)導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話(衛星電話)の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格(防災士等)取得の推奨又は社員への補助制度の創設	BCP策定・見直し	その他	特になし	無回答	50.4	46.2	50.1	25.6	37.799999999999997	40.6	51.2	18.2	19.600000000000001	24.5	14.9	19	8.8000000000000007	9.9	46	15.5	46.5	1	5	2.8	【複数回答、n=1,826、対象：全体】



問29 (2)

		回答結果（％）　【n=1,826】

				貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し		非常用発電機の購入		安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		社員とその家族の安全確保		防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		自社製品の輸送手段確保		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設		ＢＣＰ策定・見直し		その他		特になし		無回答

		大企業		56.0		46.8		51.6		33.4		43.4		45.4		51.0		28.8		33.1		34.5		25.9		32.8		18.5		17.4		59.3		28.1		57.6		2.3		3.0		4.1

		中堅企業		44.8		46.5		46.1		22.8		37.0		39.9		51.9		13.0		15.7		22.2		11.0		18.0		6.3		10.2		40.6		16.8		41.1		0.7		4.4		6.0

		その他企業		45.1		42.6		43.3		18.5		30.5		39.6		46.5		11.6		15.9		22.5		11.1		16.0		7.2		8.0		39.2		11.8		37.9		1.1		5.5		6.8

		全体		46.6		44.3		45.3		21.9		34.3		40.5		48.7		14.5		18.4		24.2		13.3		19.1		8.6		10.0		42.6		15.7		41.8		1.2		4.8		6.2

				

TSR: TSR:
テキストボックス

				

TSR: TSR:
テキストボックス

				

TSR: TSR:
テキストボックス

				大企業		中堅企業		その他企業		全体

		社員とその家族の安全確保		51.0		51.9		46.5		48.7

		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定		46.8		46.5		42.6		44.3

		備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し		51.6		46.1		43.3		45.3

		貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		56.0		44.8		45.1		46.6

		ＢＣＰ策定・見直し		57.6		41.1		37.9		41.8

		訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し		59.3		40.6		39.2		42.6

		緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化		45.4		39.9		39.6		40.5

		安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入		43.4		37.0		30.5		34.3

		非常用発電機の購入		33.4		22.8		18.5		21.9

		災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設		34.5		22.2		22.5		24.2

		本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備		32.8		18.0		16.0		19.1

		防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設		28.1		16.8		11.8		15.7

		所有資産の耐震・免震工事・耐震固定		33.1		15.7		15.9		18.4

		防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入		28.8		13.0		11.6		14.5

		代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等		25.9		11.0		11.1		13.3

		協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結		17.4		10.2		8.0		10.0

		自社製品の輸送手段確保		18.5		6.3		7.2		8.6

		無回答		4.1		6.0		6.8		6.2

		特になし		3.0		4.4		5.5		4.8

		その他		2.3		0.7		1.1		1.2



大企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	56	46.8	51.6	33.4	43.4	45.4	51	28.8	33.1	34.5	25.9	32.799999999999997	18.5	17.399999999999999	59.3	28.1	57.6	2.2999999999999998	3	4.0999999999999996	中堅企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	44.8	46.5	46.1	22.8	37	39.9	51.9	13	15.7	22.2	11	18	6.3	10.199999999999999	40.6	16.8	41.1	0.7	4.4000000000000004	6	その他企業	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	45.1	42.6	43.3	18.5	30.5	39.6	46.5	11.6	15.9	22.5	11.1	16	7.2	8	39.200000000000003	11.8	37.9	1.1000000000000001	5.5	6.8	全体	

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	非常用発電機の購入	安否確認や相互連絡のための電子システム（災害用アプリ等含む）導入	緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化	社員とその家族の安全確保	防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入	所有資産の耐震・免震工事・耐震固定	災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設	代替仕入先の確保や代替販売先の開拓・情報収集等	本社機能・営業所等の代替施設・建屋の確保または準備	自社製品の輸送手段確保	協定（災害発生時の代替供給や資金援助等）締結	訓練（安否確認、帰宅、参集等）の開始・見直し	防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設	ＢＣＰ策定・見直し	その他	特になし	無回答	46.6	44.3	45.3	21.9	34.299999999999997	40.5	48.7	14.5	18.399999999999999	24.2	13.3	19.100000000000001	8.6	10	42.6	15.7	41.8	1.2	4.8	6.2	【複数回答、n=1,839、対象：全体】



問29全体降順 (2)

		回答結果（％）　【n=1,826】

				社員とその家族の安全確保		貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析		備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し		ＢＣＰ策定・見直し		リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定

		大企業		52.0		56.0		56.5		61.2		49.2

		中堅企業		51.9		47.7		51.5		43.9		44.1

		その他企業		50.7		50.2		47.6		43.6		46.4

		全体		51.2		50.4		50.1		46.5		46.2



大企業	

社員とその家族の安全確保	貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	ＢＣＰ策定・見直し	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	52	56	56.5	61.2	49.2	中堅企業	

社員とその家族の安全確保	貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	ＢＣＰ策定・見直し	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	51.9	47.7	51.5	43.9	44.1	その他企業	

社員とその家族の安全確保	貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	ＢＣＰ策定・見直し	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	50.7	50.2	47.6	43.6	46.4	全体	

社員とその家族の安全確保	貴社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析	備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し	ＢＣＰ策定・見直し	リスクに対する貴社の基本的な対応方針の策定	51.2	50.4	50.1	46.5	46.2	



【複数回答、n=1,826、対象：全体】



問30-1

		回答結果（％）　【n=1,826】

				自社の組織力を活かした周辺住民の救助活動支援		炊き出し、清掃活動等への参加		場所の提供（自社の施設、土地等）		物資の提供（自社の資機材又は製品・サービス等）		帰宅困難者の受入れ		その他		現地活動を行ったことがない		無回答

		大企業		9.5		13.7		10.4		32.0		6.1		6.8		50.1		0.6

		中堅企業		6.2		9.5		5.9		23.5		3.2		5.5		59.7		0.9

		その他企業		3.1		3.4		4.5		12.2		2.2		3.7		76.7		1.5

		全体		5.0		6.8		5.8		18.6		3.1		4.7		67.6		1.2





































大企業	

自社の組織力を活かした周辺住民の救助活動支援	炊き出し、清掃活動等への参加	場所の提供（自社の施設、土地等）	物資の提供（自社の資機材又は製品・サービス等）	帰宅困難者の受入れ	その他	現地活動を行ったことがない	無回答	9.5	13.7	10.4	32	6.1	6.8	50.1	0.6	中堅企業	

自社の組織力を活かした周辺住民の救助活動支援	炊き出し、清掃活動等への参加	場所の提供（自社の施設、土地等）	物資の提供（自社の資機材又は製品・サービス等）	帰宅困難者の受入れ	その他	現地活動を行ったことがない	無回答	6.2	9.5	5.9	23.5	3.2	5.5	59.7	0.9	その他企業	

自社の組織力を活かした周辺住民の救助活動支援	炊き出し、清掃活動等への参加	場所の提供（自社の施設、土地等）	物資の提供（自社の資機材又は製品・サービス等）	帰宅困難者の受入れ	その他	現地活動を行ったことがない	無回答	3.1	3.4	4.5	12.2	2.2000000000000002	3.7	76.7	1.5	全体	

自社の組織力を活かした周辺住民の救助活動支援	炊き出し、清掃活動等への参加	場所の提供（自社の施設、土地等）	物資の提供（自社の資機材又は製品・サービス等）	帰宅困難者の受入れ	その他	現地活動を行ったことがない	無回答	5	6.8	5.8	18.600000000000001	3.1	4.7	67.599999999999994	1.2	

問30-2

		回答結果（％）　【n=1,826】

				金銭的支援		被災地への従業員の派遣・ボランティア活動の支援（ボランティア休暇等）		場所の提供（自社の施設、土地等）		物資の提供（自社の資機材又は製品・サービス等）		被災地の同業他社との連携		その他		被災地外から活動を行ったことがない		無回答

		大企業		66.2		26.5		3.4		39.1		9.8		4.0		14.1		0.3

		中堅企業		43.7		16.4		2.2		24.5		6.1		1.9		32.5		0.5

		その他企業		35.8		7.0		1.9		16.3		5.6		3.3		48.5		1.3

		全体		42.9		12.8		2.2		22.2		6.4		3.0		38.5		0.9



































































































































































































































































大企業	

金銭的支援	被災地への従業員の派遣・ボランティア活動の支援（ボランティア休暇等）	場所の提供（自社の施設、土地等）	物資の提供（自社の資機材又は製品・サービス等）	被災地の同業他社との連携	その他	被災地外から活動を行ったことがない	無回答	66.2	26.5	3.4	39.1	9.8000000000000007	4	14.1	0.3	中堅企業	

金銭的支援	被災地への従業員の派遣・ボランティア活動の支援（ボランティア休暇等）	場所の提供（自社の施設、土地等）	物資の提供（自社の資機材又は製品・サービス等）	被災地の同業他社との連携	その他	被災地外から活動を行ったことがない	無回答	43.7	16.399999999999999	2.2000000000000002	24.5	6.1	1.9	32.5	0.5	その他企業	

金銭的支援	被災地への従業員の派遣・ボランティア活動の支援（ボランティア休暇等）	場所の提供（自社の施設、土地等）	物資の提供（自社の資機材又は製品・サービス等）	被災地の同業他社との連携	その他	被災地外から活動を行ったことがない	無回答	35.799999999999997	7	1.9	16.3	5.6	3.3	48.5	1.3	全体	

金銭的支援	被災地への従業員の派遣・ボランティア活動の支援（ボランティア休暇等）	場所の提供（自社の施設、土地等）	物資の提供（自社の資機材又は製品・サービス等）	被災地の同業他社との連携	その他	被災地外から活動を行ったことがない	無回答	42.9	12.8	2.2000000000000002	22.2	6.4	3	38.5	0.9	

問31

		回答結果（％）　【n=1,826】

				旧耐震基準		新耐震基準		新旧耐震基準両方		無回答

		大企業		8.5		57.5		33.8		0.2

		中堅企業		10.4		64.3		24.7		0.6

		その他企業		12.9		70.4		16.1		0.5

		全体		11.5		66.6		21.4		0.5







































































































































































































































































大企業	

旧耐震基準	新耐震基準	新旧耐震基準両方	無回答	8.5	57.5	33.799999999999997	0.2	中堅企業	

旧耐震基準	新耐震基準	新旧耐震基準両方	無回答	10.4	64.3	24.7	0.6	その他企業	

旧耐震基準	新耐震基準	新旧耐震基準両方	無回答	12.9	70.400000000000006	16.100000000000001	0.5	全体	

旧耐震基準	新耐震基準	新旧耐震基準両方	無回答	11.5	66.599999999999994	21.4	0.5	

問31-1

		回答結果（％）　【n=196】

				充足		不足		無回答

		大企業		59.6		40.4		0.0

		中堅企業		51.2		47.4		1.4

		その他企業		57.3		41.8		0.9

		全体		56.0		43.1		0.9







































































































































































































































































大企業	

充足	不足	無回答	59.6	40.4	0	中堅企業	

充足	不足	無回答	51.2	47.4	1.4	その他企業	

充足	不足	無回答	57.3	41.8	0.9	全体	

充足	不足	無回答	56	43.1	0.9	

問31-2

		回答結果（％）　【n=82】

				あり		なし		無回答

		大企業		67.2		32.8		0.0

		中堅企業		37.8		62.2		0.0

		その他企業		32.9		67.1		0.0

		全体		38.1		61.9		0.0







































































































































































































































































大企業	

あり	なし	無回答	67.2	32.799999999999997	0	中堅企業	

あり	なし	無回答	37.799999999999997	62.2	0	その他企業	

あり	なし	無回答	32.9	67.099999999999994	0	全体	

あり	なし	無回答	38.1	61.9	0	

問31-3

		回答結果（％）　【n=1,167】

				充足		不足		無回答

		大企業		96.3		3.0		0.7

		中堅企業		92.6		7.1		0.3

		その他企業		92.6		6.5		0.9

		全体		93.1		6.2		0.7







































































































































































































































































大企業	

充足	不足	無回答	96.3	3	0.7	中堅企業	

充足	不足	無回答	92.6	7.1	0.3	その他企業	

充足	不足	無回答	92.6	6.5	0.9	全体	

充足	不足	無回答	93.1	6.2	0.7	

問31-4

		回答結果（％）　【n=63】

				あり		なし		無回答

		大企業		69.1		20.9		10.0

		中堅企業		49.4		50.6		0.0

		その他企業		45.6		50.4		3.9

		全体		48.4		48.5		3.1







































































































































































































































































大企業	

あり	なし	無回答	69.099999999999994	20.9	10	中堅企業	

あり	なし	無回答	49.4	50.6	0	その他企業	

あり	なし	無回答	45.6	50.4	3.9	全体	

あり	なし	無回答	48.4	48.5	3.1	

問31-5

		回答結果（％）　【n=455】

				充足		不足		片方不足		無回答

		大企業		61.8		10.5		26.7		1.0

		中堅企業		51.5		18.2		29.0		1.3

		その他企業		54.1		13.7		29.1		3.1

		全体		55.2		14.4		28.5		2.0







































































































































































































































































大企業	

充足	不足	片方不足	無回答	61.8	10.5	26.7	1	中堅企業	

充足	不足	片方不足	無回答	51.5	18.2	29	1.3	その他企業	

充足	不足	片方不足	無回答	54.1	13.7	29.1	3.1	全体	

充足	不足	片方不足	無回答	55.2	14.4	28.5	2	

問31-6

		回答結果（％）　【n=187】

				あり		なし		無回答

		大企業		66.7		31.9		1.4

		中堅企業		67.3		30.2		2.5

		その他企業		55.6		44.4		0.0

		全体		62.3		36.5		1.2







































































































































































































































































大企業	

あり	なし	無回答	66.7	31.9	1.4	中堅企業	

あり	なし	無回答	67.3	30.2	2.5	その他企業	

あり	なし	無回答	55.6	44.4	0	全体	

あり	なし	無回答	62.3	36.5	1.2	

問32

		回答結果（％）　【n=1,826】

				行っている		設備機器のみ行っている		オフィス機器のみ行っている		行っていない		無回答

		大企業		72.9		11.0		3.9		12.1		0.2

		中堅企業		52.5		12.7		8.2		26.4		0.2

		その他企業		53.6		15.4		6.3		24.0		0.7

		全体		56.3		14.0		6.5		22.8		0.4







































































































































































































































































大企業	

行っている	設備機器のみ行っている	オフィス機器のみ行っている	行っていない	無回答	72.900000000000006	11	3.9	12.1	0.2	中堅企業	

行っている	設備機器のみ行っている	オフィス機器のみ行っている	行っていない	無回答	52.5	12.7	8.1999999999999993	26.4	0.2	その他企業	

行っている	設備機器のみ行っている	オフィス機器のみ行っている	行っていない	無回答	53.6	15.4	6.3	24	0.7	全体	

行っている	設備機器のみ行っている	オフィス機器のみ行っている	行っていない	無回答	56.3	14	6.5	22.8	0.4	

問32-1

		回答結果（％）　【n=728】

				あり		なし		無回答

		大企業		42.1		57.3		0.6

		中堅企業		44.5		54.5		1.0

		その他企業		34.3		62.6		3.1

		全体		38.3		59.5		2.2







































































































































































































































































大企業	

あり	なし	無回答	42.1	57.3	0.6	中堅企業	

あり	なし	無回答	44.5	54.5	1	その他企業	

あり	なし	無回答	34.299999999999997	62.6	3.1	全体	

あり	なし	無回答	38.299999999999997	59.5	2.2000000000000002	

問33-1

		回答結果（％）　【n=1,826】

				あり（1、2日分）		あり（3日分以上）		なし		無回答

		大企業		26.8		66.5		6.8		0.0

		中堅企業		32.8		41.4		25.7		0.0

		その他企業		30.5		46.4		22.7		0.4

		全体		30.6		48.1		21.1		0.2







































































































































































































































































大企業	

あり（1、2日分）	あり（3日分以上）	なし	26.8	66.5	6.8	中堅企業	

あり（1、2日分）	あり（3日分以上）	なし	32.799999999999997	41.4	25.7	その他企業	

あり（1、2日分）	あり（3日分以上）	なし	30.5	46.4	22.7	全体	

あり（1、2日分）	あり（3日分以上）	なし	30.6	48.1	21.1	

問33-2

		回答結果（％）　【n=1,826】

				あり（1、2日分）		あり（3日分以上）		なし		無回答

		大企業		26.8		65.4		7.9		0.0

		中堅企業		29.4		40.3		30.4		0.0

		その他企業		28.6		43.2		27.8		0.4

		全体		28.5		45.8		25.4		0.2







































































































































































































































































大企業	

あり（1、2日分）	あり（3日分以上）	なし	無回答	26.8	65.400000000000006	7.9	0	中堅企業	

あり（1、2日分）	あり（3日分以上）	なし	無回答	29.4	40.299999999999997	30.4	0	その他企業	

あり（1、2日分）	あり（3日分以上）	なし	無回答	28.6	43.2	27.8	0.4	全体	

あり（1、2日分）	あり（3日分以上）	なし	無回答	28.5	45.8	25.4	0.2	

問33-3

		回答結果（％）　【n=1,826】

				あり（1、2日分）		あり（3日分以上）		なし		無回答

		大企業		31.9		50.2		17.9		0.0

		中堅企業		26.1		27.0		46.8		0.0

		その他企業		23.9		30.2		45.6		0.4

		全体		25.8		32.4		41.6		0.2







































































































































































































































































大企業	

あり（1、2日分）	あり（3日分以上）	なし	無回答	31.9	50.2	17.899999999999999	0	中堅企業	

あり（1、2日分）	あり（3日分以上）	なし	無回答	26.1	27	46.8	0	その他企業	

あり（1、2日分）	あり（3日分以上）	なし	無回答	23.9	30.2	45.6	0.4	全体	

あり（1、2日分）	あり（3日分以上）	なし	無回答	25.8	32.4	41.6	0.2	

問33-4

		回答結果（％）　【n=1,826】

				あり		なし		無回答

		大企業		71.2		28.8		0.0

		中堅企業		44.0		56.0		0.0

		その他企業		45.0		54.5		0.4

		全体		48.9		50.9		0.2







































































































































































































































































大企業	

あり	なし	無回答	71.2	28.8	0	中堅企業	

あり	なし	無回答	44	56	0	その他企業	

あり	なし	無回答	45	54.5	0.4	全体	

あり	なし	無回答	48.9	50.9	0.2	

問34

		回答結果（％）　【n=1,530】

				従業員分に加えて余分に備蓄している		従業員以外の帰宅困難者用の備蓄は用意していない		無回答

		大企業		33.9		65.7		0.4

		中堅企業		23.9		75.9		0.2

		その他企業		28.0		71.5		0.5

		全体		28.0		71.6		0.4







































































































































































































































































大企業	

従業員分に加えて余分に備蓄している	従業員以外の帰宅困難者用の備蓄は用意していない	無回答	33.9	65.7	0.4	中堅企業	

従業員分に加えて余分に備蓄している	従業員以外の帰宅困難者用の備蓄は用意していない	無回答	23.9	75.900000000000006	0.2	その他企業	

従業員分に加えて余分に備蓄している	従業員以外の帰宅困難者用の備蓄は用意していない	無回答	28	71.5	0.5	全体	

従業員分に加えて余分に備蓄している	従業員以外の帰宅困難者用の備蓄は用意していない	無回答	28	71.599999999999994	0.4	

問35

		回答結果（％）　【n=1,826】

				している		現在検討中		していない		無回答

		大企業		84.2		11.6		4.2		0.0

		中堅企業		61.6		30.0		8.5		0.0

		その他企業		61.6		22.4		15.5		0.5

		全体		65.1		22.9		11.7		0.3







































































































































































































































































大企業	

している	現在検討中	していない	無回答	84.2	11.6	4.2	0	中堅企業	

している	現在検討中	していない	無回答	61.6	30	8.5	0	その他企業	

している	現在検討中	していない	無回答	61.6	22.4	15.5	0.5	全体	

している	現在検討中	していない	無回答	65.099999999999994	22.9	11.7	0.3	

問36

		回答結果（％）　【n=1,649】

				計画休業		被災可能性のある拠点への柔軟な対応を認める伝達		テレワークの活用		オンラインを活用した意思決定の仕組み導入		ICTツール(SNS等)の活用		時差通勤		執務場所の分散		交代勤務制の導入		その他		無回答

		大企業		34.6		20.6		87.6		50.1		37.0		69.4		28.0		17.9		2.8		1.1

		中堅企業		30.5		22.7		62.9		38.4		30.6		51.2		17.1		20.1		3.7		3.0

		その他企業		28.0		11.8		70.6		35.5		26.7		53.0		12.2		18.3		3.0		1.6

		全体		29.9		16.6		71.2		38.9		29.6		55.3		16.3		18.8		3.2		1.9







































































































































































































































































大企業	

計画休業	被災可能性のある拠点への柔軟な対応を認める伝達	テレワークの活用	オンラインを活用した意思決定の仕組み導入	ICTツール(SNS等)の活用	時差通勤	執務場所の分散	交代勤務制の導入	その他	無回答	34.6	20.6	87.6	50.1	37	69.400000000000006	28	17.899999999999999	2.8	1.1000000000000001	中堅企業	

計画休業	被災可能性のある拠点への柔軟な対応を認める伝達	テレワークの活用	オンラインを活用した意思決定の仕組み導入	ICTツール(SNS等)の活用	時差通勤	執務場所の分散	交代勤務制の導入	その他	無回答	30.5	22.7	62.9	38.4	30.6	51.2	17.100000000000001	20.100000000000001	3.7	3	その他企業	

計画休業	被災可能性のある拠点への柔軟な対応を認める伝達	テレワークの活用	オンラインを活用した意思決定の仕組み導入	ICTツール(SNS等)の活用	時差通勤	執務場所の分散	交代勤務制の導入	その他	無回答	28	11.8	70.599999999999994	35.5	26.7	53	12.2	18.3	3	1.6	全体	

計画休業	被災可能性のある拠点への柔軟な対応を認める伝達	テレワークの活用	オンラインを活用した意思決定の仕組み導入	ICTツール(SNS等)の活用	時差通勤	執務場所の分散	交代勤務制の導入	その他	無回答	29.9	16.600000000000001	71.2	38.9	29.6	55.3	16.3	18.8	3.2	1.9	

問37

		回答結果（％）　【n=1,826】

				している		現在検討中		していない		無回答

		大企業		89.9		6.6		3.4		0.1

		中堅企業		69.6		16.5		12.6		1.3

		その他企業		68.8		13.4		16.8		1.0

		全体		72.4		13.2		13.5		0.9







































































































































































































































































大企業	

している	現在検討中	していない	無回答	89.9	6.6	3.4	0.1	中堅企業	

している	現在検討中	していない	無回答	69.599999999999994	16.5	12.6	1.3	その他企業	

している	現在検討中	していない	無回答	68.8	13.4	16.8	1	全体	

している	現在検討中	していない	無回答	72.400000000000006	13.2	13.5	0.9	

さいごに

		回答結果（％）　【n=1,826】

				協力できる		協力できるかもしれない		協力できない		無回答

		大企業		13.2		22.0		62.0		2.7

		中堅企業		8.6		20.1		68.2		3.0

		その他企業		7.5		17.3		72.0		3.2

		全体		8.7		18.8		69.4		3.1







































































































































































































































































大企業	

協力できる	協力できるかもしれない	協力できない	無回答	13.2	22	62	2.7	中堅企業	

協力できる	協力できるかもしれない	協力できない	無回答	8.6	20.100000000000001	68.2	3	その他企業	

協力できる	協力できるかもしれない	協力できない	無回答	7.5	17.3	72	3.2	全体	

協力できる	協力できるかもしれない	協力できない	無回答	8.6999999999999993	18.8	69.400000000000006	3.1	
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20.8

56.9
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22.3

9.8

12.8

50.1

9.8

21.4

0% 30% 60%

BCPの内容が不十分だった

BCPの内容が社内に浸透していなかった

BCPで想定した被害と異なる被害と遭遇

BCP実行の訓練が出来ていなかった

発生した災害、トラブルへの備えが出来

ていなかった
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令和5年度 企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査の概要④
■災害を経験した企業におけるBCP等の有効性
・有効であった取組について、安否確認/訓練/備蓄等の基本的な防災項目やリスクに対する基本方針/影響分析/指揮命令系統の確立等の

ＢＣＰに関連する項目も上位を占める。また、BCPが何かしら役に立ったと認識している先は、BCP策定済企業のうち、半分強に上る。

21.0

41.4

1.6

19.8

12.0

43.9

0.6

29.2

13.8

35.4

1.7

33.4

15.1

39.1

1.4

29.1

0% 25% 50%

とても役に立った

少しは役に立ったと思う

全く役に立たなかった

役に立ったか不明

〇BCPは役に立ったか？
回答結果（％） 【n=1,034】BCP策定済企業

〇災害等により影響を受けた際有効であった取組

36.2

47.2

45.9

57.5

40.3

49.3

39.4

46.3

34.7

28.5

35.2

32.9

37.7

30.4

45.9

23.5

35.5

19.9

28.8

30.7

31.8

28.5

28.6

37.5

17.7

27.6

19.6

30.4

35.9

35.3

37.9

31.8

42.8

24.4

34.3

23.1

0% 30% 60%

貴社に生じうるリスクの認識と業務への影

響の分析

リスクに対する貴社の基本的な対応方針の

策定

備蓄品(水、食料、災害用品)の購入・買増し

安否確認や相互連絡のための電子システ

ム(含む災害用アプリ等)導入

緊急時の避難に係る安全確保の手順、避

難方法、避難経路の明確化

社員とその家族の安全確保

災害対応担当責任者の決定、災害対応

チーム創設

訓練(安否確認、帰宅、参集等)の開始・見

直し

BCP策定・見直し

大企業 中堅企業 その他企業 全体

〇BCPが役に立たなかった理由

回答結果（％） 【n=946】自然災害等により事業継続に影響を受けた企業

出典：「令和５年度企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査（概要）」（R6.3,内閣府）



「企業の防災対策・事業継続強化に向けて～切迫する大規模地震を乗り越えるために～」（R7.3,内閣府）、「-中小企業等経営強化法-事業継続力強化計画認定制度の概要」（R7.6.9版,中小企業庁・中小機構）から国土強靱化推進室作成

ＢＣＰの策定を支援する取組（国）

【内閣府】事業継続ガイドライン

○ 我が国の企業・組織の自主的な事業継続の取組を促し、ひいては我が国全体の事業継続能力の向上を実現す
るため、事業継続計画（ＢＣＰ）を含めた事業継続マネジメント（ＢＣМ）の概要、必要性、有効性、実施
方法、策定方法、留意事項等を示したもの

○ 事業の中断をもたらす可能性があるあらゆる発生事象について適用可能であり、国際的な規格等とも整合

【中小企業庁】中小企業ＢＣＰ策定運用指針

○ 中小企業へのＢＣＰの普及を促進するため、中小企業関係者や有識者の意見を踏まえ、中小企業の特性や実
状に基づいたＢＣＰの策定及び継続的な運用の具体的方法を分かりやすく記載したもの

【中小企業庁】事業継続力強化計画（認定制度）

○ 中小企業強靱化法に基づき、中小企業が策定した防
災・減災の事前対策に関する計画を経済産業大臣が
「事業継続力強化計画」として認定
（R7.9月末時点の認定件数は約8.8万件）

○ 「事業継続力強化計画」とは、中小企業が自社の災害
リスク等を認識し、防災・減災対策の第一歩として取
り組むため、必要な項目を盛り込んだものであり、現
在および将来的に行う災害対策等を記載するもの

○ 認定を受けた中小企業は、税制措置や金融支援、補助
金の加点等の支援策が受けられる

【内閣官房】国土強靱化貢献団体認証「レジリエンス認証」

○ 事業継続(BCPの策定と運用)に積極的に取り組んでいる企業等を「国土強靱化貢献団体」として認証するもの
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ＢＣＰの策定を支援する取組（地方公共団体）

出典：中小企業事業継続力強化計画制度研究会取りまとめ（R7.3）、各都道府県ウェブサイトから中小企業庁が作成したもの（R7.1時点）

○ 全国の約半数の都道府県が、域内の事業者向けのＢＣＰ策定ガイドラインや作成用の
フォーマットを作成・公表
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○企業の災害保険の加入状況等

リスクに備えるために災害保険に加入しているか
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火災保険 風災補償
水災補償 地震補償

災害に対する保険の概要と企業の加入状況

企業向け損害保険に加入していない理由

出典：「中小企業におけるリスク意識・対策実態調査2024調査結果報告書」（R7.3,一般社団法人日本損害保険協会）

リスクが発生する可能性は低い
と考えているため 33.4%

（損害保険いずれか非加入n=940）

家計分野 企業分野

風災リスク
(風災・雹災、雪災)

火災保険

水災リスク

地震リスク 地震保険等 火災保険の特約等

出典：「2024年保険モニタリングレポート」（R6.7,金融庁）

○ 風災リスクや水災リスクは家計分野・企業分野ともに火災
保険の補償項目として、地震リスクは家計分野では地震保
険、企業分野では火災保険の特約等で補償

災害に対する保険の概要
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損害保険料率算出機構提供データから国土強靱化推進室作成

企業の火災保険・特約付帯件数

損害保険料率算出機構提供データの留意点
・損保会社からの火災保険、水災補償、風災補償の報告
はすべて網羅されているが、地震補償の報告は任意であ
り正確な実態を把握したものではない。
・財物補償に係る保険のみのデータであり、利益や営業
継続といった間接損害やBCPに係る保険の件数は含まれ
ていない。



災害による企業の被災状況等

実際に被害を受けたリスク 被害想定額と被害額の差

自然災害 43.5%

回答 割合

被害額がこんなにも高くなると思っていなかった 54.2%

リスクに対する備えが不足していたと思う 45.8%

うちの会社では、まさか起こらないと思っていた 37.5%

現状の対策で十分だろうと思っていた 35.0%

社内体制を整えられていなかった 29.2%

リスク管理の責任者が定まっていなかった 27.5%

社員教育/啓発/研修が不足していたと思う 26.7%

相談できる相手がいなかった 25.8%

（n=1,050）

被害の発生有無

ある
26.3%

（リスクによる被害ありn=276）

（リスクによる被害ありn=276）

○ 実際には、約１割の企業が自然災害により被害を受けている

（自然災害リスクによる被害ありn=120）

「とてもあてはまる」「あてはまる」が25%以上となった回答を抜粋

回答 割合

損害保険への加入 65.0%

貯蓄 13.3%

BCP(事業継続力強化計画)の申請/認定取得 8.3%

補助金等の活用 8.3%

共済への加入 7.5%

保険以外の金融商品 3.3%

その他 7.5%

特になし 13.3%

どのような対策をしておくべきだったか

（自然災害リスクによる被害ありn=120）

被害を受けた際の考え

出典：「中小企業におけるリスク意識・対策実態調査2024調査結果報告書」（R7.3,一般社団法人日本損害保険協会）

○ 被害を受けた企業の過半数は、リスクに対する備えが不足し、損害保険に加入すべきだったと感じている
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ＢＣＰ・事業継続力強化計画と災害保険の普及促進の連携

■「事業継続力強化計画」の認定取得等による保険料の割引

○ 損害保険会社では、例えば「事業継続力強化計画」の認定を取得した事業
者のリスク実態に応じて保険料の割引等を行い、中小企業・小規模事業者の
事業継続力の強化を後押し

■ 中小企業セミナー等における
  普及促進

○ 日本損害保険協会地方支部と地方
経済産業局が連携して、中小企業
を対象としたリスク対策に関する
セミナーを実施

○ 地方経済産業局からは、ＢＣＰ・
事業計画継続力強化計画の策定に
向けたポイントや支援の取組につ
いて、日本損害保険協会地方支部
からは、災害保険加入の必要性等
について、それぞれ説明

R7.2.3中小企業BCPセミナー
(TKP大宮駅西口カンファレンスセンター)

R7.2.21中小企業向けリスク対策セミナー
(アーバンネット名古屋ネクスタ)

○ 日本損害保険協会は、水災害への備えの重要性やハザードマップの周知・普
及そして事前準備・事前対策等の必要性を啓発。同協会は、「流域治水オ
フィシャルサポーター」団体に認定。

【参考】日本損害保険協会による水災害への備えに向けた啓発活動
（一般消費者向け）

日本損害保険協会作成のチラシ(国土交通省、金融庁が作成協力) 出典：日本損害保険協会HP
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個人向け火災保険水災料率の細分化

2023年6月、損害保険料率算出機構
各社への参考値として提供する参考純率を改定

水災料率を地域のリスクに応じて市区町村単位で細分化（５区分）

＜火災保険水災料率に関する有識者懇談会報告書（金融庁 令和４年３月31日）の概要＞

○状況と課題

水災料率細分化の導入により期待される効果
①保険料の多寡により顧客がリスクの大小を認識することで高リスク契約者のリスク認識を向上させる効果（リスクアナウンスメント効果）
②保険料負担の公平性の向上により、低リスク契約者の水災補償離れを抑制するなどの効果

（損保会社側の状況）
近年の自然災害の増加により、
・火災保険の保険金支払いは増加傾向
・このうち自然災害による保険金支払いも増加

・火災保険料率の引き上げも継続
・風災リスク、雪災リスク等には都道府県ごと
のリスク差を反映しているが、水災リスクに
は地域毎のリスクを反映する地域別料率区分
を設けておらず全国一律の保険料率

（消費者側の状況）
・水災補償の付帯率を見ると、洪
水ハザードマップ上で浸水深が
浅いなどの低リスク契約者が、
火災保険の新規加入や更新の手
続きの際に水災補償の付帯をし
ない傾向（以下「水災補償離
れ」という）が認められている。

○損害保険会社等の取組

現在の水災料率体系では、水災リスク
が比較的低い地域に居住する保険契約
者の納得感が得られにくく水災補償の
付帯率減少。大規模水災発生時におけ
る補償の不足が懸念される。

多くの損害保険会社の火災保険の収支
は赤字が常態化

火災保険の自然災害による支払保険金
火災保険の収支状況（※） 火災保険の水災補償に係る浸水深区分別の付帯率

（東京都の例）

損害保険会社等においては、
 個人契約者間の保険料負担の公平性の向上の観点から、居住地域ごとのリスクを反映した水災料率の細分化を行うこ

とを検討。（企業向け火災保険では、従前から水災リスクについても行政区分単位などで細分化が行われている。）

（課題）

各損害保険会社は、2024年10月の保険料改定以降、

個人向け保険についても、水災料率を細分化した
火災保険商品を提供 31




